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はじめに 

本実績報告は、「文京区地域福祉保健計画（令和６年度～令和８年度）」の進行管理として、各分

野別計画に掲げた進行管理対象事業の令和６年度の進捗状況及び実績を報告するものです。各分野

別計画の進行管理対象事業数は、下表のとおりです。 

なお、「子育て支援計画（令和２年度～令和６年度）」は、令和４年度及び５年度の実績も掲載し

ています。 

 

分野別計画名 進行管理対象事業数 

地域福祉保健の推進計画（令和６～令和８年度） 22 

子育て支援計画（令和２～令和６年度） 43 

高齢者・介護保険事業計画（令和６～令和８年度） 20 

障害者・児計画（令和６～令和８年度）   74※ 

保健医療計画（令和６～令和 11年度） 11 

合 計 170 

※ 障害者・児計画の進行管理対象事業には、国において年度ごとの数値目標及び必要量の見込みを

定めることとされている事業（当該事業には◇マークを記載しています。）を含めたため、他計画

と比較して進行管理対象事業が多くなっています。 

 

本実績報告では、次に掲げる項目を報告することを基本とします。 

① 事業名 

② 事業番号 

③ 事業内容 

④ ３年間の計画事業量 

⑤ 各年度の実績（進捗率・達成率の小数点以下は原則四捨五入） 

⑥ 各年度の成果・評価 

⑦ 次年度における取組 

ただし、計画ごと又は事業ごとに目標の立て方等が異なることから、事業ごとに報告する項目及

び様式が異なります。基本となる様式は、次の３様式です。 

 

 

 

 



 

 
様式１…数値目標を立てず、文章表現による目標、計画内容を掲げる事業

様式２…計画の最終年度のみの数値目標を掲げる事業

様式３…毎年度の数値目標を掲げる事業

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

事業概要
（Ｐ）

担当

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

事業名 事業番号

事業名 事業番号

事業概要（Ｐ）

担当

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標
(R８年
度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

担当

事業名 事業番号

事業概要・計画目標（P）

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度
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地域福祉保健の推進計画(進行管理対象事業)の進捗状況について 

 

 

１ ともに支え合う地域社会づくり 

○ 交流の活性化を図る地域の居場所づくり 

⑴ 小地域福祉活動の推進 

町会等の地縁組織とNPOや企業等との連携による活動の取り組みが広がりました。また、

令和６年度はコロナ禍前に実施していた「みまもりフォーラム」を再開し、町会、民生委

員、サロン代表者等による実践活動の報告を通して、地域における見守りの在り方を考え

る機会となりました。 

引き続き、地域に赴き地域住民の意向を十分に踏まえた小地域福祉活動の推進を行って

いきます。 

（実績報告 P.5 事業番号 1-1-2） 

 

 

⑵ 多機能な居場所活動推進事業 

「多機能な居場所」の事業運営に必要な経費を助成するとともに、地域福祉コーディネ 

ーターによる運営団体への相談対応等を行いました。また、活動の継続に課題が生じた団

体に対し、地域住民からの継続の意向を踏まえ、活動を継続するための支援を行いました。 

本事業の実施から７年を迎え、事業の継続について検討を行う必要が生じています。 

今後の居場所のビジョンを地域住民と検討するとともに、組織体制の見直しや財政基盤の 

安定等の支援について検討していきます。 

（実績報告 P.5 事業番号 1-1-8） 

 

⑶ 地域の支え合い体制づくり推進事業 

居場所で多様な人とのつながりや関係性ができたことによって、新たな「ふれあいいき

いきサロン」の立上支援に関わる機会が増えました。また、「サロンぷらす」では、子ども

の学習支援や保健室カフェなど多様な活動の支援を継続して行いました。 

「ふれあいいきいきサロン」を通して身近な地域での支え合いを支援するとともに、「サ

ロンぷらす」では、引き続き取り組みがない地域の課題・ニーズに関して地域の関係者等に

働きかけるとともに、地域住民と専門職との連携・協働の支援を行っていきます。 

（実績報告 P.5 事業番号 1-1-9） 
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○ 地域人材の発掘・育成を通じた地域福祉活動の活性化 

 ⑴ ボランティア活動への支援 

ボランティア養成講座等の参加者増加など、ボランティア活動をしたい人が増えていま

す。特に、学生団体の地域活動への相談が増えているため、学生ソーシャルアクション連絡

会を再開し、活動見本市と同時開催で「フミキャン」と名付けた学生のボランティア活動を

発表するイベントを開催しました。また、ボランティア活動体験機会へのニーズから、今

後、活動見本市をプレゼンテーション型からブースで発表する形式に変更し実施します。  

他にも講座などを通して、外国人支援のボランティア活動を推進します。 

（実績報告 P.6 事業番号 1-2-2） 

 

 

 ⑵ ＮＰＯ活動・地域活動の支援 

運営の課題に合わせた運営支援講座を開催し、終了後に個別専門相談につなげる取り組

みを行いました。また、６年度から区内大学の学生支援担当者連絡会の事務局を担い、大

学間連携の促進を図ったことで、大学生が企業と連携するイベントの開催などにつながり

ました。 

Ｂチャレ(提案公募型協働事業)では、新たなつながり部門の採択事業が終了後に区の重

点施策となり、事業継続へとつながりました。単年度助成のチャレンジ部門では、立ち上

がったばかりの２団体が採択され、今後の継続活動への道筋をつけることができました。 

（実績報告 P.6 事業番号 1-2-3） 

 

 

 

２ 安心して暮らせる環境の整備 

○ 多様で複合化した課題に対応する包括的な支援体制の強化 

   ⑴ 多機関協働事業 

既存の区相談窓口及び区内相談支援機関において、従来の法制度に基づいた対象者以外

からの相談であってもまずは丸ごと受け止めてもらう体制を構築するため、先行するヤン

グケアラー支援の枠組みを活用して「つながる相談窓口」の共通ルールや「つなぐシー

ト」等帳票類を策定しました。今後は重層的支援会議等を開催して分野横断的な協働を推

進するとともに、個々の事例について必要な支援を行います。また、リーフレット作成や

研修・講演会等を通じて支援関係者の規範的統合と区民周知を図ります。 

   （実績報告 P.7 事業番号 2-1-2） 
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⑵ 文京区版ひきこもり総合対策 

「文京区版ひきこもり総合対策」の強化として、広報事業では区報特集号や情報誌などを 

発行し、紙媒体での情報発信を充実させるとともに、調査事業では区民や支援関係機関を対 

象に、情報提供や支援ニーズに関する調査を行いました。今後、調査結果を基礎資料とし 

て、本人等が相談につながる体制強化に向け、効果的な情報発信を検討していきます。 

また、区民がアウトリーチサポーターとして支援する事業の充実を図りつつ、複合的な課  

題を含む相談については重層的支援体制整備事業との連携を深めていきます。 

（実績報告 P.7 事業番号 2-1-4） 

 

⑶ ヤングケアラー支援推進事業 

ポスター、相談リーフレット等を配布するとともに、区立小中学校等にてブックフェス 

タを開催し、周知啓発に努めました。また、相談支援機関や一般区民向けに講演会や研修等 

を実施しました。 

令和７年度は、子ども向けのリーフレット等を作成し、動画配信による周知啓発に取り 

組むとともに、自らが相談しやすい環境整備を図ります。また、ヤングケアラーコーディ 

ネーターを中心に関係機関との連携強化を図ります。 

（実績報告 P.8 事業番号 2-1-5） 

 

  ○ 生活困窮者等への支援 

   ⑴ 生活困窮者への自立支援の推進 

自立相談支援機関では、経済的な困窮をきっかけとする相談を通じて、複合的な課題を

抱える相談者に対し、関係機関と連携した支援を実施しています。一方で、住居を持たない

生活困窮者への宿泊場所等を提供する一時生活支援事業の利用は減少しています。複合的

な課題を抱える相談者への対応については、重層的支援体制整備事業と連携し、専門的見

地から支援内容を協議しながら支援スキルの向上を目指していきます。さらに、居住支援

協議会との連携により、住まいに関する相談への対応強化を進めていきます。 

（実績報告 P.9 事業番号 2-2-1） 

   

 ⑵ 女性のほほえみ支援ネットワーク事業 

関係機関や民間団体との代表者会議と実務者会議を開催し、支援内容の相互理解を深め 

て、連携・協働の強化を図りました。 

引き続き、６年度に作成した行政の相談窓口や民間団体等を載せた周知用カードを配布 

し、周知啓発を行うなど、困難な問題を抱えた女性が相談・支援につながるよう努めていき 

ます。 

（実績報告 P.10 事業番号 2-2-4） 
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○ 福祉保健サービスの利用支援と権利擁護の推進 

   ⑴ 福祉サービス利用援助事業の促進 

契約件数が微減になりましたが、周知啓発や中核機関機能との連携等により、新規利用

件数は増えています。 

中核機関における成年後見制度の利用促進とともに、周知啓発を積極的に行い、制度が   

必要な方の利用につなげていきます。 

（実績報告 P.11 事業番号 2-3-1） 

 

 

   ⑵ 権利擁護支援に係る地域連携ネットワークの推進 

専門職による専門的助言の場としての実務者会議を６回開催し、支援者がより適切な支

援を行うための一助となりました。また、市民後見人養成、支援等について、権利擁護支

援連携協議会で検討を行い、令和７年度から養成を開始することとしました。 

実務者会議については、一層の活用につなげるため、周知啓発を引き続き行っていきま

す。また、市民後見人養成については、検討内容に基づき養成を行っていきます。 

（実績報告 P.12 事業番号 2-3-6） 

 

３ ひとにやさしいまちづくり 

○ まちのバリアフリー、ユニバーサルデザインの推進 

 ⑴ バリアフリーの道づくり 

高齢者や障害者など、だれもが積極的に社会参加できるよう、文京区バリアフリー基本

構想に基づき、生活関連経路について、歩道の拡幅、段差解消、視覚障害者誘導用ブロック

の設置などの道路整備を行いました。大塚五丁目 16～18 番先（区道第 843 号）及び後楽一

丁目８番～二丁目１番先（同 807 号）の２路線の整備により、生活関連経路に指定された

区道の整備率が 20.2%となり、目標を達成することができました。 

令和７年度は、２路線（2.5％程度）の整備を予定しています。 

（実績報告 P.13 事業番号 3-1-1） 

 

○ 災害時の自助・互助・共助・公助による安全・安心の確保 

⑴ 福祉避難所の拡充 

福祉避難所開設・運営訓練を区内高齢者施設の２施設で行い、災害発生時の施設従事者

等の対応力を高めるとともに、福祉避難所についての理解促進を図りました。 

引き続き、避難行動要支援者が必要な相談や支援を受けることが出来る避難先を拡充し、

避難生活を送る上でより良好な生活環境を確保する取組を進めるとともに、一般避難所か

ら福祉避難所への円滑な避難を行うための訓練を検討します。 

 

（実績報告 P.14 事業番号 3-4-4） 



 

 

 

【地域福祉保健の推進計画】 

（実績報告） 
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　居場所で多様な人とのつながりや関係性ができたことに
よって、新たな「ふれあいいきいきサロン」の立上支援に関
わる機会が増えました。「サロンぷらす」では、子どもの学
習支援や保健室カフェなど多様な活動の支援を継続して行い
ました。

　「ふれあいいきいきサロン」を通して身近な地
域での支え合いを支援するとともに、「サロンぷ
らす」では、取り組みがない地域の課題・ニーズ
に関して地域の関係者等に働きかけるとともに、
地域住民と専門職との協働の機会にもなるよう、
引き続き支援を行っていきます。

ふれあいいきい
きサロン設置数

か所 147 148 131 89% 150

地域の支え合い体制づくり推進事業

　地域交流の場である「ふれあいいきいきサロン」への支援を通して、高齢者、障害者、子育て世代等が、お
しゃべり等により地域での交流を深めることで、孤立化を予防し、だれもが安心して楽しく暮らせる住民同士
の支え合いの仕組みづくりに取り組みます。
　また、地域住民が自主的に地域の課題解決を図る活動に寄与するため、不足するインフォーマルな資源の開
発に取り組む事業（サロンぷらす事業）に対して、立上げ及び事業運営に必要となる補助を行い、活動を支援
します。

社会福祉協議会

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 事業番号 1-1-9

担当

事業概要（Ｐ）

　地域の支え合い活動や日常的な相談の中心となる「多機能な居場所（つどい～の）」づくりを展開す
る方に対して、開設・事業運営費等の補助を行い、活動を支援します。

担当 社会福祉協議会

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　「多機能な居場所」の事業運営に必要な経費を助
成するとともに、地域福祉コーディネーターによる
運営団体への相談対応等を行いました。活動の継続
に課題が生じた団体に対し、地域住民からの継続の
意向を踏まえ、事業を継続するための支援を行いま
した。

　各居場所が地域に根付いた居場所となっている
一方、本事業の実施から７年を迎え、事業の継続
性について検討を行う必要が生じています。今後
の居場所のビジョンを地域住民と検討するととも
に、運営体制の見直しや財政基盤の強化等、地域
福祉コーディネーターに求められる支援・調整役
割を検討していきます。

事業名

事業番号 1-1-8

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　町会等の地縁組織だけでなく、NPOや企業との連携
による活動を展開する取り組みなどが広がりまし
た。さらに、区と連携しシニア食堂など食を通した
交流の場に専門職が関わることで、多様な主体の参
加による地域づくりの推進に積極的に取り組みまし
た。
　また、令和６年度はコロナ禍前に実施していた
「みまもりフォーラム」を再開しました。100人を超
える参加があり、町会、民生委員、サロン代表者等
による実践活動の報告を通して、地域における見守
りの在り方を考える機会となっています。

　引き続き、地域に赴き地域住民や地域団体の意
向を十分に踏まえた小地域福祉活動の推進を行っ
ていきます。その際に、多様な主体が参加し、お
互いの持っている強みをいかせるよう課題解決に
向けた調整支援を行っていきます。
　「みまもりフォーラム」の開催等を通して、地
域での見守りの取り組みを広げる支援を継続して
いきます。

小地域福祉活動の推進 事業番号 1-1-2

　日常生活圏域全域に地域福祉コーディネーターを配置し、町会・自治会単位の小地域で起きている課
題を掘り起こし、地域住民による課題の共有、検討及び解決の支援を行い、地域における住民同士の支
え合いの体制づくりを推進します。

社会福祉協議会

事業名 多機能な居場所活動推進事業

事業概要・計画目標（P）

担当

事業概要・計画目標（P）
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令和６年度

　ボランティア養成講座等の参加者も増加するな
ど、ボランティア活動のニーズが高まっています。
特に、学生団体の活動ニーズの高まりがあり、学生
ソーシャルアクション連絡会を再開し、活動見本市
と同時開催で「フミキャン」と名付けた学生のボラ
ンティア活動を発表するイベントを開催しました。

　大学生などの学生ボランティア活動が活発に
なってきたため、大学と連携し、より積極的な支
援を行います。また、ボランティア活動を体験す
る機会へのニーズがあることから、活動見本市を
プレゼンテーション型からブース型に変更し実施
します。また、講座などを通して、外国人支援の
ボランティア活動を推進します。

事業名 ボランティア活動への支援 事業番号 1-2-2

事業内容・計画目標（P）

　ボランティア養成講座や研修等を実施し、地域の担い手を育成するとともに、福祉教育の実施、ボラ
ンティア・市民活動に関する情報収集・提供を行うコーディネート機能の強化等により、地域福祉活動
の多様化、活性化を図ります。
　また、団体への研修費の助成等による支援のほか、地域活動や交流会等を通じて活動団体間の交流を
促進することでネットワーク化を推進し、ボランティア・市民活動の輪を広げます。

担当 社会福祉協議会

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

ＮＰＯ活動・地域活動の支援

　協働の拠点である地域連携ステーション「フミコム」の運営を通して、区や地域住民・ボランティ
ア・ＮＰＯ・企業・大学等と連携し、新たなつながりを創出することで、地域の活性化や地域課題の解
決を図ります。

社会福祉協議会

令和６年度

　NPO法人等への運営支援として、講座終了後に個別
の専門相談を開催することで、継続した相談支援に
つなげられるような取り組みを行いました。
　令和６年度からは区内の学生支援担当者連絡会の
事務局を担い、大学間連携の促進につながりまし
た。また、区内企業と大学間のマッチングを行い、
大学生が企業と連携するイベントの開催などにもつ
ながりました。
　提案公募型協働事業「Bチャレ」では、新たなつな
がり部門の継続３年間の助成期間終了後に区の重点
施策として位置付けられた事業があり、事業継続へ
とつながりました。また単年度助成のチャレンジ部
門では、立ち上がったばかりの団体が４団体中２団
体採択され、この助成をきっかけに継続活動を今後
も行っていく道筋をつけることができました。

　多様な方法で地域活性化・地域課題解決に取り
組む団体と出会うために、これまで取り組んでい
ないテーマで講座・イベント等を開催し、地域資
源の把握に努めます。
　活動見本市（毎年開催のイベント）の開催方法
を見直し、プレゼン発表からブース出展メインに
変更することで参加のハードルを低くし、区内の
多様な活動者同士が自分の活動を発表し、出会
い、連携先を見つけることができるよう、イベン
トを開催します。
　提案公募型協働事業について、新たなつながり
部門はすべてが継続２年目の採択団体のため、今
後の採択期間終了後の事業支援の方向性について
の検討を行います。

社会福祉協議会

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業番号 1-2-3事業名

事業内容・計画目標（P）

担当

事業番号 1-2-5

事業内容（Ｐ）

目標 実績 達成率

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

担当

いきいきサポート事業の推進事業名

令和６年度

　産前の利用の場合、従来求めていた医師の診断書を産前６
週から不要とし、利用対象を拡大したが、産前・産後利用の
増加にはつながりませんでした。
　権利擁護センターとボランティアセンターと合同で担い手
発掘のための広報を行ったが十分に、担い手を集めることは
できませんでした。

　定期的な活動が難しい担い手の参加につなげる
ため、大掃除や草取り以外の単発の活動のバリ
エーションを増やすことを検討します。

達成率 目標 実績 達成率目標 実績

125

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

新規登録利用会
員数

人 49 75 53 71% 100

　区民の参加と協力を得て、日常生活で手助けを必要とする方に対して、家事援助を中心とした有償在宅福祉
サービスを提供し、だれもが住み慣れたまちで安心して暮らせるよう支援します。
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960

件 566 540 600 111% 550

事業名

担当 事務局：生活福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率

文京区版ひきこもり総合対策 事業番号 2-1-4

事業内容（Ｐ）

　ひきこもり当事者やその家族及び8050問題ケース等の複合的な課題を含む相談を文京区ひきこもり支援セン
ターで実施し、関係機関と連携しながら支援を行います。
　ひきこもり状態にある方の自立を支援するため、「ひきこもり等自立支援事業（STEP 事業）」（Support 支
援／Talk 相談／Experience 経験／Place 居場所）を行います。

令和６年度

　既存の区相談窓口及び区内相談支援機関におい
て、従来の法制度に基づいた対象者以外からの相談
であってもまずは丸ごと受け止めてもらう体制を構
築するため、先行するヤングケアラー支援の枠組み
を活用して共通ルールやつなぐシート等帳票類を策
定しました。また、研修や事業説明会、事例検討を
実施して関係者による目的意識の共有と支援者の資
質向上、課題分析を行い、包括的な支援体制の強化
を図りました。

　引き続き、今後は重層的支援会議等を開催して
分野横断的な協働を推進するとともに、個々の事
例について必要な支援を行います。また、つなが
る相談窓口のリーフレット作成や研修・講演会等
を通じて支援関係者の規範的統合と区民周知を図
ります。

事業番号 2-1-2事業名 多機関協働事業

事業内容・計画目標（P）
　支援関係機関間の有機的な連携体制を構築し、当該連携体制の中で地域における地域生活課題等の共
有を図り、複雑化・複合化した支援ニーズを有し、様々な課題の解きほぐしが求められる事例等に対し
て支援を行います。

担当 事務局：福祉政策課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

271 220 253 115% 240

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

260

920 987 107% 940

STEP 事業支援
メニュー利用

件数

令和６年度

　「文京区版ひきこもり総合対策」の強化事業として、広報
事業及び調査事業を実施しました。区報特集号やひきこもり
情報誌等を発行し、紙媒体での情報発信を充実させました。
また、区民及び支援関係機関を対象に、区民の意識や、情報
提供、支援ニーズなどについての調査を実施しました。
　STEP事業では、相談件数はやや減少したものの、居場所を
はじめとする支援メニューの利用件数が増加しています。

　令和６年度実施調査を基礎資料とし、ひきこも
り本人等が相談につながる体制のさらなる強化に
向けて、効果的な情報発信を検討していきます。
　また、ひきこもり支援への関心が高い区民がア
ウトリーチサポーターとなって支援する「ひきこ
もり地域共生サポート事業」を充実させていきま
す。
　複合的な課題を含む相談については、重層的支
援体制整備事業との連携を深めていきます。

STEP事業相談
件数

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（Ａ）

560

件 998

ひきこもり支援
センター
相談件数

件
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※ヤングケアラー支援推進事業は事務局が福祉政策課から子ども家庭支援センターに変更になりました。

令和６年度

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　目標値を上回る実績がありました。
　施設改修工事の関係で、令和７年３月から相談室の場所や
開設日が一部変更になっていますが、利用者への連絡が円滑
に進み、特に混乱もなく事業を継続できています。

　SNS相談の実績が年間200件程度と伸び悩んでお
り、周知に力をいれていきます。

事業名 男女平等センターにおける相談事業の充実 事業番号 2-1-15

事業内容（Ｐ）
　パートナーや親子などの家族関係、職場や地域での人間関係、自分自身の生き方、性的指向や性自認に起因
する問題など、様々な問題について、カウンセラーによる相談を行います。

事業名 ヤングケアラー支援推進事業 事業番号 2-1-5

事業内容・計画目標（P）

　ヤングケアラーに対する理解促進を図るため、周知啓発用リーフレットの作成や、関係機関を対象と
した研修等を実施します。
　また、ヤングケアラー支援対策関係者連絡会において、課題を共有しながら支援のあり方等を協議
し、関係機関との連携体制を強化するとともに、ヤングケアラー本人だけでなく、家族全体に対する支
援を行います。

担当 子ども家庭支援センター

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　11月20日「世界こどもの日」に合わせ、区内800か
所にリーフレット等を配布するとともに、区立小中
学校等にヤングケアラーに係る書籍等を配架し、周
知啓発に努めました。主催した講演会には延450人の
参加があり、広くヤングケアラーの理解促進を図り
ました。

　子ども向けのリーフレットの作成と動画配信に
より、子どもの「知ること・気づくこと」への周
知啓発の取組を行うとともに、ヤングケアラー自
らが相談しやすい環境を整備します。また、ヤン
グケアラーコーディネーターを中心に関係機関と
の連携強化を図ります。

担当 総務課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率

男女平等セン
ター相談室の

相談件数
件 1,159 1,100 1,158 105% 1,100 1,100

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率
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80

令和６年度

　自立相談支援機関における新規相談では、経済的な困窮の
相談をきっかけに支援とつながる複合的な課題のある相談者
に対し、関係機関と連携した支援を実施しています。
　その他支援は減少していますが、内訳としては、一定の住
居を持たない生活困窮者に対し、宿泊場所等の提供を行う一
時生活支援事業の利用が減少しています。

　複合的な課題を抱える相談者への対応について
は、重層的支援体制整備事業との連携を図り、
様々な専門的見地から支援内容を協議し、支援方
針や役割分担について議論することにより、支援
スキルを向上させていきます。
　また、住まいに関する相談については、住居確
保給付金の転居費用補助の活用や居住支援協議会
との連携により、対応を強化していきます。

生活福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 生活困窮者への自立支援の推進 事業番号 2-2-1

事業内容（Ｐ）

担当

　生活保護に至る前の生活困窮者に対し、区が実施主体となって、関係機関との連携により、地域の支援体制
を構築し、自立相談支援事業、住居確保給付金の支給、就労準備支援事業、一時生活支援事業、学習支援事業
その他生活困窮者の自立の促進に関し包括的な事業を実施します。

目標 実績 達成率

自立相談支援事
業新規相談
受付件数

件 295 250 278 111% 250 250

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

15

その他支援

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

住居確保給付金
支給件数

件 21 15 23 153% 15

人 88 80 39 49% 80
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　ＤＶや生活困窮等の困難な問題を抱える女性に対し、自立に向けた切れ目のない相談・支援ができる
ように、支援に関わる福祉、子育て、教育等の関係機関と民間団体や民間事業者との連携・協働による
支援のあり方の検討とネットワークの構築を行います。

担当 生活福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　関係機関や民間団体との代表者会議と実務者会議
を開催し、支援内容の相互理解を深めて、連携・協
働の強化を図りました。
　また、行政の相談窓口や民間団体等を載せた周知
用カードの作成を行いました。

　ネットワーク事業を推進するために、代表者会
議、実務者会議、個別ケース会議等を開催し、意
見交換や情報共有を行います。また、作成した周
知用カードを配布し、周知啓発を行うなど、困難
な問題を抱えた女性が相談・支援につながるよう
努めていきます。

担当 生活福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 生活保護受給者への就労意欲喚起による早期の就労・自立支援 事業番号 2-2-2

事業内容（Ｐ）

　生活保護受給者のうち稼動年齢である者に対して、就労相談・就労支援等の業務経験を有する支援員が就労
に関する基本的事項の習得、就労体験及び就職後の定着支援など、就労意欲を喚起させ、自立に必要な支援を
原則として６か月間実施します。
　また、高齢者の生活保護受給者については、社会的孤立状態の予防として就労支援を実施します。

40

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

36 40 41 103% 40

自立件数

面談回数

件 6 12 6 50% 12

就労件数 件

1,497 83% 1,800

12

件 1,771 1,800

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　生活保護受給者数の減少は継続しており、就労支援対象者
も減少傾向にあります。就労や社会参加から長期間離れてい
る人の状況に合わせて、家庭訪問等による日常生活自立の支
援や体験就労への参加支援など、社会参加に向けた取組を充
実させています。
　また、就労指導の対象ではない高齢者については、希望に
応じてボランティア活動やセミナーへの参加支援を実施して
います。

　対象者については就労に必要な実践的な知識や
技能が不足しているだけではなく、複合的な課題
を抱え、就労への意欲が低下している生活保護受
給者が増加しています。このため、一般就労に向
けた支援だけではなく、利用者の状況に応じた就
労準備支援の取り組みを強化していきます。

1,800

事業名 女性のほほえみ支援ネットワーク事業 事業番号 2-2-4

事業内容・計画目標（P）

10 



令和６年度

2

成年後見等
報酬助成

件 17 26 10 38% 27 28

成年後見等
申立費用助成

件 0 1 0 0% 2

担当 福祉政策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 成年後見制度利用支援事業

事業内容（Ｐ）
　成年後見制度の利用に要する費用のうち、申立てに要する経費を負担することが困難な方に対し、その費用
を助成します。
　また、後見人等の報酬に係る費用を負担することが困難な方に対し、その費用を助成します。

令和６年度
　近年、契約件数は増加を続けていましたが、６年度は前年
度に比べ微減となりました。ただし、周知啓発や中核機関機
能との連携等により、新規利用相談は増えています。

　中核機関における成年後見制度の利用促進とと
もに、周知啓発を積極的に行い、制度が必要な方
の利用につなげていきます。

事業番号 2-3-4

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

16

事業名 福祉サービス利用援助事業の促進 事業番号 2-3-1

88

事業内容（Ｐ）
　高齢、知的障害、精神障害などにより判断能力が不十分なため、日常生活で支援を必要とする方に対し、福
祉サービスの利用支援、日常的な金銭管理及び重要書類預かり等を行うことにより、在宅生活が継続できるよ
う支援します。

担当 社会福祉協議会

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度

目標 実績 達成率

令和８年度

17

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　全戸配布の広報紙で周知を行うなど、周知啓発に努めてい
ますが、申立費用助成の実績はありませんでした。

　引き続き周知啓発に努めていきます。

福祉サービス
利用援助

事業契約件数

財産保全管理
サービス
契約件数

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

件 16 15 12 80%

80件 78 73 76 104%

11 



8

福祉政策課

事業名 権利擁護支援に係る地域連携ネットワークの推進 事業番号 2-3-6

事業内容・計画目標（P）

　成年後見制度利用促進基本計画で定められた、福祉・行政・法律専門職などの連携による「支援」機
能を備える、権利擁護支援の地域連携ネットワークを推進する中核機関を、文京区社会福祉協議会に委
託して運営します。
　中核機関の取組として、権利擁護センターとの有機的な連携を図りながら、専門職による専門的助言
等の確保、支援を必要とする区民の早期発見と継続的な支援に資する関係機関の連携体制の強化を図り
ます。
　あわせて、幅広く意思決定支援の理念の普及・啓発を行い、成年後見制度の利用に至る前の支援から
成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく一体的に確保されるよう、市民後見人及びその他の
権利擁護の担い手の養成・活躍の場の仕組みづくりに取り組みます。

担当

法人後見受任数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

人 5 7

令和８年度

目標 実績 達成率目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

令和６年度

事業名 法人後見の受任 事業番号 2-3-5

事業内容（Ｐ）
　成年後見人を必要としながら適切な後見人を得られない区民を対象に、成年後見人を受任する法人後見を実
施します。

担当 社会福祉協議会

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度

5 71% 8

　令和５年度に引き続き、５人の法人後見を適切に行いまし
た。その中で、市民後見人への移行を含めた受任を行ってい
ます。

　市民後見人養成と支援の検討とともに、社会福
祉協議会の法人後見のあり方を検討し取り組んで
いきます。

令和６年度

　専門職による専門的助言の場としての実務者会議
を６回開催し、支援者がより適切な支援を行うため
の一助となりました。
　また、市民後見人養成、支援等について、権利擁
護支援連携協議会で検討を行い、令和７年度から養
成を開始することとしました。

　実務者会議については、一層の活用につなげる
ため、周知啓発を引き続き行っていきます。市民
後見人養成については、検討内容に基づき養成を
行っていきます。

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

12 



事業内容・計画目標（P）
　災害時に被災者支援のボランティア活動を円滑に進めるため、災害ボランティアセンターの体制の整
備の実効性を担保できるよう、平常時から関係機関との連携を進め、安心して暮らせる仕組みづくりに
努めます。

担当 社会福祉協議会

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　災害ボランティアセンターの設置訓練を地域住
民、ボランティアも交えて、より実践的な内容で実
施しました。
　また、災害ボランティアセンターマニュアル改訂
プロジェクトチームを結成し、マニュアルの改訂に
向けて動き始めました。

　災害ボランティアセンターマニュアルの改訂を
行います。また、改訂したマニュアルを活かしな
がら、災害ボランティアセンター設置訓練を実施
します。

5

事業名 災害ボランティア体制の整備 事業番号 3-4-3

公園再整備

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

園 3 2 2 100% 4

令和６年度

 令和６年度は、窪町東公園、白山一丁目児童遊園の工事が完
了しました。
 なお、上記の中で窪町東公園では、ユニバーサルデザインに
配慮したブランコを設置しました。

　令和７年度も公園再整備基本計画に基づき、公
園・児童遊園の再整備を進めます。

みどり公園課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　令和６年度は、大塚五丁目16番～18番先（区道第843
号）、後楽一丁目８番～二丁目１番先（同807号）の２路線の
整備により、生活関連経路に指定された区道の整備率が
20.2%となり、目標を達成することができました。

　令和７年度は、２路線（2.5％程度）の整備を
予定しています。

事業内容（Ｐ）

　区立の公園、児童遊園等をより安全・安心で快適なものとするため、「文京区公園再整備基本計画」に基づ
き、地域主体の区民参画による計画的な公園等の再整備を行い、ユニバーサルデザインに配慮した施設整備や
施設配置を行うことで、高齢者を始め、障害者や子育てをしている方などにも利用しやすい公園づくりを推進
します。

担当

目標 実績 達成率目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

達成率

生活関連経路に
指定された
区道の整備率

％ 17.6 20.0 20.2 101% 22.5 25.0

事業名 バリアフリーの道づくり

事業内容（Ｐ）
　文京区バリアフリー基本構想に基づき、生活関連経路（１次経路及び歩道のある２次経路）の歩道の拡幅、
平坦性の確保、視覚障害者誘導用ブロックの設置などを行い、すべての人にやさしい道路の実現を図ります。

実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 公園再整備事業 事業番号 3-1-5

事業番号 3-1-1

令和６年度

担当 道路課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 目標 実績

13 



200

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度
　地域活動センター等の区有施設に加え、高齢者集合住宅な
どに制度の周知を行った結果、昨年度より助成件数が増加し
たが、目標には及びませんでした。

　引き続き、避難行動要支援者名簿の新規名簿登
録者や関係機関等での周知を行うとともに、在宅
避難を促進するパンフレットに、本助成制度を記載
するなど啓発を強化します。

家具転倒防止
器具設置助成数

件 71 200 100 50% 200

担当 防災課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

令和６年度

　福祉避難所開設・運営訓練を区内高齢者施設の２
施設で行い、災害発生時の施設従事者等の対応力を
高めるとともに、福祉避難所についての理解促進を
図りました。
　また、福祉避難所への直接避難について、受入対
象者に対して、意向調査を行うとともに、福祉避難
所との調整を図り、避難行動要支援者の円滑な避難
のために取り組んでいます。

　避難行動要支援者が必要な相談や支援を受ける
ことが出来る避難先を拡充し、避難生活を送る上
でより良好な生活環境を確保する取組を進めてい
きます。
　また、一般避難所から福祉避難所への円滑な避
難を行うための訓練を検討します。

事業名 家具転倒防止器具設置助成 事業番号 3-4-7

事業内容（Ｐ）
　災害時に、負傷の原因や避難・救出の障害となる家具の転倒・落下・移動等を防止し、在宅避難を推進する
ため、家具の転倒等防止器具の購入・設置に係る費用を助成し、自宅における減災対策を推進・啓発します。

事業名 福祉避難所の拡充 事業番号 3-4-4

事業内容・計画目標（P）
　避難所での避難生活が著しく困難な方を一時的に受け入れ、支援するための福祉避難所について、区
内に存する福祉関連施設等と連携・協力して設置箇所数の拡大を図るとともに、福祉避難所が機能する
よう設置及び運営方法に関する検討を進めます。

担当 福祉政策課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）
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【子育て支援計画】 

（進捗状況） 
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子育て支援計画(進行管理対象事業)の進捗状況について 

 

１ より良い子育てを支える取組 

○ 保育園・幼稚園の充実 

⑴ 私立認可保育所の開設を中心とした待機児童対策 

待機児童解消に向けた取組として多くの私立認可保育所等を開設し、待機児童数は令和

４年度２名、５年度０名、６年度２名、７年度４名となっている。 

一方で、定員に対し空きがある保育所が増加しているため、子ども・子育て支援に関する

実態調査の結果や、社会情勢の変化を見据えながら、保育所の空き定員の活用方法につい

て検討する必要がある。 

（実績報告 P.21 事業番号 2-1-8） 

⑵ 私立認可保育所等の質の向上 

私立認可保育所等の保育の質の向上を図るため、子ども・子育て支援法に基づく指導検

査、区立保育園園長等経験者による巡回指導、連絡会・研修会を実施したほか、要配慮児受

入れのための判定会を開催し、訪問等支援を行った。 

また、連絡会・研修会等の機会を活用し、区立保育園と私立保育園との連携や、私立保育

園同士の連携を進めるとともに、５歳児の小学校就学に向けた区立小学校との交流の取組

を継続していく。 

（実績報告 P.22 事業番号 2-1-9） 

⑶ 区立幼稚園の認定こども園化 

湯島幼稚園は新築工事及び移転作業が完了した。柳町こどもの森は埋蔵文化財調査が、

また、明化幼稚園は既存園舎の解体工事が完了し、それぞれ改築校舎（Ⅱ期）の建設工事に

着手した。後楽幼稚園は新築工事を進め、小日向台町幼稚園は改築工事の設計に着手した。 

令和７年度は、柳町こどもの森は校舎北棟の建設を進める。明化幼稚園は新築校舎西側

の建設（Ⅱ期工事）を完了し供用開始し、仮設校舎解体に着手する。後楽幼稚園は園舎新築

工事及び移転作業を完了する。小日向台町幼稚園は基本設計を完了し、実施設計を進める。 

（実績報告 P.23 事業番号 2-1-12） 

 

○ 多様な保育ニーズへの対応 

⑴ 一時保育（キッズルーム） 

全施設で利用者が増加し、特に令和５年度開所のキッズルーム茗荷谷において利用者数

の伸びが大きく見られたため、利用実績が向上した。キャッシュレス決済については、導入

後年間利用率の平均が 80％を超え、利用者の利便性の向上につながった。引き続き、施設

の安定的かつ安全・安心な運営に努めていく。 
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また、既に一部施設で行っている利用申請締切後の受入れについて対象施設の拡充を行

うなど、利用者の更なる利便性向上を図る。 

（実績報告 P.25 事業番号 2-2-2） 

⑵ 病児・病後児保育 

予約システム、キャッシュレス決済の導入による利便性向上を図るとともに、物価高騰

に対応するため、令和５年度に引き続き、処遇改善事業や光熱費高騰対応等、運営事業者へ

の補助を行った。また、順天堂病後児ルーム「みつばち」の令和７年４月移転に向け、事業

者との調整を行った。 

引き続き、全施設において安全・安心な運営が行われるように、各事業者と意見交換を行

い、利用者の更なる利便性の向上を目指す。 

（実績報告 P.26 事業番号 2-2-3） 

 

○ 放課後の居場所づくり 

⑴ 育成室の整備及び運営 

待機児童の解消を図るため、令和５年度に策定した「育成室待機児童解消加速化プラン」

に基づき、様々な物件を活用し令和６年４月に 10室の育成室を開設した。また、令和７年

４月開設に向けて３室の育成室整備を行った。 

引き続き、必要性の高い地域における施設整備を重点的に進め、待機児童の解消を図る。 

（実績報告 P.28 事業番号 2-3-1） 

⑵ 育成室の障害児保育 

令和６年度は 55室中 48室で実績があり、７室では対象者がゼロであった。 

引き続き、各育成室において、心身に特別な配慮を要する児童に対して、健全な育成と保 

護を図っていく。 

（実績報告 P.29 事業番号 2-3-2） 

⑶ 放課後全児童向け事業 

多くの小学生に安心して活動できる居場所を提供するとともに、７校で事業終了時間を

18時 30分まで拡充した。また、５校で１年生の４月利用を開始し、放課後の居場所の充実

を図った。 

引き続き、学校や事業者等と協議を重ねながら、事業の充実を進めていく。 

（実績報告 P.30 事業番号 2-3-4） 

⑷ 民間事業者誘致による都型学童クラブの整備 

８施設に対し、運営に係る経費の一部に対する補助を実施するとともに、新たに目白台地区に

1か所誘致し、施設整備費の補助を行った。 

引き続き、多様な保育需要に対応するため、民間事業者と調整を図りながら、保育需要の高い

地域を中心に都型学童クラブの誘致を図るとともに、幼児保育課や民間事業者等との連携によ

り物件情報を得て誘致につなげていく。 

（実績報告 P.30 事業番号 2-3-5） 

 



 

17 

○ 子育て情報の提供 

⑴ 情報誌「子育てガイド」の作成 

子育てに関する情報誌として、母子健康手帳交付時や転入した乳幼児期の子育て世帯に

「子育てガイド」を配付した。「概要版」については、区有施設等で無料配布するとともに、

英語版（冊子）、中国語版・韓国語版（データ）を作成し、外国の方に対する支援を行った。 

引き続き、民生委員・児童委員/主任児童委員と協働するとともに、庁内関係部署と掲載

内容について検討を行い、時流に沿った分かりやすい誌面となるよう工夫を図っていく。 

（実績報告 P.31 事業番号 2-4-1） 

 

○ 仕事と生活の調和に向けた取組 

⑴ 男女平等参画推進事業 

男女平等参画意識の向上に向け、男女平等参画社会を支えるためのセミナー（12回、

1,328名）や女性の活躍を推進するためのセミナー（６回、500名）等、仕事、家庭等の

様々な切り口から普及啓発事業を実施した。 

引き続き、「文京区男女平等参画推進計画」に基づき啓発事業を実施するとともに、令

和８年度の計画改定に向けて、区民の意識や実態を総合的に把握する実態調査を行う。 

（実績報告 P.33 事業番号 2-6-1） 
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２ 子どもの生きる力・豊かな心の育成 

○ 教育環境等の整備 

⑴ 学校施設等の計画的な改築・改修等 

学校施設の改築では、誠之小学校は完全しゅん工、明化小学校は解体工事を完了し改築

校舎（Ⅱ期）の建設工事に着手、柳町小学校は改築校舎（Ⅱ期）建設工事の着手及び第二仮

設校舎工事を完了した。小日向台町小学校は基本設計業務を進め、千駄木小学校は改築整

備方針を決定し基本・実施設計の委託者を選定した。 

学校施設の改修では、根津小学校の特別教室改修工事、金富小学校の校庭改修工事、関口

台町小学校、汐見小学校、第三中学校の屋上防水改修工事、汐見小学校、第三中学校の外

壁・サッシ改修工事を実施した。また、老朽化が進んでいる特別教室の改修工事について

16校の設計業務を実施し、礫川小学校の改修工事に着手した。 

引き続き、明化小学校及び柳町小学校の改築工事、小日向台町小学校・小日向台町幼稚

園、千駄木小学校・文林中学校・千駄木幼稚園の改築設計を進める。また、学校施設改修を

計画的に実施し、特別教室改修工事の設計業務と改修工事を進めていく。 

（実績報告 P.34 事業番号 3-2-7） 

 

○ 青少年健全育成 

⑴ 中高生の居場所の確保（b-lab（文京区青少年プラザ）） 

年間を通じて文化・スポーツ・学習支援等の事業を実施し、b-labの利用者数は延べ 33,146

人となった。 

中高生にとって魅力的な居場所となるよう運営を工夫し、中高生世代の自主的な活動を

応援する取組を充実するとともに、活動の場を拡充するため、旧大塚地域活動センター跡

地に区内２か所目となる青少年プラザを建設していく。 

（実績報告 P.38 事業番号 3-4-2） 
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３ 安心して育ち、子育てできる支援体制づくり 

○ 児童相談所設置に向けた取組 

⑴ 児童相談所の設置準備 

「（仮称）文京区児童相談所運営計画」を踏まえ、開設に向けた組織体制を構築した。

職員の確保及び育成については、経験者等の採用に加え、他自治体への研修派遣等で実務

経験を積み、実践的なスキルを身に付けた区職員が合流し、充実させた体制を整備した。 

児童相談所開設後も、職員の専門的な知見の持続的な継承に取り組むとともに、実務研

修を受講し、より専門的かつ実務的なスキルの習得に努め、相談対応力及び虐待対応技術

力の一層の向上に取り組んでいく。 

（実績報告 P.42 事業番号 4-2-1） 

 

○ 組織横断的な相談体制の構築 

⑴ 児童を対象とした相談窓口の運営 

子ども家庭支援センター、教育センターにて相談窓口を運営した。 

子ども家庭支援センターにおいては、区内保育所等への巡回相談を実施し、要保護児童

対策地域協議会における連携体制の確認と支援が必要な子どもとその家庭の早期発見に努

めた。また、区内小・中学校の全児童生徒に配布するため、４月開設の区児童相談所の相談

窓口を追加した児童虐待防止マニュアル冊子を作成した。 

引き続き、関係機関と連携し、児童虐待防止に向けた相談支援を行っていく。 

（実績報告 P.44 事業番号 4-3-1） 

⑵ 子ども家庭支援センター事業 

相談支援事業の充実に努めるとともに、子育て支援講座や親子ひろば、家庭支援ヘルパ

ー派遣事業等を実施し、関係機関と連携しながら、児童虐待の未然防止を行った。 

今後も各事業を通して、家庭の子育て及び子どもの健全な育成を支援するとともに、支

援を必要とする家庭に対し、関係機関と連携しながら支援を行う。また、「こども家庭セ

ンター」機能の整備により、児童福祉部門と母子保健部門との連携による妊娠期からの切

れ目ない相談支援を一体的に行っていく。 

（実績報告 P.45 事業番号 4-3-2） 

 

○ 子どもの貧困対策 

⑴ 子ども宅食プロジェクト事業 

宅食を希望する全ての世帯に、定期便と臨時便を合わせて年７回の配送を行うほか、企

業等からの寄附によりクラシックバレエや伝統芸能の鑑賞など、親子の体験機会を提供し

た。さらに、LINEを活用した相談業務や情報発信を行い、必要な支援につなげた。 

引き続き、希望する全ての世帯に配送を行うとともに、体験機会の提供や LINEでの相談

対応、情報発信などを行い、地域や社会からの孤立を防ぐ取組を進める。 

（実績報告 P.46 事業番号 4-4-7） 
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４ 地域社会全体で子どもを育む体制の構築 

○ 地域との協働や地域活動の支援 

⑴ ファミリー・サポート・センター事業 

令和６年度の利用件数は前年度比５％増加した。一方で、退会者の増加により、依頼会員

数と提供会員数は前年度より減少した。 

引き続き、会員双方が安心して利用できるよう事業を運営するとともに、新規会員の確

保に向け周知を行う。 

（実績報告 P.47 事業番号 5-1-2） 

 

○ 子育て仲間作りの支援 

⑴ 地域団体による地域子育て支援拠点事業 

既存４施設（富坂・本富士・駒込・大塚地区）について、イベントや講習会等を通じて、

学生や高齢者など多様な世代と交流できる機会を設け、地域で安心して子育てができるよ

う支援に取り組んだ。 

引き続き、既存施設の安定的な運営を行うとともに、地域で安心して子育てができるよ

う利用者支援の充実を図っていく。 

（実績報告 P.48 事業番号 5-2-3） 

 

 

５ 子どもを守る安全・安心なまちの環境整備 

○ 青少年のための地域環境の整備 

⑴ 非行防止・更生保護の推進 

７月の強調月間において、東京ドーム周辺広報啓発活動（啓発物資の配布）及び文京矯正

展（刑務作業製品の展示販売等）を実施するとともに、文京区社会を明るくする大会（中学

生の意見発表等）を開催した。 

引き続き、全ての人々がそれぞれの立場で力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を

築いていくための広報啓発活動を展開していく。 

（実績報告 P.51 事業番号 6-2-1） 



 

 

 

【子育て支援計画】 

（実績報告） 

 

 



事業名 区立保育園年末保育 事業番号 2-1-4

事業内容・計画目標（P）
　年末の保育園休園期間中（日曜日を除く12月29日、12月30日）、保護者の就労等により家庭で保育を
受けることができない児童を対象に区立保育園３園（各園30名定員）で年末保育を実施する。

事業名 私立認可保育所の開設を中心とした待機児童対策 事業番号 2-1-8

事業内容・計画目標（P）
　増加する保育ニーズに対応するため、私立認可保育所等の整備を促進し、保育サービスの量的拡大を
図る。

令和４年度

　前年度から引き続き千石保育園１園で実施した。
29日の申込人数は11人だったが、実際の利用人数は
９人であった。30日の申込人数は６人だったが、実
際の利用人数は４人であった。

　引き続き、当該年度の実態に合わせて実施園数
を調整する。

令和５年度

担当 幼児保育課

　前年度から引き続き千石保育園１園で実施した。
29日の申込人数は19人で、実際の利用人数も1９人で
あった。30日の申込人数は9人だったが、実際の利用
人数は５人であった。

　引き続き、当該年度の実態に合わせて実施園数
を調整する。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

幼児保育課

令和６年度
　前年度から引き続き千石保育園１園で実施した。
30日の申込人数は２人で、実際の利用人数も２人で
あった。

　引き続き、当該年度の実態に合わせて実施園数
を調整する。

令和４年度
　令和５年度当初に、１施設の私立認可保育所を開
設し、引き続き待機児童解消に向けた取組を行っ
た。

　定員に対し空きがある保育所が増加しているた
め、子育て支援に関する実態調査の結果や、社会
情勢の変化を見据えながら保育所の空き定員の活
用方法について検討する必要がある。

令和５年度
　これまで多くの私立認可保育所等を開設し、待機
児童数は令和３年度１名、４年度２名、５年度０
名、６年度２名となっている。

　定員に対し空きがある保育所が増加しているた
め、子ども・子育て支援に関する実態調査の結果
や、社会情勢の変化を見据えながら、保育所の空
き定員の活用方法について検討する必要がある。

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度
　これまで多くの私立認可保育所等を開設し、待機
児童数は令和４年度２名、５年度０名、６年度２
名、７年度４名となっている。

　定員に対し空きがある保育所が増加しているた
め、子ども・子育て支援に関する実態調査の結果
や、社会情勢の変化を見据えながら、保育所の空
き定員の活用方法について検討する必要がある。
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令和４年度

　私立認可保育所等の保育の質の向上を図るため、
以下の対応を行った。
・子ども・子育て支援法に基づく指導検査の実施施
設数　96施設
・区立保育園園長等経験者による巡回指導の実施回
数　426回
・給食施設衛生監視指導実施回数106回
・連絡会の実施　４回
・研修会の実施　１回
・要配慮児判定会の実施　29回

　引き続き、指導検査の充実を図るとともに、巡
回指導を含む運営指導、給食施設衛生監視指導及
び連絡会・研修会等を実施する。
  新型コロナウイルス感染症の影響により、区立
保育園と私立保育園の連携ができない期間が続い
ていたが、令和５年度からは、連携園の組直しを
行い、連絡会・研修会等の機会を活用し、交流が
しやすいしくみづくりを行う。

令和５年度

　私立認可保育所等の保育の質の向上を図るため、
以下の対応を行った。
・子ども・子育て支援法に基づく指導検査の実施施
設数　105施設
・区立保育園園長等経験者による巡回指導の実施回
数　790回
・給食施設衛生監視指導実施回数 105回
・連絡会の実施　4回
・研修会の実施　2回
・要配慮児判定会の実施　48回

　引き続き、指導検査を着実に実施するととも
に、巡回指導を含む運営指導、給食施設衛生監視
指導及び連絡会・研修会等を実施する。
　連絡会・研修会等の機会を活用し、区立保育園
と私立保育園との連携や、私立保育園同士の連携
を進めるとともに、5歳児の小学校就学に向けた
区立小学校との交流の取組を継続していく。

幼児保育課

令和６年度

　私立認可保育所等の保育の質の向上を図るため、
以下の対応を行った。
・子ども・子育て支援法に基づく指導検査の実施施
設数　104施設
・区立保育園園長等経験者による巡回指導の実施回
数　732回
・給食施設衛生監視指導実施回数 105回
・連絡会の実施　4回
・研修会の実施　2回
・要配慮児判定会の実施　43回

　令和７年度に児童相談所が設置されることによ
り、認可外保育施設を含む指導検査を着実に実施
するとともに、引き続き、巡回指導を含む運営指
導、給食施設衛生監視指導及び連絡会・研修会等
を実施する。
　連絡会・研修会等の機会を活用し、区立保育園
と私立保育園との連携や、私立保育園同士の連携
を進めるとともに、5歳児の小学校就学に向けた
区立小学校との交流の取組を継続していく。

事業名 私立認可保育所等の質の向上 事業番号 2-1-9

事業内容・計画目標（P）
　私立認可保育所等の保育の質の向上を図るため、保育施設に対する指導検査を実施するとともに、保
育士等専門職が適宜巡回し、保育内容の確認・助言を行う。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）
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担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

幼児保育課

令和６年度
　令和３年度から引き続き、四半期に一度の支払い
としたことで、賃金改善に伴う事業者の負担を軽減
することが可能となった。

　本事業を積極的に活用いただけるよう、引き続
き、保育士の処遇改善及びキャリアアップの支援
として活用できる旨を保育事業者へ案内してい
く。

事業名 保育士等キャリアアップ事業

令和４年度

　明化幼稚園は園舎新築工事を進めている。
　柳町こどもの森は園舎新築工事が完了した。
　湯島幼稚園は実施設計を完了し、新築工事に着手
した。
　後楽幼稚園は新築工事に着手した。

　明化幼稚園は園舎新築工事を完了し、既存園舎
の解体に着手する。
　柳町こどもの森は既存園舎の解体を完了する。
　湯島幼稚園及び後楽幼稚園は園舎新築工事を進
めていく。

令和５年度

　湯島幼稚園は新築工事を進めるとともに、初度調
弁の検討を行った。
　柳町こどもの森は既存園舎の解体工事を完了し、
埋蔵文化財調査に着手した。
　明化幼稚園は園舎新築工事が完了し、既存園舎解
体工事に着手した。
　後楽幼稚園は新築工事を進めた。
　小日向台町幼稚園の認定こども園化を決定した。

　湯島幼稚園は園舎新築工事を完了し、令和７年
度からの認定こども園化に向けた手続きを行う。
　柳町こどもの森は埋蔵文化財調査を完了し、園
庭整備工事に着手する。
　明化幼稚園は既存園舎解体工事を完了する。
　後楽幼稚園は園舎新築工事を進める。
　小日向台町幼稚園は、改築に向けた設計を進め
る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

学務課

令和６年度

　湯島幼稚園は新築工事が完了するとともに、初度
調弁を含めた移転作業が完了した。
　柳町こどもの森は埋蔵文化財調査が完了し、改築
校舎（Ⅱ期）の建設工事に着手した。
　明化幼稚園は既存園舎の解体工事が完了し、改築
校舎（Ⅱ期）の建設工事に着手した。
　後楽幼稚園は新築工事を進めた。
　小日向台町幼稚園は改築工事の設計に着手した。

　柳町こどもの森は校舎北棟（小学校、児童館、
育成室等）の建設を進める。
　明化幼稚園は新築校舎西側の建設（Ⅱ期工事）
を完了し供用を開始するとともに、仮設校舎の解
体に着手する。
　後楽幼稚園は園舎新築工事を完了するととも
に、初度調弁を含めた移転作業を完了する。
　小日向台町幼稚園は基本設計を完了し、実施設
計を進める。

事業名 区立幼稚園の認定こども園化 事業番号 2-1-12

事業内容・計画目標（P） 　質の高い幼児教育・保育を提供するために、区立幼稚園の認定こども園化を目指す。

令和４年度
　令和３年度から引き続き、四半期に一度の支払い
としたことで、賃金改善に伴う事業者の負担を軽減
することが可能となった。

　引き続き、保育士の処遇改善及びキャリアアッ
プの支援となる旨一層周知し、事業を積極的に活
用いただけるよう保育事業者へ案内していく。

令和５年度
　令和３年度から引き続き、四半期に一度の支払い
としたことで、賃金改善に伴う事業者の負担を軽減
することが可能となった。

　本事業を積極的に活用いただけるよう、引き続
き、保育士の処遇改善及びキャリアアップの支援
として活用できる旨を保育事業者へ案内してい
く。

事業番号 2-1-10

事業内容・計画目標（P）
　保育士等が保育の専門性を高めながら、やりがいを持って働くことができるよう、保育士等のキャリ
アアップに向けて取り組む事業者への支援をすることで、保育サービスの質の向上を図る。
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令和６年度
　令和５年度と比較し、利用数は減となっているが、区立幼
稚園園児数との人数比としては概ね横ばいであり、安定した
利用となっている。

　引き続き、安心・安全な園運営及び預かり保育
の制度運営を行っていく。

幼児保育課

令和６年度
　延長保育実施園数は、たんぽぽ保育園第2分園及び
第4分園の閉園に伴い、117園となった。

　現行の施設にて、引き続き延長保育を実施す
る。

令和４年度
　新型コロナウイルス感染症の影響で令和２年度において利
用数が大幅に減少したが、回復傾向にある。

　引き続き、安心・安全な園運営及び預かり保育
の制度運営を行っていく。

令和５年度 　令和４年度と同様の利用数を安定して確保している。
　引き続き、安心・安全な園運営及び預かり保育
の制度運営を行っていく。

令和４年度
　延長保育実施園数は、小石川ここわ保育園の新規
開設に伴い、118園となった。

　私立認可保育園の開設にあわせ、延長保育実施
園の増を図る。

令和５年度
　延長保育実施園数は、ソラスト茗荷谷保育園の新
規開設に伴い、119園となった。

　私立認可保育園の開設にあわせ、延長保育実施
園の増を図る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名 保育園延長保育 事業番号 2-1-18

事業内容・計画目標（P）
　保護者の勤務時間（通勤時間を含む）等の都合により保育の必要がある１歳児クラス以上の児童を対
象に、午後６時15分から午後７時15分まで、延長保育を実施する。

達成率

一園一月
当たりの

平均利用回数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
3年度
実績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

回

目標 実績

341 429 364 85% 437 357 82% 445 348 78%

担当 学務課

事業名 区立幼稚園の預かり保育 事業番号 2-1-14

事業内容（Ｐ）

　祝休日、幼稚園休業日、年末年始（12月29日から１月３日まで）を除き、午前８時から教育課程開始前およ
び教育課程終了後から午後６時まで（長期休業中は、月曜日から金曜日までの午前９時から午後６時まで）預
かり保育を行う。保護者の就労等の要件による月を単位とした「登録利用」と、必要に応じて利用可能な日を
単位とした「一時利用」を実施する。
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人 8,804 14,973 8,915 60% 18,489 11,312 61% 18,489 12,491 68%

達成率達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

令和５年度

　令和５年４月に中央大学茗荷谷キャンパス内に４施設目と
なるキッズルーム茗荷谷を開設した。初年度の利用実績は既
存施設と同様の水準となったため、目標受任想定人数に対す
る達成率は微増となった。
　また、全施設においてキャッシュレス決済の導入が完了し
た。

　引き続き、施設の安定的かつ安全・安心な運営
に努めていく。
　また、既に一部施設で行っている利用申請締切
後の受入れについて対象施設の拡充を行うととも
に、施設ごとに面接し、手続を行っている利用者
登録を全施設を通じて一元化する検討を進めるこ
とで、利用者の更なる利便性向上を図る。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和４年度

　利用実績は前年度同様の水準となった。
　令和５年４月の新規施設開設に向けて、運営事業者との調
整、必要備品の購入等の準備を行った。
　既存の一部施設では、決済方法にキャッシュレス決済を導
入し、利用者の利便性の向上を図った。

　引き続き、新規開設施設の安定的な運営のため
の調整を行うとともに、全施設における安全・安
心な運営に努めていく。
　また、既に一部施設で行っている定員の空き枠
を活用した利用申請締切後の受入れついて、その
他の施設においても検討を進める。

4 4 100%

受任想定人数
(延)

令和６年度

　全施設で利用者が増加し、特に令和５年度開所のキッズ
ルーム茗荷谷において利用者数の伸びが大きく見られたた
め、利用実績は向上した。
　キャッシュレス決済については、導入後年間利用率の平均
が80％を超え、利用者の利便性の向上につながった。

　引き続き、施設の安定的かつ安全・安心な運営
に努めていく。
　また、既に一部施設で行っている利用申請締切
後の受入れについて対象施設の拡充を行うなど、
利用者の更なる利便性向上を図る。

実施施設 か所 3 3 3 100% 4 4 100%

単位
令和

３年度
実績

令和4年度

目標 実績

担当 子育て支援課

令和5年度 令和6年度

事業名 一時保育（キッズルーム） 事業番号 2-2-2

事業内容（Ｐ）
　満１歳から就学前までの幼児の保護者を対象に、育児疲れのリフレッシュや学校、幼稚園等の行事参加など
多様な保育需要に対応するため、一時保育所を運営し、保護者の社会活動への参加等を推進する。

令和４年度

　新型コロナウイルス感染症対策により、リフレッ
シュ一時保育事業は４月から６月まで利用を中止し
た。区立保育園緊急一時保育・リフレッシュ一時保
育事業合わせ４年度実績は2,486人で、３年度の
1,797人より増加している。

　コロナ禍により、本事業の利用が控えられたこ
とから、改めて本事業の周知に努めていく。

令和５年度
　区立保育園緊急一時保育・リフレッシュ一時保育
事業合わせ５年度実績は3,552人で、４年度の2,486
人より増加している。

　在宅子育て家庭が一時的に保育が必要になった
時の支援として、引き続き本事業の周知に努めて
いく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

幼児保育課

令和６年度
　区立保育園緊急一時保育・リフレッシュ一時保育
事業合わせて、６年度実績は3,880人で、５年度の
3,552人より増加している。

　在宅子育て家庭が一時的に保育が必要になった
時の支援として、引き続き本事業の周知に努めて
いく。

事業名 緊急一時保育・リフレッシュ一時保育 事業番号 2-2-1

事業内容・計画目標（P）
　区立保育園において、一時的に保育が必要な乳幼児を対象に、緊急一時保育事業を実施する。また、
緊急一時保育事業の利用に空きがある場合、要件を問わず利用できるリフレッシュ一時保育事業を実施
する。
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担当 子育て支援課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和

３年度
実績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

目標 実績 達成率目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

令和５年度
　利用者数は、令和４年度を大幅に上回った。
　物価高騰に対応するため、令和４年度に引き続き、処遇改
善事業や光熱費高騰対応等、運営事業者への補助を行った。

　順天堂病後児ルーム「みつばち」については、
令和７年４月の移転に向け、引き続き事業者との
調整を進めていく。
　また、利用者の利便性向上のため、予約システ
ム、キャッシュレス決済の導入を図る。

令和６年度

　利用者数は、受任想定人数を上回った。
  予約システム、キャッシュレス決済を導入したことによ
り、利用者の利便性の向上を図るとともに、令和５年度に引
き続き、処遇改善事業や光熱費高騰対応等、運営事業者への
補助を行った。
　また、順天堂病後児ルーム「みつばち」について、令和７
年４月の移転に向けて事業者と調整を行った。

　移転後の順天堂病児・病後児ルーム「みつば
ち」をはじめ、全施設において安全・安心な運営
が行われるように、各事業者と意見交換を行い、
利用者の更なる利便性の向上を目指す。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和４年度
　利用者数は、コロナ禍前を超え過去最高となった。
　長引くコロナ禍において、処遇改善事業や光熱費高騰対応
等、運営事業者への補助の拡充を図った。

　順天堂病後児ルーム「みつばち」については、
令和７年４月の移転に向け、引き続き事業者との
調整を進めていく。
　また、子育て支援に関する実態調査の結果等を
踏まえ、事業の確保方策について検討する必要が
ある。

4 100% 4 4 100%

受任想定人数
(延)

人 1,939 3,923 2,790 71% 3,923 3,427 87% 3,923 3,935 100%

実施施設 か所 4 4 4 100% 4

　病中又は病気の回復期にあるお子さんを、家族の介護や勤務の都合等やむを得ない事由により、集団保育や
家庭での保育をすることができないとき、区が委託する医療機関等で保育を行う。

事業名 病児・病後児保育 事業番号 2-2-3

事業内容（Ｐ）
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令和６年度

　令和６年度より子育て支援課から子ども家庭支援
センターに業務移管となったが、引き続き、運営事
業者等関係機関と円滑なコミュニケーションを図
り、緊急時の受入れ等をスムーズに行うことができ
た。
　利用日数の実績では、ショートステイについて前
年度を上回り、トワイライトステイについては前年
度とほぼ同数となった。
　同一児童の利用も多いが、新規児童の受け入れも
あることから、保護者からの聞き取りを丁寧に行
い、運営業者等関係機関と連携することで、児童が
安心して利用できる体制の整備を図った。
◆延べ利用日数
ショートステイ626日
トワイライトステイ90日

　引き続き、運営事業者等関係機関との連携によ
り、利用者の緊急時の受入れ等をスムーズに行っ
ていく。
　また、現状の利用実績及び利用状況を踏まえ、
計画的な事業拡充について検討する。

令和４年度

　運営事業者及び子ども家庭支援センター等の関係
機関と円滑なコミュニケーションを図ることで、緊
急時の受入れ等をスムーズに行うことができた。
　利用実績は、令和３年度と比較し増加した。トワ
イライトステイについては、令和３年度を大きく上
回る利用日数となった。
　同一児の利用が多い子どもショートステイについ
ては、保護者からの聞き取りや関係機関との連携に
より、児童が安心して利用できる体制の整備を図っ
た。
◆延べ利用日数　ショートステイ466日、トワイライ
トステイ122日

　今後も、運営事業者及び子ども家庭支援セン
ター等の関係機関との連携により、利用者の緊急
時の受入れ等をスムーズに行っていく。
　また、子育て支援に関する実態調査の結果等を
踏まえ、事業の確保方策について検討する必要が
ある。

令和５年度

　運営事業者及び子ども家庭支援センター等の関係
機関と円滑なコミュニケーションを図ることで、緊
急時の受入れ等をスムーズに行うことができた。
　利用実績は、令和４年度と比較し増加した。
ショートステイについては令和４年度を上回る利用
日数となった一方で、トワイライトステイについて
は令和4年度を下回る利用日数となった。
　同一児の利用が多い子どもショートステイについ
ては、保護者からの聞き取りや関係機関との連携に
より、児童が安心して利用できる体制の整備を図っ
た。
◆延べ利用日数　ショートステイ499日、トワイライ
トステイ95日

　運営事業者及び関係機関との連携により、利用
者の緊急時の受入れ等をスムーズに行っていくと
ともに、令和５年度に実施した子ども・子育て支
援に関する実態調査の結果等を踏まえ、事業の確
保方策について検討していく。

事業内容・計画目標（P）
　保護者が病気や出産等により、緊急かつ一時的に子ども（生後60日目から小学生まで）を自宅で保育
することが困難になった場合に、宿泊を伴う一時預かりを行うことで、子育て支援を推進するとともに
児童及び家庭の福祉の向上を図る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 事業番号 2-2-5

子育て支援課・子ども家庭支援センター（令和６年度）
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担当 児童青少年課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
3年度
実績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

室 41 45 43 96% 47 45 96% 47 55 117%

事業名 育成室の整備及び運営 事業番号 2-3-1

事業内容（Ｐ）
　保護者の就労等により、放課後、家庭での保育に欠ける児童（原則として小学校１年生から３年生まで）に
対し、指導員が遊びと生活指導を通じて子どもの成長を支援する。また、待機児童の解消を図るため、暫定受
入れ等の対策を講じるとともに必要な地域を精査のうえ、新たな育成室の整備拡充を図る。

令和４年度

　待機児童の解消を図るため、令和４年１月に根津第二育成
室（根津臨時育成室は令和３年12月に廃止）、４月に根津第
三育成室を開設するとともに、保育需要が多い地域の育成室
不足を解消するための臨時的措置として、茗台臨時育成室を
令和４年６月に開設した。
　また、令和５年４月開設に向けて中央大学茗荷谷キャンパ
ス内の育成室整備を行うとともに、事業者による物件提案型
の育成室整備を行った。

　民間賃貸物件を活用した手法等により、引き続
き、保育需要の高い地域を中心に育成室の整備拡
充を図る。

令和５年度

　待機児童の解消を図るため、令和５年４月に中央大学茗荷
谷キャンパス内に茗荷谷育成室を開設するとともに、事業者
による物件提案型の育成室として、小石川育成室及び林町育
成室を開設した。
　また、令和５年４月に育成室の待機児童が急増したことを
受け、様々な物件を活用した育成室の整備や保育の質の向上
等を図る「育成室待機児童解消加速化プラン」を５年８月に
策定し、６年４月開設に向けて10室の育成室整備を行った。

「育成室待機児童解消加速化プラン」に基づき、
引き続き、必要性の高い地域における施設整備を
進め、待機児童の解消を図る。

達成率

育成室数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

令和６年度

　待機児童の解消を図るため、令和５年度に策定した「育成
室待機児童解消加速化プラン」に基づき、様々な物件を活用
し令和６年４月に10室の育成室を開設した。
　また、令和７年４月開設に向けて３室の育成室整備を行っ
た。

「育成室待機児童解消加速化プラン」に基づき、
引き続き、必要性の高い地域における施設整備を
重点的に進め、待機児童の解消を図る。

目標 実績
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担当 児童青少年課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
3年度
実績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

室 37 45 39 87% 47 39 83% 47 48 102%

令和４年度

　本郷児童館において、トイレ洋式化工事及び空調
改修工事を実施した。
◆令和４年度末児童館登録者数　全16館
　27,720人

　施設の状況に応じて必要な整備を行っていく。
　また、児童館のあり方については引き続き、児
童館と放課後全児童向け事業の利用実績を確認し
ながら、多角的な視点から検討する。

令和５年度

　本駒込児童館において床改修工事を実施するとと
もに、大塚児童館において、空調改修工事を実施し
た。
◆令和５年度末児童館登録者数　全16館
　27,958人

　施設の状況に応じて必要な整備を行っていく。
　また、児童館のあり方については引き続き、児
童館及び放課後全児童向け事業の利用実績を確認
しながら検討する。

事業内容・計画目標（P）
　児童の健全育成を図るとともに、児童館の耐震化補強を進め、あわせて内装改修及び設備整備を行
い、環境を整備する。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　本郷児童館において、内装改修工事を実施すると
ともに、白山東児童館の改修工事に向けた実施設計
を実施した。
◆令和６年度末児童館登録者数　全16館
　26,027人

　施設の状況に応じて必要な整備を行っていく。
　また、児童館の運営については引き続き、児童
館及び放課後全児童向け事業の利用実績を確認し
ながら、事業の充実を図っていく。

令和５年度

　全ての育成室において障害児保育可能な体制を整えてお
り、令和５年度は45室中39室で実績があり、６室においては
対象者が０人であった。
◆令和５年４月１日時点の合計人数　141人

　引き続き、各育成室において、心身に特別な配
慮を要する児童に対して、健全な育成と保護を
図っていく。

事業名 児童館の整備及び運営 事業番号 2-3-3

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和４年度

　全ての育成室において障害児保育可能な体制を整えてお
り、令和４年度は43室中39室で実績があり、４室においては
対象者が０人であった。
◆令和４年４月１日時点の合計人数　121人

　引き続き、各育成室において、心身に特別な配
慮を要する児童に対して、健全な育成と保護を
図っていく。

47 48 102%

個別指導計画
を作成する
育成室数

令和６年度

　全ての育成室において障害児保育可能な体制を整えてお
り、令和６年度は55室中48室で実績があり、７室においては
対象者が０人であった。
◆令和６年４月１日時点の合計人数　166人

　引き続き、各育成室において、心身に特別な配
慮を要する児童に対して、健全な育成と保護を
図っていく。

達成率

要配慮児保育
を行う

育成室数
室 38 45 39 87% 47 39 83%

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績目標 実績

事業名 育成室の障害児保育 事業番号 2-3-2

計画内容（Ｐ）
　保護者が仕事や病気等のため、放課後等の保育の必要な小学校１年から３年生のうち心身に特別な配慮を要
する児童（要配慮児）に対して、健全な育成と保護を図り、必要に応じて学年延長を行う。
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令和４年度

　ベネッセ学童クラブ音羽・春日・千石・本郷・本
駒込、テンダーラビング学童クラブ関口及びAfter
School ミライン文京GARDENに対し、施設の運営に係
る経費の一部に対する補助を実施した。

　多様な保育需要に対応するため、民間事業者と
調整を図りながら、保育需要の高い地域を中心に
都型学童クラブの誘致を図る。
　また、幼児保育課や民間事業者等との連携によ
り物件情報を得て誘致に活用する。

令和５年度

　ベネッセ学童クラブ音羽・春日・千石・本郷・本
駒込、テンダーラビング学童クラブ関口及びAfter
School ミライン文京GARDENに対し、施設の運営に係
る経費の一部に対する補助を実施した。
　また、新たに区内への誘致を1か所（千駄木地区）
行い、施設整備に係る経費の一部に対する補助を実
施した。

　多様な保育需要に対応するため、民間事業者と
調整を図りながら、保育需要の高い地域を中心に
都型学童クラブの誘致を図る。
　また、幼児保育課や民間事業者等との連携によ
り物件情報を得て誘致に活用する。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　ベネッセ学童クラブ音羽・春日・千石・本郷・本
駒込、テンダーラビング学童クラブ関口、After
School ミライン文京GARDEN、スターチャイルド学童
クラブ千駄木校に対し、施設の運営に係る経費の一
部に対する補助を実施した。
　また、新たに区内への誘致を1か所（目白台地区）
行い、施設整備に係る経費の一部に対する補助を実
施した。

　多様な保育需要に対応するため、民間事業者と
調整を図りながら、保育需要の高い地域を中心に
都型学童クラブの誘致を図る。
　また、幼児保育課や民間事業者等との連携によ
り物件情報を得て誘致に活用する。

事業名 民間事業者誘致による都型学童クラブの整備 事業番号 2-3-5

事業内容・計画目標（P）
　既存の育成室運営では対応できない時間延長や一時受入れ等の保育需要に対応するため、放課後児童
健全育成事業を実施する民間事業者に経費の一部を補助する。

令和４年度

　全区立小学校で事業を実施し、多くの小学生に安
心して活動できる居場所を提供できている。また、
事業終了時間を延長する学校を増やし、児童の放課
後の居場所充実を図った。
◆終了時間延長校　16校→19校
◆実施日数延べ　4,424日
◆参加人数　174,253人

　引き続き、事業終了時間延長の学校を増やし、
より多くの児童に、充実した放課後の居場所を提
供する。

令和５年度

　全区立小学校で事業を実施し、多くの小学生に安
心して活動できる居場所を提供できている。また、
事業終了時間を18時までとし、放課後の居場所の充
実を図った。
◆終了時間延長校　19校
◆実施日数延べ　4,462日
◆参加人数　208,815人

　区立小学校の児童数の増加に伴い、本事業への
参加児童も年々増加しており、活動場所の確保が
課題となっている。学校や事業者等と調整を行い
ながら充実した放課後の居場所を提供する。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　育成室待機児童解消加速化プランのもと、事業終
了時間を18時30分まで拡充した。また、１年生の４
月利用を開始し、放課後の居場所の充実を図った。
◆事業実施校　20校
◆終了時間の拡充校　７校
◆1年生の4月利用校　５校
◆実施日数延べ　4,467日
◆参加人数　199,304人

　多くの児童が安心して過ごせるよう、実施日数
や時間の拡充等、学校や事業者等と協議を重ねな
がら、事業の充実を進めていく。

事業名 放課後全児童向け事業 事業番号 2-3-4

事業内容・計画目標（P）
区立小学校の放課後や学校休業日等に校庭等の小学校の施設の一部を開放し、大人の見守りのもと、小
学生が安心して遊びや学びなどの活動ができる、放課後の居場所を提供する。
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令和４年度

　子育てに関する情報誌として、地域から孤立しや
すい乳幼児期の子育て中の保護者の支援を行った。
　また、冊子の主要な情報を抜粋した「概要版」に
ついては、区有施設等で無料で配布することで、配
付済みの世帯に対しても最新情報を提供した。
　誌面は、レイアウトをさらに改良するとともに、
スマートフォンで閲覧する方が増えていることを想
定し、電話番号をクリックすると直接発信できる
データ版を作成し、区ホームページに掲載した。
◆作成部数　5,000部

　引き続き、民生委員・児童委員/主任児童委員
と協働するとともに、庁内関係部署と掲載内容に
ついて検討を行い、時流に沿った、かつ分かりや
すい誌面となるよう工夫を図っていく。
　また、外国語版の作成についても検討してい
く。

令和５年度

　子育てに関する情報誌として、乳幼児期の子育て
情報に加え、妊娠初期から後期に向けての「妊娠期
応援シート」を作成し、保護者に対し妊娠から出
産、子育て期にわたる切れ目のない支援を行った。
　また、冊子の主要な情報を抜粋した「概要版」に
ついては、区有施設等で無料で配布することで、配
付済みの世帯に対しても最新情報を提供した。
◆作成部数　5,000部

　引き続き、民生委員・児童委員/主任児童委員
と協働するとともに、庁内関係部署と掲載内容に
ついて検討を行い、時流に沿った、かつ分かりや
すい誌面となるよう工夫を図っていく。
　また、外国語版においては、令和６年度版から
概要版の英語版（冊子）、中国語版・韓国語版
（データ）を導入するため、周知方法も含めて準
備を進めていく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　子育てに関する情報誌として、主に妊娠中の方か
ら小学校入学前までの子どもがいる保護者の支援を
行った。
　また、冊子の主要な情報を抜粋した「概要版」に
ついては、区有施設等で無料で配布することで、配
付済みの世帯に対しても最新情報を提供するととも
に、英語版（冊子）、中国語版・韓国語版（デー
タ）を作成し、外国の方に対する支援を行った。
◆作成部数　5,000部

　引き続き、民生委員・児童委員/主任児童委員
と協働するとともに、庁内関係部署と掲載内容に
ついて検討を行い、時流に沿った、かつ分かりや
すい誌面となるよう工夫を図っていく。

事業名 情報誌「子育てガイド」の作成 事業番号 2-4-1

事業内容・計画目標（P）

　子育て支援事業や困ったときの相談窓口など、子育てに関する情報誌として子育てガイドを作成す
る。妊娠中から子育てに関する情報を周知し、地域から孤立しやすい乳幼児期の子育て中の保護者を支
援するため、母子健康手帳交付時に配付する。
　また、文京区に転入した子育て世帯についても窓口にて配付を行う。
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令和４年度

　令和４年４月から文京区ＬＩＮＥ公式アカウント
を活用したLINE版の配信を導入したことに伴い、よ
り身近な方法で、より多くの子育て世帯の方に情報
提供を行うことができた。
　前年度に引き続き、各子育て支援事業の登録申請
時や保健サービスセンターによる健診時等に事業の
案内を行うとともに、Bーぐるへのポスター掲出を実
施した。
◆4年度末の登録者数
メール版 4,496人（産前メール：92人、産後メー
ル：4,404人）
LINE版 886人（産前・産後）

　登録者数を拡大するため、案内チラシを活用し
ながら、メール版とLINE版の周知を積極的に行
う。
　また、区から発信する情報については、子育て
に係る幅広い情報を提供するよう、配信内容に留
意する。

令和５年度

　前年度に引き続き、各子育て支援事業の登録申請
時や保健サービスセンターによる健診時等に事業の
案内を行うとともに、Bーぐるへのポスター掲出を実
施した。
　また、区報で事業の魅力をアピールする取組を実
施した。
　文京区ＬＩＮＥ公式アカウントを活用したLINE版
の配信の登録者数は、前年度から大幅に増加した。
◆5年度末の登録者数
メール版 4,239人（産前メール：107人、産後メー
ル：4,132人）
LINE版 1,561人（産前・産後）

　令和６年７月から、メール版において「やさし
い日本語版」を導入するため、区から発信する情
報について外国の方でも理解ができるよう、配信
内容に留意するとともに、より多くの子育て世帯
に幅広く情報提供を行えるよう、事業の周知方法
を検討していく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　前年度に引き続き、各子育て支援事業の登録申請
時や保健サービスセンターによる健診時等に事業の
案内を行うとともに、Bーぐるへのポスター掲出を実
施した。
　また、令和６年７月からメール版において「やさ
しい日本語版」を導入し、外国の方にも情報を提供
する体制を整備した。
◆６年度末の登録者数
メール版 3,732人（産前メール：114人、産後メー
ル：3,618人）
LINE版 2,020人（産前・産後）
やさしい日本語版 産前メール：1人、産後メール：
６人

　「やさしい日本語版」の登録者数の増加を図る
ため、チラシを作成し、関係機関と協力しながら
周知を進める。
　また、区から発信する情報については、子育て
に係る幅広い情報を提供するよう、配信内容の充
実を図る。

事業名 子育て応援メールマガジンの配信 事業番号 2-4-2

事業内容・計画目標（P）
　妊婦や乳幼児の保護者が、安心して出産や子育てができるように、おなかの赤ちゃんの様子や産後の
子どもの成長、健康・食事などのアドバイス、子育てサービス等のタイムリーな情報をメールマガジン
として配信する。
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令和４年度

　新型コロナウイルス感染症による男女平等セン
ターの利用制限が緩和され、３年ぶりに集客を伴う
事業の実施が可能となったことから、男女平等参画
社会を支えるためのセミナー（11回、1,126名）や女
性の活躍を推進するためのセミナー（５回、313名）
等に性別や年齢を問わず多くの参加があった。
　こうした様々なセミナー等を通じて、ジェンダー
平等の実現や固定的な性別役割意識の解消等に向け
た普及啓発を行うことができた。

　今後も「文京区男女平等参画推進計画」に基づ
き、ジェンダー平等や女性の活躍を推進するた
め、引き続き関係機関と連携・協働し、様々な啓
発事業に取り組んでいく。

令和５年度

　令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類
に移行されたことに伴い、ほとんどの事業を対面形
式で実施することが可能となり、男女平等参画社会
を支えるためのセミナー（11回、1,184名）や女性の
活躍を推進するためのセミナー（５回、249名）等、
仕事、家庭等の様々な切り口から男女平等について
普及啓発を行うことができた。

　
　根強く残る固定的な性別役割意識の解消や男女
平等に対する意識の醸成のため、「文京区男女平
等参画推進計画」に基づき、関係機関と連携・協
働し、継続的に様々な啓発事業に取り組んでい
く。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

総務課

令和６年度

　男女平等参画社会を支えるためのセミナー（12
回、1,328名）や女性の活躍を推進するためのセミ
ナー（６回、500名）等を実施した。講演や映画上
映、料理教室など多彩な事業を開催し、多くの参加
者を対象に普及啓発を行うことができた。

　引き続き、「文京区男女平等参画推進計画」に
基づき関係機関と連携・協働して様々な啓発事業
を実施するとともに、令和８年度に予定されてい
る計画改定に向けて、区民の意識や実態を総合的
に把握するための実態調査を行う。

事業名 男女平等参画推進事業 事業番号 2-6-1

事業内容・計画目標（P）
　固定的な性別役割分担意識にとらわれない、各人の個性と能力を十分に発揮し、互いの違いや多様な
生き方を尊重する男女平等参画社会を目指した推進セミナー等を行う。
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令和４年度

①学校施設の改築
　誠之小学校は、改築校舎（Ⅱ期）の建設工事を進
めた。明化小学校は、改築校舎（Ⅰ期）について、
躯体工事を完了し、内装工事、外装工事及び外構工
事に着手した。柳町小学校は、改築校舎（Ⅰ期）が
竣工し、解体工事（Ⅱ期）に着手した。小日向台町
小学校は、小日向台町小学校等改築基本構想検討委
員会を第２回から第７回まで開催し、報告書を取り
まとめ、教育長に提出した。千駄木小学校は、千駄
木小学校等改築基本構造検討委員会を第２回から第
５回まで開催し、千駄木小学校（育成室を含
む。）、文林中学校、千駄木幼稚園の一体的改築に
ついて検討した。
②学校施設の改修
・内装等の改修工事を２校（湯島小・三中）、特別
教室改修工事及び実施設計を1校（根津小）実施し
た。
・老朽化が進んでいる特別教室の改修工事を計画的
かつ効率的に実施するため、事業計画の検討及び設
計。施工事業者選定の支援を行うコンストラクショ
ン・マネジメント業務について、プロポーザル方式
による業者選定を実施し、事業者を決定した。
・屋上防水改修工事を３校（礫川小・汐見小・三
中）、実施設計を１校（関口台町小）実施した。
・外壁・サッシ改修工事を３校（礫川小・汐見小・
三中）、実施設計を１校（関口台町小）実施した。
・給食室のドライシステム化について、工事を１校
（八中）、実施設計を１校（大塚小）実施した。

①改築３校（誠之小・明化小・柳町小）における
学校施設の改築工事を計画的に進めていくととも
に、小日向台町小学校の改築に向けて、設計業者
の選定を行う。あわせて、千駄木小学校等改築基
本構想検討委員会を開催し、改築に向けた検討を
進めていく。

②内装等の改修、屋上防水改修、外壁・サッシ改
修及び給食室の整備について計画的に実施してい
くとともに、特別教室改修に向けた事業計画等に
ついて検討していく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

学務課

事業名 学校施設等の計画的な改築・改修等 事業番号 3-2-7

事業内容・計画目標（P） 　学校施設の改築や改修を行い、教育環境の向上を図る。
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令和５年度

①学校施設の改築
　誠之小学校は、改築校舎（Ⅱ期）の建設工事を完
了し、校庭改修工事に着手した。明化小学校は、改
築校舎（Ⅰ期）の建設工事が完了し、既存校舎西側
及び既存園舎の解体工事に着手した。柳町小学校
は、解体工事（Ⅱ期）が完了し、埋蔵文化財調査に
着手した。
・小日向台町小学校は、小日向台町小学校等改築整
備方針を決定し、基本・実施設計の委託者を選定し
た。千駄木小学校は、千駄木小学校等改築基本構造
検討委員会を第６回から第11回まで開催し、報告書
を取りまとめ、教育長に提出した。
②学校施設の改修
・特別教室改修工事及び実施設計を１校（根津小）
実施した。
・老朽化が進んでいる特別教室の改修工事を計画的
かつ効率的に実施するため、事業計画の検討を行っ
た。決定した事業計画に基づき、改修工事の設計業
者を選定するため、プロポーザル方式による業者選
定を実施した。
・校庭改修工事の実施設計を１校（金富小）実施し
た。
・屋上防水改修工事を３校（礫川小・関口台町小・
三中）、実施設計を１校（関口台町小）実施した。
・外壁・サッシ改修工事を４校（礫川小・関口台町
小・汐見小・三中）、実施設計を１校（関口台町
小）実施した。
・給食室のドライシステム化について、工事を１校
（大塚小）、老朽化が進んでいる給食室の実施設計
を１校（林町小）実施した。

①改築３校（誠之小・明化小・柳町小）における
学校施設の改築工事を計画的に進めていくととも
に、小日向台町小学校等の改築に向けて、設計業
務を進める。あわせて、千駄木小学校等の改築に
向けて、設計業者の選定業務を進める。

②内装等の改修、屋上防水改修及び外壁・サッシ
改修について計画的に実施していくとともに、特
別教室改修に向けた設計業務を進める。

令和６年度

①学校施設の改築
・誠之小学校は、校庭改修工事が完了し、完全しゅ
ん工となった。明化小学校は、既存校舎西側及び既
存園舎の解体工事を完了し、改築校舎（Ⅱ期）の建
設工事に着手した。柳町小学校は、改築校舎（Ⅱ
期）の建設工事に着手するとともに、第二仮設校舎
の工事を完了した。
・小日向台町小学校は、基本設計業務を進めた。千
駄木小学校は、千駄木小学校等改築整備方針を決定
し、基本・実施設計の委託者を選定した。
②学校施設の改修
・特別教室改修工事を１校（根津小）実施した。
・老朽化が進んでいる特別教室の改修工事を計画的
かつ効率的に実施するため、16校の設計業務を実施
し、１校（礫川小）の改修工事に着手した。
・校庭改修工事を１校（金富小）、屋上防水改修工
事を３校（関口台町小、汐見小、三中）、外壁・
サッシ改修工事を２校（汐見小、三中）実施した。
なお、令和６年１月頃より全国的に電源ケーブルが
供給不足となった影響で、実施予定であった関口台
町小学校外壁・サッシ改修工事は令和７年度以降に
延期となった。
・給食室の改修については、令和６年１月頃より全
国的に電源ケーブルが供給不足となった影響で、実
施予定であった林町小学校給食室改修工事が令和８
年度以降に延期となった。

①改築２校（明化小・柳町小）における学校施設
の改築工事を計画的に進めていくとともに、小日
向台町小学校・小日向台町幼稚園及び千駄木小学
校・文林中学校・千駄木幼稚園の改築に向けて、
設計業務を進める。

②内装等の改修、屋上防水改修及び外壁・サッシ
改修等について計画的に実施していくとともに、
特別教室改修に向けた設計業務及び改修工事を進
める。
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令和４年度

　家族のふれあいやきずなを深めるため、啓発用
「植物の種」を区立小学校全児童に配付した。
　また、青少年健全育成会が実施する、家族のふれ
あい促進事業に対し補助を行うとともに、九地区合
同行事「文の京こどもまつり」を実施し、家族のふ
れあいの促進を図った。
◆文の京こどもまつり参加者数　約4,000人

　今後も家族のふれあいやきずなを深める機会を
充実させるため、引き続き、意識啓発を推進す
る。

令和５年度

　家族のふれあいやきずなを深めるため、啓発用
「植物の種」を区立小学校全児童に配付した。
　また、青少年健全育成会が実施する、家族のふれ
あい促進事業に対し補助を行うとともに、九地区合
同行事「文の京こどもまつり」を実施し、家族のふ
れあいの促進を図った。
◆文の京こどもまつり参加者数　約4,200人

　今後も家族のふれあいやきずなを深める機会を
充実させるため、引き続き、意識啓発を推進す
る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　家族のふれあいやきずなを深めるため、啓発用
「植物の種」を区立小学校全児童に配付した。
　また、青少年健全育成会が実施する、家族のふれ
あい促進事業に対し補助を行うとともに、九地区合
同行事「文の京こどもまつり」を実施し、家族のふ
れあいの促進を図った。
◆文の京こどもまつり参加者数　約5,320人

　今後も家族のふれあいやきずなを深める機会を
充実させるため、引き続き、意識啓発を推進す
る。

事業名 家庭のふれあいの推進 事業番号 3-3-2

事業内容・計画目標（P）
　最も基本的な人間形成の場である家庭の意義を見直し、家族のふれあいやきずなを深めるため、毎月
第２日曜日を文京区「家庭の日」と定め、様々な啓発を行う。
また、青少年健全育成会が実施する「家庭の日」啓発事業に対する補助を行う。
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令和４年度

　ブックスタート事業は定着し、対象者の95.2％に
実施することができた。
　また、１歳６か月児に対するフォローアップ事業
「としょかんとなかよし」については、これまで月
１回だった開催回数を、より参加しやすくするため
毎月２回とし、図書室を除く８館で実施した。な
お、月２回の催しに参加できない方へは個別に図書
館へお越しいただき、絵本と図書館バッグを配付し
ており、配付数は増加している。
◆ブックスタート実施人数　　1,782人
◆としょかんとなかよし　絵本とバッグ配付数
1,197袋

　ブックスタート事業においては、感染症対策の
ために休止していた健診時の読み聞かせについ
て、保健サービスセンターとの調整の上、再開で
きる見込みである。また、健診未受診者へのブッ
クスタートは、図書館来館による実施となるが、
このことについて、周知を図ることが課題となっ
ているため、新たに健診通知への案内チラシの同
封を始める。
　なお、引き続きメールマガジンでの発信や館内
ポスター、ホームページ等によりPRを行うことに
より、フォローアップ事業への参加者数の更なる
増加を図る。

令和５年度

　ブックスタート事業は定着し、対象者の94.4％に
実施することができた。感染症対策のために休止し
ていた健診時の読み聞かせについて、保健サービス
センターとの調整の上、再開することができた。
　また、１歳6か月児に対するフォローアップ事業
「としょかんとなかよし」については、昨年度から
引き続き、図書室を除く８館で毎月２回開催した。
なお、月２回の催しに参加できない方へは個別に図
書館へお越しいただき、絵本を配付した。
◆ブックスタート実施人数　　1,804人
◆としょかんとなかよし　絵本配付数　1,032袋

　引き続き、保健サービスセンターと連携し、
ブックスタート事業において読み聞かせを行う。
　また、フォローアップ事業「としょかんとなか
よし」の行事への参加率の低下が課題となってい
るため、健診時に同封する配付物の見直しを行
い、引き続きメールマガジンでの発信や館内ポス
ター、ホームページ等でPRを行うことにより、
フォローアップ事業への参加者数の更なる増加を
図る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

真砂中央図書館

令和６年度

　ブックスタート事業は、対象者の94.0％に実施し
た。若干減少傾向にあるが、4か月児健診受診者には
もれなく実施している。
　また、１歳6か月児に対するフォローアップ事業
「としょかんとなかよし」については、図書室を除
く８館で毎月２回開催した。なお、催しに参加でき
ない方へは個別に図書館へお越しいただき、絵本を
配付した。
◆ブックスタート実施人数　　1,721人
◆としょかんとなかよし　絵本配付数1,027冊

　引き続き、保健サービスセンターと連携し、
ブックスタートパックの配付とともに読み聞かせ
を行い、家庭での読書の実践につなげる。
　また、フォローアップ事業「としょかんとなか
よし」を継続するとともに、乳幼児と保護者を対
象とした事業の充実に努め、図書館利用を促進す
る。

事業名 ブックスタート事業 事業番号 3-3-3

事業内容・計画目標（P）
　保健サービスセンター及び保健サービスセンター本郷支所で行われている生後４か月児健康診査の際
に、ブックスタート事業を実施する。
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令和４年度

　九地区合同行事「文の京こどもまつり」の実施や
広報誌の発行支援、会長会・地区連絡会を開催を通
じて、情報交換等を行い活動の充実を図った。ま
た、コロナ禍ではあったが、各育成会で感染症対策
を講じて事業を実施するなど、育成会へコロナ禍前
とほぼ同程度の事業補助を行った。

　引き続き、地域における青少年健全育成を担う
中心的な団体である青少年健全育成会への支援を
行い、活動の充実を図る。

令和５年度

　九地区合同行事「文の京こどもまつり」の実施や
広報誌の発行支援、会長会・地区連絡会を開催を通
じて、情報交換等を行い活動の充実を図った。ま
た、各育成会の事業補助を行った。

　引き続き、地域における青少年健全育成を担う
中心的な団体である青少年健全育成会への支援を
行い、活動の充実を図る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　九地区合同行事「文の京こどもまつり」の実施や
広報誌の発行支援、会長会・九地区連絡会の開催を
通じて、情報交換等を行い活動の充実を図った。ま
た、各育成会の事業補助を行った。

　引き続き、地域における青少年健全育成を担う
中心的な団体である青少年健全育成会への支援を
行い、活動の充実を図る。

事業名 青少年健全育成会への支援・連携 事業番号 3-4-4

事業内容・計画目標（P）
　地域の特性や社会情勢、地域住民のニーズに即した青少年健全育成施策を推進するため、青少年健全
育成会への活動支援を行う。

令和４年度

基本的な感染症対策を行いながら、年間を通じて文
化・スポーツ・学習支援等の事業を実施した。
◆新規登録者数　1,637人
◆利用者数　　　24,454人

　通常運営となり、多くの中高生による利用が見
込まれることから、利用者にとって魅力的な居場
所となるよう運営を工夫し、さらには、自主性・
社会性を育む居場所としての充実を図る。

令和５年度

基本的な感染症対策を行いながら、年間を通じて文
化・スポーツ・学習支援等の事業を実施した。
◆新規登録者数　2,156人
◆利用者数　　　30,552人

　中高生にとって魅力的な居場所となるよう運営
を工夫し、中高生世代の自主的な活動を応援する
取組の充実や活動の場を拡充するため、旧大塚地
域活動センター跡地に区内２か所目となる青少年
プラザを建設していく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

年間を通じて文化・スポーツ・学習支援等の事業を
実施した。
◆新規登録者数　1,896人
◆利用者数　33,146人

　b-labにおいては中高生にとって魅力的な居場
所となるよう運営の工夫を図る。
　また、中高生世代の自主的な活動を応援する取
組の充実や活動の場を拡充するため、旧大塚地域
活動センター跡地に区内２か所目となる青少年プ
ラザを建設する。建設に当たっては、中高生等の
意見を聴取し、施設整備や運営方法等に反映して
いく。

事業名 中高生の居場所の確保（b-lab（文京区青少年プラザ）） 事業番号 3-4-2

事業内容・計画目標（P）
　中高生向け施設「b-lab（文京区青少年プラザ）」において、中高生にとって魅力的な居場所を提供
するほか、文化・スポーツ等の各種講座を実施し、利用者の自主性・社会性を促す。
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令和４年度

　児童虐待防止のため、関係機関相互の連携を図っ
た。
＜相互連携＞
◆要保護児童対策地域協議会　代表者会議１回、実
務者会議２回、個別ケース会議60回、医療関係者会
議１回

　(仮称)文京区児童相談所開設に向け、児童虐待
防止ネットワークの一層の充実につなげるため、
関係機関との細やかな連携を図っていく。

令和５年度

　児童虐待防止のため、関係機関相互の連携を図っ
た。
＜相互連携＞
◆要保護児童対策地域協議会　代表者会議１回、実
務者会議２回、個別ケース会議109回、医療関係者会
議１回

　(仮称)文京区児童相談所開設に向け、児童虐待
防止ネットワークの一層の充実につなげるため、
関係機関との細やかな連携を図っていく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター

令和６年度

　児童虐待防止のため、関係機関相互の連携を図っ
た。
＜相互連携＞
◆要保護児童対策地域協議会　代表者会議１回、実
務者会議２回、個別ケース会議101回、医療関係者会
議１回

　児童虐待防止ネットワークの一層の充実につな
げるため、開設した文京区児童相談所等関係機関
との細やかな連携を図っていく。

事業名 児童虐待防止ネットワークの充実 事業番号 4-1-1

事業内容・計画目標（P）
　要保護児童対策地域協議会の運営により、虐待などによる要保護児童等について、適切な保護・支援
に必要な関係機関相互の情報共有及び状況把握に努め、連携を図る。
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令和４年度

　児童虐待防止のため、関係機関相互の連携を図る
とともに、共催事業のイベント等で啓発活動を行っ
た。
＜相互連携＞
◆要保護児童対策地域協議会　代表者会議１回、実
務者会議２回、個別ケース会議60回、医療関係者会
議１回
＜啓発活動＞
◆小学生用児童虐待防止マニュアル改訂
15,000部
◆養育家庭体験発表会（１回39人）、ＮＰＯ等との
共催事業等

　引き続き、児童虐待防止及び養育家庭制度の一
層の普及に向け、より積極的に普及活動を行う。

令和５年度

　児童虐待防止のため、関係機関相互の連携を図る
とともに、共催事業のイベント等で啓発活動を行っ
た。
＜相互連携＞
◆要保護児童対策地域協議会　代表者会議１回、実
務者会議２回、個別ケース会議109回、医療関係者会
議１回
＜啓発活動＞
◆養育家庭体験発表会（１回31人）、ＮＰＯ等との
共催事業等

　引き続き、児童虐待防止のための子育て支援講
座の開催や積極的な啓発活動を実施するととも
に、関係機関用児童虐待防止マニュアルの改訂を
行う。
　また、養育家庭制度の一層の普及に向け、より
積極的に普及活動を行う。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター

令和６年度

　児童虐待防止のため、関係機関相互の連携を図る
とともに、子育て支援講座の開催、区児童相談所開
設に合わせた関係機関用児童虐待防止マニュアルの
改訂、児童虐待防止推進月間・里親月間企画展等で
の啓発等を行った。
＜相互連携＞
◆要保護児童対策地域協議会　代表者会議１回、実
務者会議２回、個別ケース会議101回、医療関係者会
議１回
＜啓発活動＞
◆関係機関用児童虐待防止マニュアル改訂
3,500部
◆児童虐待防止推進月間・里親月間企画展
（1回496人）
◆養育家庭体験発表会（１回51人）
　ＮＰＯ等との共催事業等

　引き続き、児童虐待防止のため,子育て支援講
座の開催、企画展等イベントでの啓発を実施する
とともに、次年度は区民向けの児童虐待防止リー
フレットを改訂、配布を行う。
　また、養育家庭制度の一層の普及に向け、より
積極的に普及活動を行う。

事業名 児童虐待防止対策事業 事業番号 4-1-2

事業内容・計画目標（P）
　子育て支援講座の開催や児童虐待防止マニュアルの配布による啓発活動を行う。
　また、養育家庭体験発表会の開催による養育家庭普及活動を行う。
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令和４年度
　家庭支援ヘルパー派遣等により、子育て家庭への
支援を行った。
◆育児支援ヘルパー派遣　17家庭　延251回

　今後もヤングケアラーを含めた、支援を必要と
する家庭に対し、家庭支援ヘルパーの派遣を行
う。

令和５年度
　家庭支援ヘルパー派遣等により、子育て家庭への
支援を行った。
◆家庭支援ヘルパー派遣　29家庭　延413回

　引き続き、ヤングケアラーを含めた、支援を必
要とする家庭に対し、家庭支援ヘルパーを派遣す
る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター

令和６年度
　家庭支援ヘルパー派遣等により、子育て家庭への
支援を行った。
◆家庭支援ヘルパー派遣　21家庭　延304回

　こども家庭センター機能整備に伴う予防的支援
の強化のため、委託事業者を1社追加し、ヤング
ケアラーを含めた、支援を必要とする家庭に対
し、家庭支援ヘルパーを派遣する。

※育児支援ヘルパー事業は、令和4年4月より対象家庭を拡大したため、「家庭支援ヘルパー事業」に名称変更しました。

事業名 家庭支援ヘルパー事業 事業番号 4-1-3

事業内容・計画目標（P）
　児童虐待への対応及び未然防止を図るため、養育を特に支援する必要がある家庭へ家庭支援ヘルパー
を派遣する。
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令和４年度

<相談体制の検討>
　子ども家庭支援センター内の検討、検討部会、外
部有識者を交えた検討委員会、移管検討委員会等を
通じて検討を重ね、パブリックコメントを経て、
「（仮称）文京区児童相談所運営計画」を策定し
た。
<職員の確保・育成>
　職員確保については、児童相談所等勤務経験者を
４名確保した。また、育成については、都や近隣自
治体の児童相談所へ17名の職員を派遣するととも
に、職員向けに外部有識者による講演会を行い、専
門職の育成に取り組んだ。

<相談体制の検討>
　「（仮称）文京区児童相談所運営計画」に基づ
き、切れ目のない一貫した相談・支援体制を構築
するため、庁内外の関係機関との連携等につい
て、実務に即して具体的な検討を進める。
<職員の確保・育成>
　都や先行開設区及び近隣県の児童相談所への職
員派遣により、人材育成に継続的に取り組む。ま
た、人材確保のため、引き続き大学への職員採用
に係る広報を進め、児童相談所業務の周知・啓発
についての取組を一層強化する。

令和５年度

<相談体制の検討>
　「（仮称）文京区児童相談所運営計画」に基づ
き、本区の新たな児童相談体制の実現に向け、児童
相談所移管検討委員会を始めとして、検討部会、有
識者を交えた検討委員会等を通じて運営体制等の検
討を行った。
<職員の確保・育成>
　職員確保については、特別区人事委員会による経
験者職員採用を通して、児童相談所等の勤務経験者
を５名採用した。また、人材育成については、都を
含む近隣自治体の児童相談所へ28名の職員を派遣
し、現場における適切なアセスメントや、高度で実
践的な相談支援のスキルを学び、現場対応力の向上
に取り組むとともに、職員を対象とする外部有識者
による講演会を実施し、専門職員の資質向上を図っ
た。

<相談体制の検討>
　令和７年４月の開設に向け、「（仮称）文京区
児童相談所運営計画」に基づき、切れ目のない一
貫した相談・支援体制を構築するため、東京都児
童相談センターからの適切なケース引継ぎを実施
するとともに、庁内外の関係機関との連携等につ
いて、実務に即した具体的な検討を引き続き進め
ていく。
<職員の確保・育成>
　職員確保については、医師や弁護士を始めとし
た高度な専門職員や、児童相談所内の実務を担う
会計年度任用職員の確保等、開設に必要な職員採
用を実施する。また、育成については、OJT等に
より、児童相談所勤務経験者及び派遣経験者職員
等からの専門的な知見の持続的な継承に取り組む
とともに、計画的に実務研修を受講し、より専門
的かつ実務的なスキルの習得に努め、職員の相談
対応力及び虐待対応技術力の一層の向上に取り組
む。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター・児童相談所開設準備室（令和６年度）

令和６年度

＜相談体制の検討＞
　「（仮称）文京区児童相談所運営計画」を踏まえ
た、区児童相談所設置のための組織改正及び人材確
保に努め、児童相談所の実務を適切に実施していく
ための組織体制を整備した。
＜職員の確保・育成＞
　児童相談所等の勤務経験のある任期付き職員、経
験者職員等の新規採用に加え、研修派遣や都児童相
談センターからの引継ぎなど、他自治体の児童相談
所での実務経験を積み、実践的なスキルを身に付け
た区職員が合流することにより、計画上の内容をさ
らに充実させた職員体制を整えた。

＜相談体制の検討＞
　より身近で専門的な相談支援を受けられる機関
として、児童相談所の実務を適切に実施してい
く。
＜職員の確保・育成＞
　児童相談所開設後も、専門的な知見の持続的な
継承に取り組むとともに、計画的に実務研修を受
講し、より専門的かつ実務的なスキルの習得に努
め、職員の相談対応力及び虐待対応技術力の一層
の向上に取り組んでいく。

事業名 児童相談所の設置準備 事業番号 4-2-1

事業内容・計画目標（P）
　平成31年３月に策定した「（仮称）文京区児童相談所基本計画」に基づき、具体的な相談体制及び関
係機関との連携等を検討するほか、運営に必要な職員を計画的に確保するとともに、他自治体の児童相
談所への派遣等により職員育成を図っていく。
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令和４年度

　（仮称）文京区児童相談所建設工事説明会等を通
して、近隣住民へ丁寧な周知を行い、工事に着手し
た。着工後は、建設工事業者や整備技術課等、関係
各所との連絡調整を図り、進捗管理を徹底し、工程
のとおり工事を進めることができた。

　建設工事業者及び関係課と連携し、工事の進捗
管理を徹底するとともに、地元町会や近隣住民等
の理解を得ながら丁寧に工事を進めていく。ま
た、併行して、施設の利用開始に向けた準備を着
実に進めていく。

令和５年度

　建設工事に当たって、建設工事業者や整備技術課
等との連絡調整を行い、町会や近隣住人等に対し、
定期的に進捗状況を連絡すること等により、地域の
理解を得ることに努めながら事業を進めてきた。建
設工事の進捗管理を綿密に行い、工程のとおり工事
を進めることができた。

　施設の竣工後は、施設内の什器の設置や、施設
の管理維持に向けた委託事業の契約を進めてい
く。また、東京都からの児童相談データの移行な
ど、引継ぎに必要な作業を関係機関と協力しなが
ら進め、令和７年４月の開設に向け、準備を着実
に進めていく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター・児童相談所開設準備室（令和６年度）

令和６年度

　新しい児童相談所施設の引渡しを受け、施設内の
什器類の調達を行った。各室のテーブル・椅子等に
は、木材を基調とする素材を取り入れ、保護者が相
談しやすくなるような空間とした。事務室には「同
時接続会議システム」や、フリーアドレスの観点を
取り入れた什器を導入するなど、ＤＸ推進に資する
機能的な職場環境を整備した。

　区児童相談所が開設し、高度で専門的な支援を
行う機関として、子どもに関わる様々な関係機関
と緊密な連携を図っていく。DX(デジタルトラン
スフォーメーション)の視点を取り入れた施策を
積極的に推進し、より効果的、効率的な児童相談
所運営を進める。また、里親事業を含む社会的養
護の身近な相談窓口として、区のイベント等を通
した広報活動を積極的に推進し、よりきめの細か
い周知啓発を図る。

事業名 児童相談所の施設整備 事業番号 4-2-2

事業内容・計画目標（P）
　「（仮称）文京区児童相談所基本計画」に基づき、相談機能や一時保護機能など児童相談所として必
要な機能を実現するとともに、地域の住環境に配慮したボリュームとなるように検討を行い、利用者に
とって安全で安心な施設となるよう実施設計等を計画的に進めていく。
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令和４年度

　子ども家庭支援センター（総合相談及び子どもの
最善の利益を守る法律専門相談、子育て世帯が抱え
る経済的な悩みなどに対応する子ども応援サポート
室）、教育センター相談窓口を運営した。更に、子
ども家庭支援センターにおいては、相談体制の充実
のため、区内保育所等への巡回相談を実施した。
　また、子ども家庭支援センターにおいては、相談
窓口を紹介するために、区内小・中学校の児童生徒
に配付する冊子を作成し、周知につなげることがで
きた。
◆小学生用冊子（改訂）　16,500部　(全校生徒に配
付予定）
◆中学生用冊子　4,700部　（新１年生に配付予定）

　引き続き、各相談窓口の運営や巡回相談を実施
し、相談体制の充実を図るとともに、小中学生用
冊子により、相談窓口の周知に努める。
 　また、ヤングケアラーを含め、子ども本人が
相談しやすい窓口の周知に一層努めていく。

令和５年度

　子ども家庭支援センター（総合相談及び子どもの
最善の利益を守る法律専門相談、子育て世帯が抱え
る経済的な悩みなどに対応する子ども応援サポート
室）、教育センター相談窓口を運営した。さらに、
子ども家庭支援センターにおいては、相談体制の充
実のため、区内保育所等への巡回相談を実施した。
できるだけ多くの施設を訪問し、要保護児童対策地
域協議会における連携体制の確認と支援が必要な家
庭の早期発見に努めた。
　また、子ども家庭支援センターにおいては、相談
窓口を紹介するために、区内小・中学校の児童生徒
に配付する冊子を作成し、周知につなげることがで
きた。
◆小学生用冊子　4,000部　(新１年生に配付予定）
◆中学生用冊子（改定）　16,000部　（全校生徒に
配付予定）

　引き続き、各相談窓口の運営や巡回相談を実施
し、相談体制の充実を図るとともに、小中学生用
冊子により、相談窓口の周知に努める。
 　また、ヤングケアラーを含め、子ども本人が
相談しやすい窓口の周知に一層努めていく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター

令和６年度

　子ども家庭支援センター（総合相談及び子どもの
最善の利益を守る法律専門相談、子どもからの悩み
ごと、ヤングケアラー等子育て世帯の経済的困りご
との相談に対応する子ども応援サポート室）、教育
センター相談窓口を運営した。
  さらに、子ども家庭支援センターにおいては、相
談体制の充実のため、区内保育所等への巡回相談を
実施した。できるだけ多くの施設を訪問し、要保護
児童対策地域協議会における連携体制の確認と支援
が必要な家庭の早期発見に努めた。
　また、区内小・中学校の全児童生徒に配布するた
め、令和７年度開設の区児童相談所の相談窓口も追
加し、冊子の改訂を行った。
◆小学生用冊子(改訂）
18,000部　(全校児童に配付予定）
◆中学生用冊子（改定）
15,000部　（全校生徒に配付予定）

　引き続き、各相談窓口の運営や巡回相談を実施
し、相談体制の充実を図るとともに、小・中学生
用冊子の全児童生徒への配付 布を行い、相談窓口
の周知に努める。
  また、ヤングケアラーを含め、子ども本人が相
談しやすい窓口の周知に一層努めていく。

事業名 児童を対象とした相談窓口の運営 事業番号 4-3-1

事業内容・計画目標（P）
　子どもの権利を守るため、児童・生徒からの相談を受ける窓口を運営するとともに、児童・生徒に
は、相談窓口等の周知に努める。
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令和４年度

　相談事業の充実に努めるとともに、子育て支援講
座や家庭支援ヘルパー派遣等により、子育て家庭へ
の支援を行った。
◆相談等対応数（面接、訪問等）　延36,690 件
◆子育て支援講座　20回 237人、親子ひろば利用者
延10,262人、親子ひろば行事開催　114回 1,358人、
養育家庭体験発表会開催　１回39人
◆子育て関連機関等との連絡調整会議　91回
◆家庭支援ヘルパー派遣　17家庭　延251回

　今後も、子育て支援講座、相談事業を通して、
家庭の子育て及び子どもの健全な育成を支援する
とともに、支援を必要とする家庭について、関係
機関と連携しながら支援を行う。

令和５年度

　相談事業の充実に努めるとともに、子育て支援講
座や家庭支援ヘルパー派遣等により、子育て家庭へ
の支援を行った。
◆相談等対応数（面接、訪問等）　延37,914 件
◆子育て支援講座　22回 357人、親子ひろば利用者
延16,326人、親子ひろば行事開催　44回 978人、養
育家庭体験発表会開催　１回31人
◆子育て関連機関等との連絡調整会議　141回
◆家庭支援ヘルパー派遣　29家庭　延413回

　今後も、子育て支援講座、親子ひろば事業、相
談事業を通して、家庭の子育て及び子どもの健全
な育成を支援するとともに、支援を必要とする家
庭について、関係機関と連携しながら支援を行
う。
　また、これまで取り組んできた児童福祉部門と
母子保健部門との連携による妊産期からの切れ目
のない相談支援を継続し、令和７年度の区児童相
談所開設を目途に「子ども家庭支援センター」
に、こども家庭センター機能を整備していく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子ども家庭支援センター

令和６年度

　相談事業の充実に努めるとともに、子育て支援講
座や家庭支援ヘルパー派遣等により、子育て家庭へ
の支援を行った。
◆相談等対応数（面接、訪問等） 延35,326 件
◆子育て支援講座　22回 331人
親子ひろば利用者　延17,042人、
親子ひろば行事開催　134回 1,443人
養育家庭体験発表会開催　１回51人
◆子育て関連機関等との連絡調整会議141回
◆家庭支援ヘルパー派遣　21家庭　延304回

　今後も、子育て支援講座、親子ひろば事業、相
談事業を通して、家庭の子育て及び子どもの健全
な育成を支援するとともに、支援を必要とする家
庭に対し、関係機関と連携しながら支援を行う。
　また、「こども家庭センター」機能の整備によ
り、児童福祉部門と母子保健部門との連携による
妊産期からの切れ目ない相談支援を一体的に行っ
ていく。

事業名 子ども家庭支援センター事業 事業番号 4-3-2

事業内容・計画目標（P）

　家庭における子育て及び子どもの健全な育成を支援するため、相談事業、子育て支援講座及び親子ひ
ろば事業を実施し、子育て家庭の孤立化防止と仲間づくりを促進する。児童虐待通告に対する対応を行
い、子育て関連機関と連携し、要保護児童・要支援家庭への支援を行う。また、支援を要する家庭に家
庭支援ヘルパーを派遣するなど養育支援訪問を行う。
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令和４年度

　新型コロナウイルス感染症対策を講じながら、
ベーシックサポーター認定研修を２回(計28人認
定)、スタンダードサポーター認定研修を２回(計35
人認定)、居場所サポーター認定研修を１回(26人認
定)開催した。

　区内大学や社会福祉協議会等の各団体と協力
し、計画的な研修の実施に努め、地域における子
育て支援の担い手の確保・育成に取り組む。

令和５年度

　地域における新たな子育て支援の担い手を確保す
るため、ベーシックサポーター認定研修を２回(計19
人認定)、スタンダードサポーター認定研修を２回
(計36人認定)、居場所サポーター認定研修を１回(13
人認定)開催した。

　区内大学や社会福協議会等の団体と協力し、計
画的な研修の実施に努め、地域における子育て支
援の担い手を確保及び育成に取り組む。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　地域における新たな子育て支援の担い手を確保す
るため、ベーシックサポーター認定研修を２回(計16
人認定)、スタンダードサポーター認定研修を２回
(計16人認定)、居場所サポーター認定研修を１回(13
人認定)開催した。

　区内大学や社会福協議会等の団体と協力し、計
画的な研修の実施に努め、地域における子育て支
援の担い手を確保及び育成に取り組む。

事業名 文京区子育てサポーター認定制度 事業番号 5-1-1

事業内容・計画目標（P）

　区の子育て支援事業等でも活用できる、横断的な認定制度と研修プログラムを区内関係機関の協力を
得て開発し、新たに「文京区子育てサポーター認定制度」を導入する。さらに、地域の人材による子育
て支援に関する連絡会「地域の子育てサポート連絡会」を開催し、ネットワークの形成を図る。【社会
福祉協議会実施事業】

令和４年度

　宅食を希望する全ての世帯に、定期便と臨時便を
合わせて年７回の配送を行った。（延べ4,702世帯）
　また、様々な物価高騰に対応するため、臨時便と
QUOカードの配付を行った。さらに、子どもの人数に
合わせて図書カードを配付するとともに、高校生の
子どもがいる世帯についてはお米を増量するなど、
家族構成を考慮した支援を実現した。

　希望する全ての世帯に配送を行うとともに、引
き続き利用者の家族構成に合わせた食品等の適切
な配送を行うことで、よりニーズに合わせた事業
を実施していく。
　また、食品の配送だけではなく、イベントの情
報発信や招待等、親子の体験機会も充実させてい
く。

令和５年度

　宅食を希望する全ての世帯に、 定期便と臨時便を
合わせて年７回の配送を行った。（延べ5,118世帯）
　また、企業等からの寄附によりスポーツ観戦やク
ラシックコンサートの鑑賞など、親子の体験機会の
充実が図られた。さらに、LINEを活用した相談業務
や情報発信を行い、必要な支援につなげた。

　新規申込数が増加する中、希望する全ての世帯
に配送を行うとともに、各家族構成に合わせた配
送を引き続き実施していく。
　また、食品の配送だけではなく、親子の体験機
会の提供や、LINEでの相談対応、情報発信など
を継続して行い、地域や社会からの孤立を防ぐ取
組を進める。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　宅食を希望する全ての世帯に、 定期便と臨時便を
合わせて年７回の配送（延べ5,510世帯）を行い、う
ち３回はすべての家庭にお米を増量して配送し、物
価高騰に対応した支援を行った。
　また、企業等からの寄附によりクラシックバレエ
や伝統芸能の鑑賞など、親子の体験機会を提供した
ほか、LINEによる相談業務や情報発信を行い、必要
な支援につなげた。

　物価高騰が続き新規申込み世帯も増加する中、
希望する全ての世帯に配送を行っていく。
　また、食品の配送以外に、給付金・貸付金など
生活に役立つ情報のLINE配信、親子の体験機会
の提供やLINE相談対応などを継続して行い、地
域や社会からの孤立を防ぐ取組を進める。

事業名 子ども宅食プロジェクト事業 事業番号 4-4-7

事業内容・計画目標（P）
　子どものいる生活困窮世帯（児童扶養手当・就学援助受給世帯等）のうち、希望する世帯に対し企業
等から提供を受けた食品等を配送する。定期配送をきっかけに、子どもとその家族を必要な支援につな
げ、地域や社会からの孤立を防いでいく。
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令和４年度
　新型コロナウイルス感染症の状況に注視しつつ、
７月から３月に実施し、18園で計503人の参加があっ
た。

　子育て世帯に交流の機会を提供する場となれる
よう、感染状況や区立保育園の在園児及び職員へ
の感染リスクについても引き続き考慮しながら、
実施していく。

令和５年度
年間を通じて実施し、17園で計617人の参加があっ
た。

　より多くの子育て世帯に参加をしてもらえるよ
う、区報掲載等による事業の広報を積極的に行っ
ていく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

幼児保育課

令和６年度
年間を通じて実施し、17園で計444人の参加があっ
た。

　より多くの子育て世帯に参加をしてもらえるよ
う、区報掲載等による事業の広報を積極的に行っ
ていく。

事業名 区立保育園の子育てステーション 事業番号 5-2-2

事業内容・計画目標（P）
　区立保育園の子育てのノウハウを地域に還元するため、親子で保育プログラムを体験する機会を提供
するとともに、子育てに関する相談や情報提供を行う、地域子育てステーション事業を月１回、午前中
１時間程度実施する。

令和４年度

　令和４年度の利用件数は前年度比12％増加した。
　研修を再開し提供会員が増えたことで、コロナ禍
においても送迎等の需要に応えることができた。
◆依頼会員数　2,187人　提供会員数　302人　両方
会員数　13人

　引き続き、基本的な感染症対策を講じながら、
会員双方が安心して利用できるよう事業を運営す
るとともに、新規会員の確保に向け周知を行う。

令和５年度

　令和５年度の利用件数は前年度比18％増加した。
　提供会員が増えたことにより、増加した依頼会員
の送迎等の需要に応えることができた。
◆依頼会員数　2,281人　提供会員数　344人　両方
会員数　13人

　引き続き、双方の会員が安心して利用すること
ができるよう事業を運営していくとともに、新規
の提供会員をより多く確保するため周知を行って
いく。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　令和６年度の利用件数は前年度比５％増加した。
　一方で、退会者の増加により、依頼会員数と提供
会員数は前年度より減少した。
◆依頼会員数　2,126人　提供会員数　289人　両方
会員数　10人

　引き続き、双方の会員が安心して利用すること
ができるよう事業を運営していくとともに、新規
の提供会員をより多く確保するため周知を行って
いく。

事業名 ファミリー・サポート・センター事業 事業番号 5-1-2

事業内容・計画目標（P）
　子育ての援助を受けたい区民と援助を行いたい区民が会員となり、地域の中で互いに助け合いながら
子育てする相互援助活動を行う。
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成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　講習会等のイベントを実施し、子育てに関する情
報を発信するとともに、利用者が安全に遊べる施設
運営に努めた。
◆登録者数　　　　 5,863人
◆延べ利用者数  78,795人

　子育てひろば汐見における外壁改修工事への対
応について、引き続き検討を行い、安定的な施設
運営に努める。
　また、利用者のニーズをとらえた情報発信や講
習会等を実施し、地域子育て世帯の交流の場とし
ての充実を図っていく。

事業名 子育てひろば事業 事業番号 5-2-4

事業内容・計画目標（P）
　乳幼児及びその保護者が安心して遊べ、仲間作りもできる場を提供し、専門指導員による子育てに関
する相談、援助及び子育て関連情報の提供を行うとともに、子育て支援に関する講習等を実施する。

令和４年度

　既存３施設（富坂・本富士・駒込地区）に加え、
12月には４施設目となる「おひさま０・１・２」が
大塚地区に開設した。また、新型コロナウイルス感
染症拡大防止に努めるため、利用の一部を制限しな
がら運営を実施した。

　基本的な感染症対策を継続するとともに、事前
予約制や人数制限等を適宜見直し、利用者の利便
性向上を図りながら安定的な運営を行う。

令和５年度

　既存４施設（富坂・本富士・駒込・大塚地区）に
ついて、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移
行に伴い、人数制限の見直し等を行いながら運営し
た。

　引き続き、既存施設の安定的な運営を行うとと
もに、利用者の利便性向上に努めながら、地域の
子育て世帯の交流の場としての充実を図ってい
く。

令和４年度

　新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、
事前予約制や人数制限、利用者入替え時の清掃・消
毒時間の設定など、感染予防に最大限の配慮をしな
がら安心・安全な運営に努めた。
◆登録者数　　　　 4,462人
◆延べ利用者数  36,277人

　新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移
行を見据え、事前予約制や人数制限等の利用制限
解除を検討する。
　また、講習会等の開催を通して子育てに関する
情報を発信するとともに、児童と保護者が安心し
て遊べる施設運営に努める。

令和５年度

　新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行
に伴い、事前予約制や人数制限等の利用制限の解除
や、ランチタイムの再開などを行いながら運営し
た。
◆登録者数　　　　 5,628人
◆延べ利用者数  70,482人

　利用者ニーズを反映した魅力的な講習会の実施
や、子育てに関する情報発信の拡充など、地域の
子育て環境の充実に努める。
　また、子育てひろば汐見における外壁改修工事
への対応について検討を行い、安定的な施設運営
に努める。

担当

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

子育て支援課

令和６年度

　既存４施設（富坂・本富士・駒込・大塚地区）に
ついて、イベントや講習会等を通じて、学生や高齢
者など多様な世代と交流できる機会を設け、地域で
安心して子育てができるよう支援に取り組んだ。

　引き続き、既存施設の安定的な運営を行うとと
もに、地域で安心して子育てができるよう利用者
支援の充実を図っていく。

事業名 地域団体による地域子育て支援拠点事業 事業番号 5-2-3

事業内容・計画目標（P）

　地域で子育てを支援している団体等による地域子育て支援拠点事業を実施し、子育てサポーター認定
制度の認定を受けたサポーターの新たな活躍の場とするとともに、子どもや子育て家庭を支える地域と
の繋がりが生まれる仕組みづくりを進め、「顔の見える」相手との信頼関係のもとで、地域で安心して
子育てができるよう支援する。
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令和5年度 令和6年度

回 1 2 1 50% 2 1 50% 1 1 100%

令和６年度

　物価高騰の状況下においても、新たな家庭の受入れや、継
続して利用している家庭の見守りを引き続き行ったほか、新
たな子ども食堂の立ち上げ支援を行った。
　連絡会では、利用している家庭の状況や物価高騰等の運営
を続ける上での課題などについて意見を交わした。

　活動開始から５年以上が経過した団体に対し
て、新たに物品購入費の助成を行うなど、子ども
食堂運営団体のニーズなどを踏まえて支援を行っ
ていく。

※令和３年度より進行管理対象事業となったため、令和４年度より追加

令和５年度

　テイクアウト中心の状況は変わっていないが、新たな家庭
の受入れや、継続して利用している家庭の見守りを引き続き
行った。また、そこから専門機関につながるケースもあっ
た。
　連絡会では、改めて利用している家庭の状況や運営を続け
る上での課題などについて意見を交わした。

　新たな子ども食堂立ち上げに関する相談が増え
ており、地域ニーズなども踏まえて支援を行って
いく。
　また、開設から10年近く経つ団体も多くなって
おり、今後も継続して活動できるよう支援を行っ
ていく。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和４年度

　新型コロナウイルス感染症の影響は続いている状況では
あったが、テイクアウト方式の継続等で各団体の活動は維持
されていた。また、連絡会では、社会福祉協議会によるアン
ケートも交えながら対面開催を再開するための検討等も行っ
た。さらに、地区での連絡会も開催し、より細かな連携に向
けて意見を交わした。

　新型コロナウイルス感染症による影響や規制の
緩和を踏まえ、新たな活動の立ち上げや対面形式
の再開なども視野に入れた支援を行い、活動の維
持や展開を図っていく。

18 13 72%

子ども食堂
連絡会の開催

達成率

子ども食堂
登録数

件 11 17 11 65% 18 12 67%

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績目標 実績

担当 子育て支援課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和

３年度
実績

令和4年度

事業名 子ども食堂等支援事業 事業番号 5-2-5

事業内容（Ｐ）
　家庭の事情による孤食等の状況にある子どもたちに対する、食事提供の支援を含めた居場所づくりとしての
「子ども食堂」等の地域活動の運営費を助成する。【社会福祉協議会実施事業】
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令和４年度

　全児童館で体操、手遊び、読み聞かせ等のプログ
ラムを実施し、子育て支援サービスの提供を行っ
た。
◆登録児童数　273人　　延指導児童数　6,750人

　引き続き、利用者のニーズにあわせた幼児クラ
ブ活動プログラムを実施する。

令和５年度

　全児童館で体操、手遊び、読み聞かせ等のプログ
ラムを実施し、子育て支援サービスの提供を行っ
た。
◆登録児童数　234人　　延指導児童数　5,308人

　引き続き、利用者のニーズにあわせた幼児クラ
ブ活動プログラムを実施する。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　全児童館で体操、手遊び、読み聞かせ等のプログ
ラムを実施し、子育て支援サービスの提供を行っ
た。
◆登録児童数　199人　　延指導児童数　4,642人

　引き続き、利用者のニーズにあわせた幼児クラ
ブ活動プログラムを実施する。

事業名 児童館の幼児クラブ 事業番号 5-2-7

事業内容・計画目標（P） 　２歳児からを対象に、児童館において木曜日の午前中にプログラムを実施する。

令和４年度

　全児童館において、０～２歳児を対象に、乳幼児
プログラム（手遊び、音楽、歌、体操など）を実施
し、子育てに関する親への支援を行った。
◆実施回数　2,263回
◆延利用人数　25,017人

　引き続き、乳幼児プログラムや子育て相談事業
などを実施し、子育てを支援する事業の充実を図
る。

令和５年度

　全児童館において、０～２歳児を対象に、乳幼児
プログラム（手遊び、音楽、歌、体操など）を実施
し、子育てに関する親への支援を行った。
◆実施回数　2,358回
◆延利用人数　23,655人

　引き続き、乳幼児プログラムや子育て相談事業
などを実施し、子育てを支援する事業の充実を図
る。

事業内容・計画目標（P）
　児童館において、午前中に地域の乳幼児とその保護者を対象に、親子同士の交流・親睦を目的とした
プログラムや、子育て交流講座など、親の子育てを支援する事業を行う。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

児童青少年課

令和６年度

　全児童館において、０～２歳児を対象に、乳幼児
プログラム（手遊び、音楽、歌、体操など）を実施
し、子育てに関する親への支援を行った。
◆実施回数　2,333回
◆延利用人数　17,466人

　引き続き、乳幼児プログラムや子育て相談事業
などを実施し、子育てを支援する事業の充実を図
る。

事業名 児童館の乳幼児プログラム 事業番号 5-2-6
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令和４年度

　熱中症の危険や、文京シビックセンター改修工事
の影響により、東京ドーム周辺広報啓発活動（啓発
物資の配布）及び文京矯正展（刑務作業製品の展示
販売等）は中止となったが、７月の強調月間におい
て、文京区社会を明るくする大会（中学生の意見発
表等）は、感染症対策を徹底した上で開催した。
　なお、感染症小康期の11月に文京シビックセン
ター周辺において、文京区保護司会等による啓発活
動を実施した。

　７月の強調月間に、全ての人々がそれぞれの立
場で力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を
築いていくための広報啓発活動を展開する。実施
に当たっては、感染対策を徹底する。

令和５年度

　７月の強調月間において、４年ぶりに東京ドーム
周辺広報啓発活動（啓発物資の配布）及び文京矯正
展（刑務作業製品の展示販売等）を実施するととも
に、文京区社会を明るくする大会（中学生の意見発
表等）を開催した。

　７月の強調月間に、全ての人々がそれぞれの立
場で力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を
築いていくための広報啓発活動を展開する。
　なお、熱中症の危険を踏まえ、状況によって事
業内容の変更又は中止を検討する。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

福祉政策課

令和６年度

　７月の強調月間において、東京ドーム周辺広報啓
発活動（啓発物資の配布）及び文京矯正展（刑務作
業製品の展示販売等）を実施するとともに、文京区
社会を明るくする大会（中学生の意見発表等）を開
催した。

　７月の強調月間に、全ての人々がそれぞれの立
場で力を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を
築いていくための広報啓発活動を展開する。
　なお、熱中症の危険を踏まえ、状況によって事
業内容の変更又は中止を検討する。

事業名 非行防止・更生保護の推進 事業番号 6-2-1

事業内容・計画目標（P）

　毎年７月の「社会を明るくする運動強調月間（法務省主唱）」「青少年の非行問題に取り組む全国強
調月間（内閣府主唱）」を機に、青少年の非行防止と健全育成並びに罪を犯した人たちの更生について
理解を深め、犯罪や非行のない明るい社会を築いていくための広報啓発活動（東京ドーム周辺広報活
動、文京区社会を明るくする大会、文京矯正展等）を実施する。
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令和６年度

　区立小学校PTA連合会の協力のもと、区立小学校
PTAと協働で子ども110番事業継続確認及びステッ
カー貼付け状況確認調査を行った。
　区内小学１年生へ周知用に縮小版ステッカーの配
付を行い、保護者も含め事業の周知を行った。
◆協力件数　1,443件

　避難できる場所の確保に努め、地域における防
犯意識の向上と犯罪抑止を図るとともに、引き続
き、小学１年生への周知を図る。

令和４年度

　区立小学校PTA連合会の協力のもと、区立小学校
PTAと協働で子ども110番事業継続確認及びステッ
カー貼付け状況確認を行った。
　小学１年生へ周知用縮小版ステッカーの配付を行
い、保護者も含め周知した。
◆協力件数　1,474件

　避難できる場所の確保に努め、地域における防
犯意識の向上と犯罪抑止を図る。引き続き、小学
１年生への周知を図る。

令和５年度

　区立小学校PTA連合会の協力のもと、区立小学校
PTAと協働で子ども110番事業継続確認及びステッ
カー貼付け状況確認調査を行った。
　区内小学１年生へ周知用に縮小版ステッカーの配
付を行い、保護者も含め事業の周知を行った。
◆協力件数　1,445件

　避難できる場所の確保に努め、地域における防
犯意識の向上と犯罪抑止を図るとともに、引き続
き、小学１年生への周知を図る。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名 犯罪の被害防止対策の推進 事業番号 6-4-1

事業内容・計画目標（P）
　子どもが事件に遭遇した際、緊急に避難できる場所を確保するとともに、その目印として子ども110
番ステッカーを掲示する。

令和４年度
　迷惑行為の予防のほか、警察の捜査への情報提供を行っ
た。

　順次、区立公園及び児童遊園等に防犯カメラを
設置していく。

令和５年度
  迷惑行為の予防のほか、警察の捜査への情報提供を行っ
た。

全国的な需要増に伴い電気用ケーブルメーカーの
新規受注停止が発生したため、設置できなかった
７園を令和６年度に設置していく。

令和６年度
  迷惑行為の予防のほか、警察の捜査への情報提供を行っ
た。

　順次、区立公園及び児童遊園等に防犯カメラを
設置していく。

児童青少年課

達成率

防犯カメラ
新規設置園数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和

３年度
実績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

園 36 24 36 150% 27 20

目標 実績

74% 7 9 129%

担当 みどり公園課

事業名 安全・安心な公園づくり 事業番号 6-3-7

事業内容（Ｐ）
　区立公園や児童遊園での事故やトラブルを抑止し、安全・安心な環境を提供するために、防犯カメラを設置
する。
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【高齢者・介護保険事業計画】 

（進捗状況） 
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【高齢者・介護保険事業計画】 

（実績報告） 

 

 



成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

　協力機関数については、７件の新規登録がありま
した。
　また、民生委員連絡会や安心ネット連絡会を開催
し、それぞれの地域の実情や課題等について活発な
意見交換を行いました。
　その他、民間協力機関等からの連絡は延べ15件寄
せられ、安否確認等の速やかな対応に結びつけるこ
とができました。

　ハートフルネットワークのパンフレットや
ニュース等を発行し、協力機関新規登録の働きか
けを行うとともに、各種連絡会において協力機関
同士の顔の見える関係づくりを積極的に推進し、
更なる見守りネットワーク機能の拡大と活性化を
図ります。

事業名 ハートフルネットワーク事業の充実 事業番号 1-1-1

事業内容・計画目標（P）

　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、関係協力機関、高齢者あんしん相談セン
ター及び区が相互に連携して地域全体で高齢者の見守り、声かけ等を行うとともに、異変等を発見した
場合には、迅速に対応できる体制の充実を図ります。

担当 高齢福祉課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績

令和６年度

進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

ハートフルネット
ワーク協力機関数

団体 700 680 687 98%

事業内容・計画目標（P）

　各高齢者あんしん相談センターを中心に、個別ケースの検討を通じたケアマネジメント支援及び地域
課題の把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構築を図ります。
　また、区においては、個別課題及び地域課題の検討の蓄積から区全体の課題を抽出し、施策に取り入
れていきます。これら各検討会議の内容を相互に反映させることにより、地域包括ケアシステムの構築
を推進します。

担当 高齢福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名 地域ケア会議の運営 事業番号 1-1-3

令和６年度

　センター全体で個別会議（個別課題の検討）を17
回、連絡会議（地域課題の検討）６回開催し、課題
に対する対応方法や地域での取組について検討を深
めました。
　また、前年度から富坂・大塚圏域で試行的に実施
している「車いすステーション事業」について、本
富士・駒込圏域に実施範囲を広げて本格実施すべ
く、広報活動や協力機関の選定に努めました。

　令和7年度からの「車いすステーション事業」
の実施範囲拡大に向け準備を行います。
　また、各センターにおいて個別会議及び連絡会
議を開催し、個別課題の検討及び区全体における
課題の抽出について、引き続き取り組んでいきま
す。
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見守り電球 人 73% 400 500155 300 219

事業名 高齢者見守りあんしんＩｏＴ事業 事業番号 1-1-11

高齢福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率目標 実績

-

事業内容
（Ｐ）

　高齢者の自宅に通信機能を備えた電球又は扉センサーを設置し、24時間動作がない場合、家族等へメールで
異常を通知することで、在宅高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援します。

担当

実績

見守り扉セン
サー

人 31 80 33 41% - -

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　見守り電球事業については、新規事業ということもあり、
適切な数値目標の設定が難しい部分がありましたが各種講演
会やイベント開催時等にチラシを配布する等周知を図ったこ
とにより、利用者数も着実に増えています。
  また、家族等への通知メール送付は691件、委託事業者に
よる代理訪問は３件と具体的な支援にもつながっています。
　見守り扉センサー事業については、利用者数は目標値に届
かず達成率は約４割という状況ですが、家族等への通知メー
ル送付を24件行いました。
　なお、委託事業者の都合により、令和６年度末でサービス
終了することとなりました。扉センサーの利用者には見守り
電球サービスへの移行を勧め、支援の継続を図りました。

　引き続き、各種講演会やイベント開催時のチラ
シ配布や事業概要の説明等により、幅広く周知を
行っていきます。
　また、令和６年度末で終了した見守り扉セン
サーの代替サービス 案についても、サービスの品
質や利用し易さの点を考慮しながら引き続き検討
します。

担当 高齢福祉課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 シルバー人材センターの活動支援 事業番号 1-1-14

- - -

会員数 人 1,424 1,390 1,462 103%

人

事業内容（Ｐ）
 企業や家庭、公共団体などから臨時的・短期的・軽易な仕事を引き受け、会員に就業の機会を提供し
ているシルバー人材センターの活動を支援することで、高齢者の生きがいの創出、健康の維持につな
げ、活力ある高齢社会、地域社会づくりを推進します。

令和６年度

　ホームページのリニューアルや会員募集のイベントの
実施など、入会を希望する人に向けた情報発信を行った
結果、72人の会員拡大となり、会員数の目標を達成しま
した。

　区報掲載やイベント実施時にチラシ配布等
を行うなど、引き続きシルバー人材センター
の活動を支援することで、会員数や就業人数
の増加を図ります。

就業実人員

進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

1,154 1,076 1,140 99%
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事業内容（Ｐ）
　高齢者等の日常生活で起こるちょっとした困りごとに対し、シルバー人材センターが会員を派遣し、
援助するサービスについて、区が助成することで、住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援しま
す。

担当

実施件数

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

高齢福祉課

件 300 231 205 68%

事業名 シルバーお助け隊事業への支援 事業番号 1-1-15

　講演会の実施及びパンフレットの活用等により、認知症に関する正しい知識・理解の普及啓発を図ります。

次年度における取組等（Ａ）

高齢福祉課

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　安定的な需要が続いていますが、記録的な猛暑等によ
り事業周知の機会や受注できる仕事に制限があったこと
から、夏期の利用実績が伸び悩み、前年度より派遣実績
が減少しました。

　区報やイベントでの周知など様々な媒体を
活用し一層の事業周知を図ることで、会員の
派遣を促進するとともに、利用する高齢者等
が安心して生活できるよう支援します。

担当

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

事業名 認知症に関する講演会 事業番号 1-3-1

事業内容
（Ｐ）

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

4 4 4 100% 4開催回数

令和６年度

4

達成率達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

　講演会を各圏域ごとに１回、合計４回開催し、107人の参
加がありました。一部の圏域では、区内企業と連携し、共催
により実施しました。
　各講演会では、介護経験者による講話の他、在宅医療や音
楽療法等、認知症に関する関心を高め、日頃の生活や介護に
役立つ実践的なテーマを選定して実施しました。また、認知
症ケアパス等の各種パンフレットや認知症関連事業のチラシ
を配付し、認知症に関する普及啓発や区の取組について周知
を行いました。
　参加者からは「周りの人が認知症になった場合の接し方に
ついて勉強になった」「認知症について不安な気持ちが少し
和らいだ」等の感想がありました。

　引き続き、認知症に関する正しい理解を促進
し、認知症を「自分事」として身近に感じられる
よう、内容や実施方法に工夫を凝らしながら、普
及啓発につながる機会を提供していきます。

回

目標 実績
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20

実績 達成率

21,000

目標

1,000

令和６年度

　認知症サポーター養成講座については、地域の団体や企業
を中心に757人の受講となりました。
　実践講座（全３日間）については、地域でのボランティア
活動を後押しするため、より実践的な講座として開催し、15
人が受講しました。受講者に対しては、専用の公式LINEアカ
ウントにより、認知症に関するボランティア活動の情報を配
信しました。
　また、主に実践講座の修了者を対象として、地域活動に必
要な知識やスキルについて理解を深め、モチベーションの維
持・向上を図る「認知症サポーター勉強会・交流会」を２回
開催し、計16人が参加しました。

　引き続き、認知症サポーター養成講座及び実践
講座を開催し、認知症サポーターの育成を図りま
す。
　また、主に実践講座の修了者を対象に、認知症
に係るボランティア活動情報の案内や認知症サ
ポーターとしてのマインドを高める取組を推進
し、地域での活動の定着を図ります。

担当 高齢福祉課

事業名 認知症サポーター養成講座

事業内容
（Ｐ）

　認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、認知症の本人やその家族を温かく見守
る認知症サポーターを養成します。
　また、一層の活動参加促進のため、より実践的な対応方法の習得等を内容とする認知症サポーター実践講座
を実施します。

事業番号
1-3-2

(1-4-2再掲)

達成率 目標 実績 達成率

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績

1,000

実践講座の
参加者数

20,000
文京区

サポーター
総数

人 18,391 19,000 19,148 101%

年間サポー
ター養成数

人 1,061 1,000 757 76%

人

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

20 20 15 75% 20
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認知症検診普
及啓発対象者

人 12,178 13,000 12,563 97% 13,000

事業番号 1-3-9

13,000

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　PFS（成果連動型民間委託契約方式）の導入３年目とし
て、①認知機能テスト（自宅版）の実施者数の向上、②検診
受診後のフォローアッププログラム（全３回制）の参加者数
の向上に取り組みました。①認知機能テスト（自宅版）の実
施者数は1,486人（検診受診者数は214人）となり、成果指標
を上回ったものの、②フォローアッププログラムへの参加者
数（平均）は、体調不良等の理由により、29人となり、成果
指標を上回ることはできませんでしたが、一定の成果は得ら
れました。
　また、検診受診の結果、要医療となった方に対し、専門医
療機関を紹介するとともに、受診できていない方について状
況の確認を行いました。
　さらに、検診受診者に対し、脳の健康に係る意識や関心の
変化を確認するためのアンケート調査を実施しました。「関
心が高まった（健康を意識した生活につながった）」と回答
した割合が70％となり、脳と体の健康維持・増進に係る普及
啓発の効果が見られました。

　令和７年度より事業内容の拡充を図り、会場で
の集団検診から指定医療機関での個別検診へ移行
するとともに、検診対象外の方でも希望する方に
は脳の健康度セルフチェックの機会を提供しま
す。また、フォローアッププログラムについて
は、より実践的かつ継続性を意識したプログラム
に見直しを行いました。
　今後も、引き続き、地区医師会や区内企業との
連携を図り、認知症に関する普及啓発及び早期支
援に係る取組を推進します。

高齢福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標

令和６年度

事業名 認知症検診事業

事業内容
（Ｐ）

　認知症に関する正しい知識・理解の普及啓発と、本人による認知症の早期の気づきを支援するため、55歳か
ら75歳までの５歳ごとの節目検診を実施します。検診では、認知機能測定デジタルツールによる脳の健康度測
定を行い、結果について医師からアドバイスを行うほか、必要に応じて医療機関や、看護師による最長６か月
間の支援等につなげます。

担当

実績 達成率
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令和６年度

　介護に関する知識や技術を学ぶ介護者教室、介護者等の交
流の場である家族交流会を実施し、認知症当事者及び家族を
支援しました。
　認知症カフェについては、地域の方々により身近で参加し
やすい居場所となるよう、実施回数や開催場所、取組内容を
増やして実施しました。また、各地での活動の様子や参加者
の声等をまとめた「認知症カフェハンドブック」を新たに作
成し、関係機関や認知症関連事業の参加者へ配付しました。

　今後も、引き続き、企画内容や事業の実施方法
について工夫を凝らしながら、認知症の本人や家
族等が地域で身近に通える居場所づくりを推進し
ます。

4429 44 33

8

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

回

事業内容
（Ｐ）

　認知症の本人を支える家族に対する支援を目的として、認知症家族交流会、介護者教室及び認知症カフェに
係る取組を推進します。

高齢福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 認知症家族交流会・介護者教室・認知症カフェ

担当

8回 8 100%
認知症

家族交流会

事業番号
1-3-12

(1-4-4再掲)

8 8

8

目標 実績

介護者教室 8 100% 8 8

認知症カフェ 回 75% 44

8
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　認知症高齢者グループホームを含む小日向二丁目国有
地の特別養護老人ホーム等の整備について、事業者の行
う設計・整備において支援しました。
　また、本郷六丁目における看護小規模多機能型居宅介
護の整備を進め、公募により事業者を選定したほか、国
有地を活用した地域密着型サービスの整備の検討を進め
ました。

　認知症高齢者グループホームを含む小日向
二丁目国有地の特別養護老人ホーム等の整備
及び本郷六丁目における看護小規模多機能型
居宅介護の整備について、補助手続や説明会
等、工事着工に向けて事業者を支援します。
　また、引き続き、国有地を活用した地域密
着型サービスの整備の検討を進めていきま
す。

83%

認知症高齢者
グループホーム

か所 10 9 9 90%

小規模多機能型
居宅介護

か所 6 5 5

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

認知症の症状による行方不明者対策の充実

事業内容・計画目標（P）
　認知症の症状による行方不明者の発生を防止し、また、発生した場合の早期発見・早期保護のため、
地域の見守り機能の強化や発見ネットワークの活用を促進します。

　高齢者が要介護状態となっても、可能な限り住み慣れた自宅や地域での生活を継続できるよう、公有
地等の活用も視野に入れながら、民間事業者による地域密着型サービス事業所の整備を促進します。

担当 介護保険課

事業内容（Ｐ）

担当 高齢福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業番号 2-1-3

令和６年度

　行方不明に備える事前登録事業では登録者188人、
行方不明者の早期発見・保護を図るメール配信事業
では協力者が969人となりました。
　また、地域との協働で実施する行方不明者対応の
模擬訓練を町会・高齢関連企業等の協力を得て実施
し、40人の参加がありました。

　地域の様々な団体に向けて、本事業の積極的な
周知を継続するとともに、区報やホームページ、
認知症関連の講座やイベント等でも周知啓発を
行っていきます。

事業名 地域密着型サービス

事業名 事業番号 1-3-14
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数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

回 9 8 8 100% 8 8
事業者部会

(委託・訪問・
通所・施設)

2

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　「利用者からのカスタマーハラスメント」の研修を行い、
38名の参加がありました。ハラスメントの法的な考え方から
対応を交えた解説があり、ハラスメントへの理解を深める一
助とすることができました。

　事業者の要望を勘案しつつ、事業所の運営及び
実務能力向上に寄与するテーマの研修を適宜実施
していきます。

担当 介護保険課

回 1 1 1 100% 1 1

令和７年度 令和８年度

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 主任ケアマネジャーの支援・連携 

事業内容
（Ｐ）

　地域ケアマネジメント力向上の中核的役割を担う主任ケアマネジャーに対し、研修の実施により資質向上を
図るとともに、包括的・継続的ケアマネジメントの支援・連携を行います。

2-1-7事業番号

担当 高齢福祉課、介護保険課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績 目標 実績

実績 達成率

事業内容
（Ｐ）

　介護サービス事業者相互間及び区との連携促進及び区民に適切な介護サービスの提供を行うため、協議会及
び各部会を設置・運営します。
　また、部会において、介護従事者の資質・実務能力向上に資する研修を実施します。

事業名 介護サービス事業者連絡協議会・部会の運営 事業番号 2-3-1

目標

主任ケアマネ
ジャー向け研

修

目標 実績 達成率目標 実績 達成率

令和６年度

令和６年度

　協議会加入の全224事業所を対象とした連絡協議会及び事
業者部会を開催しました。
　部会では、「虐待防止研修」や、「ICT研修」等、介護従
事者の資質・能力の向上を目指し、研修を実施しました。
　参加事業所及び参加者数は、延べ372事業所507人でした。
　また、ケア倶楽部の利用により、事業者との情報共有や連
絡事項周知を迅速に行うことができました。

　引き続きZoomを活用し、協議会及び研修会に
より多くの事業者が参加しやすい体制を整えてい
きます。併せて、ケア倶楽部を活用し、タイム
リーな情報を提供することで支援していきます。
　部会では、次年度の研修は、区内の大学や、お
むつ開発会社とも連携して研修を実施し、介護従
事者の資質及び実務能力向上に寄与していきま
す。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

100% 2
事業者連絡

協議会
回 2 2 2

65 



担当 介護保険課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 4 12 4 33% 12 12

60

目標 実績

事業内容
（Ｐ）

　介護人材の確保・定着を促進するため、介護職員に対する住宅費補助や、啓発番組の配信、出張講座、介護
の魅力を伝えるイベントの実施、啓発冊子の作成・配布等を行います。
　さらに、介護従事者の専門性の向上や職員の職場定着を目的とした資格取得支援や研修の実施、新たな介護
人材としての外国人の受け入れに対する支援や介護未経験者を対象とした研修など、包括的な事業を介護サー
ビス事業者と連携して行います。

事業名 介護人材の確保・定着に向けた支援 事業番号 2-4-1

15 15

目標 実績 達成率

介護施設従事
職員住宅費補

助
人 47 60 35 58% 60

達成率 目標 実績 達成率

次年度における取組等（Ａ）

60 60

外国人介護職
員採用補助

4
介護職員実務
者研修受講費

用補助
人

　住宅費補助については、区の独自事業であり、東京都や区
の宿舎借上げ支援事業の対象外の介護施設職員を支援してお
り、介護施設における職員の定着につなげることができてい
ます。
　研修受講費用補助については、周知の継続により、問合
せ、実績共に前年度を上回りました。
　EPA外国人介護福祉士候補者の受入れ事業については、円
安の影響もあり、新規求人が困難な状況で、１事業所が補助
金の活用により継続して申し込みを行い、２人のマッチング
と２人の就労開始につながりました。
　令和６年度開始の介護支援専門員等研修費用補助事業につ
いては、下期に研修が終わることから、今後申請が増加する
と予想されます。

　介護施設従事職員住宅費補助事業については、
補助要件である事業所と居住地との距離を、半径
５kmから10Kmに変更し、併せて、補助対象期間
を通算８年から10年に拡充します。
　介護支援専門員等研修費用補助事業について
は、介護支援専門員登録料及び介護支援専門員証
発行手数料を新たに補助対象経費とし、地域包括
支援センターにおいて介護予防ケアマネジメント
業務を行っている看護師及び社会福祉士を新たに
補助対象者とします。

介護職員初任
者研修受講費

用補助
人 1 15 2 13%

人 60 23 38%
介護支援専門
員研修費用補

助

10 10 100% 10 10

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

令和６年度
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令和６年度

　文京白山の郷については、入居者の移転を終え、
大規模改修工事のための基本・実施設計を開始しま
した。
　また、文京千駄木の郷については、併設する保健
サービスセンター本郷支所も含め施設全体の状況や
今後の進め方等について、関係部署と協議・検討を
進めました。

　文京白山の郷については、大規模改修工事のた
めの基本・実施設計の完了を目指します。また、
文京千駄木の郷については、保健サービスセン
ター本郷支所における工事の影響範囲や対応を整
理するための現況調査を受けて、改修工事方針の
検討を進めます。

事業名 旧区立特別養護老人ホームの大規模改修 事業番号 2-5-6

事業内容・計画目標（P）
　老朽化が進んでいる旧区立特別養護老人ホームについて、施設入所している高齢者に良好な環境を整
備するため、大規模改修を実施します。

担当 介護保険課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　シニアのためのフィットネス教室は運動習慣のきっか
けづくりという事業目的に鑑み、過去に利用したことの
ある方の申込みを不可としたことにより申込者数が減少
しました。介護予防講演会は地域課題からテーマを選定
し、参加者の増加につながりました。介護予防展はスタ
ンプラリーを行うことにより、展示・相談・体験コー
ナーを回ってもらうことができ、多くの方に介護予防の
啓発を行うことができました。

　65歳を迎える方へフィットネス教室のチラ
シを送付し、申込者数の増加につなげます。
コロナ禍に中止していた「文の京介護予防体
操教室」を再開し、体操の動きや効果につい
て学ぶ機会を設けることで、介護予防体操の
普及啓発を図ります。

人 3,140 3,928参加者数 3,617 115%

事業名 介護予防普及啓発事業

事業内容（Ｐ）
　文の京介護予防体操、介護予防教室、介護予防講演会、出前講座、介護予防展等を実施して介護予防
の重要性を周知するとともに、すべての高齢者が介護予防に取り組むきっかけづくりと取組の機会を提
供します。

担当 高齢福祉課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

事業番号 3-2-3

令和６年度

　事業者による事業概要説明会を２回実施し、地域
の皆様から様々なご意見をいただきました。
　また、施工者によるがけ地整備工事説明会を１回
実施し、東京都との補助協議を進めました。

　がけ地整備工事を完了させ、新築工事に着工し
ます。新築工事においては、「中高層建築物の建
築に係る紛争の予防と調整及び開発事業の周知に
関する条例」による説明会及び工事説明会を実施
します。
　また、がけ地整備費や地代に対する補助金を交
付し、事業者を支援します。

事業名 高齢者施設（特別養護老人ホーム）の整備

担当

事業内容・計画目標（P）
　施設入所が必要な高齢者のニーズに対応するため、民間事業者に対する支援を行い、小日向二丁目国
有地を活用した特別養護老人ホームを整備します。

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

介護保険課

事業番号 2-5-5
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度
　高齢者が歩いていける距離にバランスよく会場ががあ
るように、住民主体の通いの場（かよい～の）の運営支
援を行うことができました。

　活動を展開したい地域住民と拠点となる場
所を発掘するなど、区内全域で空白地がない
よう、引き続き支援します。

運営団体数 か所 38 32 38 100%

事業内容（Ｐ）
　介護予防のための体操等とともに、住民同士の助け合い・支え合い活動を積極的に推進する「通いの
場（かよい～の）」の活動を支援します

担当 社会福祉協議会

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　フレイルサポーター養成講座では、定員の16名全員が講習
を終え、新たなフレイルサポーターとなりました。また、フ
レイル予防フェスタを開始するとともに、フレイル予防教室
の実施回数を拡充するなど、フレイルサポーターを中心に地
域でのフレイル予防の普及啓発を行った結果、フレイル
チェックの参加者は過去最高の411人に達しました。

　引き続きフレイルサポーター養成講座を実施す
ることでサポーターの充実を図るとともに、サ
ポーターの地域での様々な活動を通じてフレイル
チェックの認知度向上を図り、より多くの区民の
参加を促します。

事業名 地域介護予防支援事業（通いの場） 事業番号 3-3-4

16

フレイル
チェック

人 358 350 411 117% 350 350

フレイルサ
ポーター養成
講座受講者

人 16 16 16 100% 16

文の京フレイル予防プロジェクト 

事業内容
（Ｐ）

　高齢者の虚弱（フレイル）を予防するため、フレイルチェックなどの取組を、区内の住民主体の通いの場な
どと連携して実施します。フレイルチェックは、健康運動指導士等の専門職からなる「フレイルトレーナー」
の助言を受けながら、専門の研修を受けた区民からなる「フレイルサポーター」が中心となって主体的に運営
します。

担当 高齢福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率目標 実績

事業名 事業番号 3-2-5
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　ひとり暮らし世帯（65歳以上の方）及び高齢者世帯
（80歳以上の方のみの世帯）を対象に補充調査を行いま
した。
　また、前年度のひとり暮らし世帯の全件調査で返答が
なかった約1,850件の追跡調査を行いました。
　新規設置件数が約500件、カードが不要となり削除し
た件数が約900件だったため、設置人数は減少しまし
た。

　令和７年度は、ひとり暮らし世帯（65歳以
上の方）を対象に補充調査、高齢者世帯（80
歳以上の方のみの世帯）を対象に全件調査を
行い、設置人数の増加を図ります。

設置人数 人 8,716 8,448 8,045 92%

事業内容（Ｐ）
　区、民生委員、話し合い員及び高齢者あんしん相談センターが、65歳以上のひとり暮らしの高齢者や
80歳以上の高齢者のみの世帯の緊急連絡先やかかりつけ病院などの情報を共有し、緊急事態に適切に対
応します。

担当 高齢福祉課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

事業名 高齢者緊急連絡カードの整備 事業番号 4-1-3
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【障害者・児計画】 

（進捗状況） 
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障害者・児計画(進行管理対象事業)の進捗状況について 

 

１ 自立に向けた地域生活支援の充実 

○個に応じた日常生活への支援 

⑴ 居宅介護（ホームヘルプ） 

前年度比で、身体介護、家事援助及び通院等介助について、利用者数および利用時間ともに

増加しました。引き続き、個々の障害状況を勘案し、適切なサービス支給を行っていきます。 

（実績報告 P.77 事業番号 1-1-1） 

  ⑵ 重度訪問介護 

前年度比で、利用者数は減少しましたが、利用時間は増加しました。身体状態の悪化等によ

り支給量を増加する方や、介護保険の上乗せ支給等の新規利用者の影響も考えられます。 

引き続き、家族や医療・介護の関係機関との連携を図りつつ、重度障害者が地域で自立した

日常生活を営めるよう支援していきます。 

（実績報告 P.78 事業番号 1-1-2） 

 ⑶ 生活介護 

   前年度比で実利用者数、延利用日数ともに増加しています。特別支援学校等の生徒が卒業

して生活介護事業所への通所を開始したことが理由の一つとして考えられます。 

区内の一部の生活介護事業所は定員に達してはいないものの、医療的ケアが必要な方、重

度の行動障害がある方の利用は困難な状況となっているため、ニーズに対して支援が確保で

きるよう、事業所と連携し取り組んでいきます。 

  （実績報告 P.79 事業番号 1-1-6） 

⑷ 移動支援 

前年度比で実利用者数、延利用時間ともに実績数は増となり目標値を上回る数値となって

いますが、ヘルパー不足や時間帯ニーズの集中で利用希望者が利用できていない状況が依然

としてあります。 

通学支援における車両支援の試行的導入は引き続き行います。ヘルパーの確保に対して

は、移動支援従事者養成研修を行い、受講者に対しての受講料補助を継続していくととも

に、訪問系障害福祉サービス等事業所人材確保対策支援事業を実施していきます。 

（実績報告 P.81 事業番号 1-1-13） 

  ⑸ 日中活動系サービス施設の整備 

    新規開設に向けた事業者からの相談に応じ、就労継続支援事業所 1か所の開設となりまし

た。また、整備費補助制度の大幅な拡充を図りました。さらに、旧アカデミー向丘跡地活用

において、民間事業者による生活介護事業所に係る支援を行いました。 

整備費や開所費用等の補助制度の活用を図るべく周知を行うとともに、引き続き、公有

地、民有地を活用した事業者誘致を進めます。 

                         (実績報告 P.83 事業番号 1-1-19、3-3-8)  
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⑹ 地域生活支援拠点の運営 

拠点の五機能のうちの緊急時の対応について、障害者緊急時受入支援施設を開所し、事業 

を開始しました。専門的人材の確保についても医療的ケア児コーディネーターが２名増とな 

りました。 

整備した地域生活支援拠点では、引き続き相談支援と地域づくりを実施して行います。ま 

た、拠点の五機能のうちの生活体験について、検討を進めます。 

（実績報告 P.83 事業番号 1-1-20） 

 

○生活の場の確保 

 ⑴ グループホームの拡充 

新規開設に向けた事業者からの相談に応じましたが、開設には至りませんでした。一方、整

備費補助制度の大幅な拡充を図るとともに、旧アカデミー向丘跡地活用において、民間事業

者によるグループホーム整備に係る支援を行いました。  

整備費や開所費用等の補助制度の活用を図るべく周知を行うことにより、引き続き、公有

地、民有地を活用した事業者誘致を進めます。 

                             (実績報告 P.84 事業番号 1-3-1) 

 ⑵ 共同生活援助（グループホーム） 

入退居はありましたが、実績人数としては前年度より６名の減となりました。入所施設か

らの地域移行への取組みや空床情報があった場合には、グループホームと利用者のマッチン

グを積極的に行い、利用者支援を進めています。 

入居希望者は年々増加しているため、運営事業者や計画相談支援事業所と連携を図りなが

ら、入居希望者に対して必要な情報を提供するなどの支援を継続していきます。 

（実績報告 P.85 事業番号 1-3-2） 

⑶ 施設入所支援 

入退所はありましたが、実績人数としては前年度より４名の減となりました。 

区内の施設は定員に達しており、区外の施設も空きが少ない状況ではありますが、最新の

情報収集等に努め、必要な情報の提供や希望者の入所支援を進めました。 

障害者支援施設への入所を希望する相談は増加傾向であるため、引き続き、運営事業所と

連携を図りながら、必要な情報を提供するなどの支援を進めていきます。 

（実績報告 P.85 事業番号 1-3-3） 

 

○地域生活への移行及び地域定着支援 

  ⑴ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

専門部会（コア会議）において、ピアサポート活動を進めるための議論を行い、より具体的

な取り組みを進めるためにプロジェクトチームを立ち上げ、ピア活動の報告の場を創出しま

した。また、「地域基盤の整備」「支援体制の整備」「個別支援の検討」の３つの軸に沿って議

論を深め、課題の抽出を行い、地域ビジョンの明確化について検討を実施しました。 
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今後も普及啓発を行っていくために、ピアサポート活動をどのように活かしていけるか、

専門部会（コア会議）を中心に議論を深めていきます。 

（実績報告 P.86 事業番号 1-4-3） 

⑵ 退院後支援事業 

支援計画作成の有無に関わらず、対象者との関係構築および支援体制の構築に取り組んで

います。医療機関との連絡を密にし、対象者にできるだけ早期に接触し、信頼関係の構築を図

りました。 

措置入院者が退院後に安定した地域生活を送れるよう、本人及び家族のニーズを的確に把

握し、その他の支援者の意向を十分に踏まえながら、支援対象者が円滑に地域生活に移行で

きるよう適切な支援計画を作成します。 

                           (実績報告 P.88 事業番号 1-4-7) 

 

○生活訓練の機会の確保 

⑴ 地域活動支援センター事業 

区内６か所で障害特性に応じた創作活動や地域交流等の機会提供を行いました。また、リ

アン文京における、医療的ケア児の受入れも引き続き実施しました。 

引き続き、利用者の現状に合わせた地域活動を行うことができるような支援を行っていき

ます。また、登録者が増加している現状を踏まえ、日中活動系サービス終了後の時間帯に利用

できる地域活動支援センターなどの設置を検討します。 

（実績報告 P.88 事業番号 1-5-2） 

 

２ 相談支援の充実と権利擁護の推進 

○相談支援体制の整備と充実 

⑴ 計画相談支援 

計画作成者数は、前年度よりわずかに増加となっていますが、計画作成割合については 76％ 

となり、目標値を下回り、前年度実績より減少しました。区が委託する計画事業所では、落ち 

着いたケースを民間事業所に引き継ぎ、新たな困難ケースやセルフプランケースに対応して 

いますが、指定特定相談支援事業所の利用ニーズには対応できていない結果となりました。 

新規の指定特定相談支援事業所もしくは相談支援専門員が増える取組や他区との連携につ 

いて検討を進めます。 

    （実績報告 P.90 事業番号 2-1-2） 

  ⑵ 地域自立支援協議会の運営 

障害者地域自立支援協議会は２回開催し、うち１回は「全体会」と称した発表会を実施しま 

した。相談・地域生活支援専門部会、就労支援専門部会、権利擁護専門部会及び障害当事者部 

会を各３回、子ども支援専門部会を４回開催しました。 
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各専門部会において抽出された地域課題やニーズを踏まえて、支援体制や次年度以降の運 

営体制の在り方について引き続き検討を行います。 

                          (実績報告 P.91 事業番号 2-1-6) 

 

３ 安心して働き続けられる就労支援 

○就労支援体制の確立 

 ⑴ 障害者就労支援の充実 

一定の職種に限り雇用義務が軽減される除外率の引き下げや、法定雇用率の段階的引き上

げにより企業の採用活動は活発化、61 名が新規就労に結びつきました。一方で企業と求職者

のマッチングが十分なされないまま就職となるケースでは、早期離職につながる場合もあり

ました。 

早期離職を減らすため、相談の場や企業実習を積極的に活用し、求職者と企業の双方にと

ってより高いマッチングを図っていきます。 

（実績報告 P.92 事業番号 3-1-1）   

 ⑵ 就労促進助成事業 

法定雇用率の段階的な引き挙げにより、区内企業の障害者雇用のニーズは高まり、障害者

職業体験助成については実績の増加がみられます。中小企業等障害者職業体験受入れ助成に

ついては、雇用ニーズの高まりを踏まえ、助成対象の拡大を行いましたが、実績の増加にはつ

ながりませんでした。 

特に実績の少ない、中小企業等障害者職業体験受入れ助成事業については区内企業への事

業周知を行っていき、活用促進を図っていきます。 

（実績報告 P.93 事業番号 3-1-3） 

 

○職場定着支援の推進 

⑴ 就業先企業への支援 

就労センター登録者の就業先へは定期的に訪問し、電話などによる相談にも対応するとと

もに、障害者雇用を新たに進める区内企業からの相談にも応じました。就労する登録者は 425

名に増加しており、ニーズに応じた定着支援に取り組みました。 

採用前、採用直前、採用後のステージごとに企業側のニーズは異なることを踏まえ、雇用管

理の視点で人材活用や質の高い雇用につながるよう相談に取り組むとともに、企業と求職者

双方がより質の高いマッチングに結びつくことを目指し支援に取り組みます。 

（実績報告 P.94 事業番号 3-2-1） 

 

○福祉施設等での就労支援 

  ⑴ 就労移行支援 

前年度比で実利用者数、延利用者数はともに減少しました。特別支援学校卒業後、就労継続
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支援や生活介護を選択する利用者が増えていることが要因として考えられます。 

障害者就労支援センターや就労系サービス事業所・支援機関と連携し、利用希望者に情報

提供を行い、適切な訓練を効果的に受けられるよう支援していきます。 

（実績報告 P.96 事業番号 3-3-3）  

⑵ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

Ａ型事業所については、利用日数、利用者数はともにほぼ横ばいとなっています。Ｂ型事業

所については、実利用者数については増加したものの、延利用日数は減少しました。 

引き続き、事業所等の情報提供を行うとともに、各利用者の心身の状況に鑑み、適切な支援

を受けられるよう、サービス提供事業所等と連携を図っていきます。 

（実績報告 P.96 事業番号 3-3-4） 

 

４ 子どもの育ちと家庭の安心への支援 

○障害のある子どもの健やかな成長 

⑴ 発達健康診査 

小児科医による健康診査を行い、子どもの発達の課題を早期発見し、対応について保護者

に個別指導を行いました。また、必要に応じて医療機関の紹介を行い、関係機関と連携し、

適切な療育につなげました。 

引き続き、発達の遅れや発達障害が疑われる子どもを発達健康診査につなげるとともに、

不安を抱える保護者の相談に応じ、早期に適切な療育等を受けることができるよう関係機関

と連携していきます。 
（実績報告 P.97 事業番号 4-1-2） 

 

○相談支援の充実と関係機関の連携の強化 

⑴ 児童発達支援センターの運営 

支援を必要とする子どもを多面的な視点でとらえ総合的に支援するとともに、他機関との

連携を強化し、発達支援の充実を図りました。 

引き続き、支援を必要とする子どもへのより効果的な支援及び、児童発達支援センターの

機能強化を図っていきます。 
（実績報告 P.97 事業番号 4-2-1） 

⑵ 医療的ケア児支援体制の構築 

医療的ケア児支援連絡会を２回開催し、各課の取り組みや活動報告、東京都医療的ケア児

支援センターからの事業説明等を行いました。 

今後は、課題の整理、支援体制の構築及び課題解決に向けた取組について引き続き検討を

行います。 

（実績報告 P.98 事業番号 4-2-3） 
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⑶ 障害児相談支援 

前年度比で計画作成者数は増加としましたが、計画作成割合は減少としました。区が委託

する障害児相談支援事業所では、困難ケースやセルフプランケースに対応していますが新規

や転入での障害児通所支援等の利用児増にともなう、指定特定障害児相談支援事業所の利用

ニーズには対応できていない結果となりました。 

障害児相談支援の利用希望者数の増加傾向にある中、新規の指定特定障害児相談支援事業

所もしくは相談支援専門員が増える取組や委託事業者数の拡大について検討を進めます。 

（実績報告 P.99 事業番号 4-2-7） 

    ⑷ 医療的ケア児在宅レスパイト事業 

    令和５年度より利用時間を 144 時間に引き上げたことにより、申請者数、実施利用回数が

大幅に増加しました。 

令和７年度より、利用時間数を 288 時間へ引き上げを行います。今後も保健師や関係機関

と連携を図り、事業の周知に取り組んでいきます。 

                            （実績報告 P.100 事業番号 4-2-8） 

 

○子どもの成長段階に応じた適切な支援 

  ⑴ 児童発達支援 

実利用者数及び延利用日数ともに増加しており、延利用日数は、前年度に引き続き顕著に

増加しています。新規事業所の開設により、一人の児童が、継続的に利用し支援を受けるケー

スや複数事業所の支援を利用するケースが増えていることが考えられます。 

事業所の特徴や事業内容の把握を行うとともに、利用希望者のニーズに沿った事業所等の

情報提供を行い、より適切な療育を効果的に受けられるよう支援していきます。 
（実績報告 P.100 事業番号 4-3-1） 

⑵ 障害児通所支援事業所の整備 

主に重症心身障害児又は医療的ケア児以外の障害児が通所する「児童発達支援事業所」や 

「放課後等デイサービス事業所」が４か所開設しました。また、区立放課後等デイサービス事 

業所ロードを令和６年９月に開設しました。 

整備費や開所費用等の補助制度の活用を図るべく周知等を行うとともに、引き続き、公有 

地、民有地を活用した事業者誘致を進めます。 

（実績報告 P.104 事業番号 4-3-11） 

 ⑶ 特別支援教育の充実 

特別支援教育担当指導員、交流及び共同学習支援員の配置、バリアフリーパートナー制度

を活用し、サポート体制の充実を図りました。また、インクルーシブ教育システム構築事業に

よる教職員等への研修について、新たな講師の協力も得て実施し、指導力向上を図りました。 

引き続き、より質の高い特別支援教育を目指し、指導員等を対象とした研修等を行うとと

もに、各学校の特別支援教育の理解を深めるために、積極的な学校訪問を行っていきます。 

（実績報告 P.104 事業番号 4-3-12） 
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⑷ 放課後等デイサービス 

実利用者数及び延利用日数は前年度比で増加しています。区内の事業所数の不足により利

用希望日に予約が取りにくくなっている現状や、近隣区の事業所と契約をしている利用者が

増加している状況は継続した課題となっています。 

事業所との連携を図り、相談支援事業への情報共有を行うなど、利用者が希望する支援を

受けられるよう引き続き提案をしていきます。 

（実績報告 P.105 事業番号 4-3-15） 

 

○障害の有無に関わらず、地域で過ごし育つ環境づくり 

  ⑴ 文京版スターティング・ストロング・プロジェクト 

子育てフェスティバルにて、来場した親子向けに子育て講座を実施し、事業の周知を図る

とともに、児童館では８館で、職員とプログラムを作成し実施しました。また、約９割の利用

園から実施に対して「満足」とのアンケート結果が得られました。 

引き続き、事業を利用する園を増やすとともに、プログラムの質を向上させるほか、各園の

ニーズに合った多様なプログラムを提供します。 

（実績報告 P.105 事業番号 4-4-9、4-3-5） 

 

５ ひとにやさしいまちづくりの推進 

○心のバリアフリーの推進 

⑴ 障害者週間記念行事「ふれあいの集い」の充実 

体験型のイベントを行うとともに、区内特別支援学級のある小・中学校、区内の子どもた 

ちが通う区外の学校、障害者施設、団体及び個人の作品を展示しました。全体の来場者数は 

やや減少したものの、作品数は 100点ほど増加し、活気のある展示となりました。 

障害者への理解と認識が深まるよう、障害者週間で多くの方への発信を継続して行ってい 

きます。 

（実績報告 P.107 事業番号 5-2-2、5-5-3） 

○地域福祉の担い手への支援 

⑴ 手話奉仕員養成研修事業 

講習会は初級、中級、上級、通訳者養成クラスの４クラス、各昼、夜コースの計８クラス 

で実施しました。 

今後も、修了者の増加が実際の活動者につながるような養成を行っていきます。 

（実績報告 P.107 事業番号 5-6-2） 



 

 

 

【障害者・児計画】 

（実績報告） 
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担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

時間 3,264 3,420 3,329 97% 3,465 3,510

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

居宅における
身体介護
実利用者数

人 213 211 243 115%

8,195

通院等介助
実利用者数

人 72 76 79 104% 77 78

通院等介助
延利用時間

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

達成率

令和６年度
　令和５年度と比較して、身体介護、家事援助及び通院等介
助について、利用者数および利用時間ともに増加しました。

　引き続き、個々の障害状況を勘案し、適切な
サービス支給を行っていきます。

16,571

家事援助
実利用者数

人 156 145 172 119% 147 149

家事援助
延利用時間

時間 8,111 7,975 8,540 107% 8,085

事業名 居宅介護（ホームヘルプ） ◇ 事業番号 1-1-1

事業概要
（Ｐ）

　介護が必要な障害者・児に対して、自宅で入浴・排せつ・食事等の身体介護、調理・掃除・洗濯等の家事援
助及び通院等の介助を行い、自立した日常生活や社会生活を営むことができるように支援します。

227

居宅における
身体介護
延利用時間

時間 16,266 15,403 19,626 127% 15,987

目標 実績
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目標 実績 達成率

実利用者数 人 6 4 8 200% 5 6

延利用時間

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

時間 25,471 24,012 26,257 109% 24,564 25,116

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

時間 93,876 88,242 94,210 107% 88,242 88,242

重度訪問介護 ◇

事業概要
（Ｐ）

　重度の肢体不自由者又は重度の知的障害もしくは精神障害により行動上著しい困難を有する障害者で、常に
介護を必要とする人に、自宅における入浴・排せつ・食事の介護・調理・掃除・洗濯等の家事やその他生活全
般にわたる援助、外出時における移動支援等を総合的に行い、自立した日常生活や社会生活を支援します。

実績 達成率

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業概要
（Ｐ）

　知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等で、常に介護を必要とする人に、行動する
際に生じる危険を回避するために必要な援護、外出時における移動中の介護、その他行動する際の必要な援助
を行い、自立した日常生活や社会生活を支援します。

目標 実績 達成率

令和６年度

　昨年度より実利用者と延利用時間ともに増加し、目標に達
しています。これは、行動援護の対象となる障害者が増えた
ことや、新型コロナウイルス感染症が収束し外出を行う利用
者が増えたこと等の理由が考えられます。

　引き続き、強度行動障害のある利用者の社会参
加を促すために、サービス提供事業所と連携を図
り、近隣区の事業者情報の提供や区内においても
行動援護サービスを利用できるよう支援をしてい
きます。

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

時間 1,252 436 1,845 423% 536

令和６年度

目標 実績 達成率

目標 実績 達成率

実利用者数 人 83 87 91 105% 89 91

延利用時間

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 行動援護 ◇ 事業番号 1-1-4

　令和５年度と比較して、利用者及び利用時間数ともに増加
しました。新型コロナウイルス感染症の収束に伴い、外出す
る機会が増加したものと考えられます。

　引き続き、視覚障害者が安心して日常生活を送
ることができるよう、適切なサービス支給を行っ
ていきます。

事業概要
（Ｐ）

　視覚障害により移動に著しい困難を有する障害者等について、外出時において当該障害者等に同行し、移動
に必要な情報を提供するとともに、移動の援護その他の便宜を図ります。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

目標 実績 達成率

実利用者数 人 23 22 21 95% 22 22

延利用時間

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 同行援護 ◇ 事業番号 1-1-3

目標

令和６年度

　令和５年度に比べて利用者数は減少しましたが、利用時間
は増加しました。既存の利用者に加えて、身体状態の悪化等
により支給量を増加する方や、介護保険の上乗せ支給等の新
規利用者の影響も考えられます。

　引き続き、来年度も重度障害者の家族や医療・
介護の関係機関との連携を図りながらサービスを
支給することで、重度障害者が地域で自立した日
常生活を営めるよう支援していきます。

目標 実績 達成率

事業名 事業番号 1-1-2
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4,927

69,768 70,908

目標 実績 達成率

実利用者数 人 297 301 306 102% 306 311

延利用日数

4,968

目標 実績 達成率

実利用者数 人 0 1 0 0% 1 1

延利用時間

目標 実績 達成率

実利用者数 人 13 14 13 93% 14 14

延利用日数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度
　利用者数の増減はなかったが、利用日数が減少しました。
利用可能な施設が少ないという課題があるため、目標を上回
ることができていません。

　引き続き、来年度も個々の利用者に対して、適
切なサービスを提供していきます。

事業概要
（Ｐ）

　医療及び常時の介護を必要とする障害者に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下に
おける介護及び日常生活上の支援を行い、また、医療を提供することで、身体能力や日常生活能力の維持・向
上を図ります。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

日 4,757 4,927 4,535 92% 4,927

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 療養介護 ◇ 事業番号 1-1-7

事業概要
（Ｐ）

　常に介護を必要とする障害者に、昼間において、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作活動の提供等
の支援を行い、日常生活能力の維持・向上を図ります。

目標 実績 達成率

令和６年度

　実利用者数が微増、延利用日数は前年度を上回り、目標を
達しています。これは、特別支援学校等の生徒が卒業して生
活介護事業所への通所を開始したことが理由の一つとして考
えられます。

　区内の一部の生活介護事業所は定員に達しては
いないものの、医療的ケアが必要な方、重度の行
動障害がある方の利用は困難な状況となっていま
す。ニーズに対して支援が確保できるよう、事業
所と連携し取り組んでいきます。

目標 実績 達成率

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

日 67,074 68,628 68,860 100%

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 生活介護 ◇ 事業番号 1-1-6

令和６年度

　令和５年度と同様に、利用実績がありませんでした。本
サービスは対象者が限られており、また、ほとんどの場合、
他事業の利用でニーズが満たされることから、利用に至らな
いことが要因です。

　利用希望があった場合、サービス提供体制の確
保に課題がありますが、円滑な支援を行うことが
できるよう、引き続き取り組んでいきます。

事業概要
（Ｐ）

　常時介護を要し、その介護の必要の程度が高く、意思疎通を図ることに著しい支障のある障害者・児に対し
て、居宅介護その他の支援を包括的に行うことにより、身体能力や日常生活能力の維持を図ります。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

時間 0 4,968 0 0% 4,968

事業名 重度障害者等包括支援 ◇ 事業番号 1-1-5
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目標 実績

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

件 1,439 831 1,688 203% 831 831

実績 達成率

派遣件数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 ◇ 事業番号 1-1-10

令和６年度

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

日 133 152 138 91% 152 152
【医療型】
延利用日数

【医療型】
実利用者数

人 4 4

令和６年度

　利用登録者からの依頼を受け、手話通訳者・要約筆記者の
派遣を行いました。東京手話通訳等派遣センターの要約筆記
利用者が増加しました。手話通訳について、４年度まで１回
は３時間を単位としていましたが、５年度より初回及び継続
について１時間を単位としたため、実績数が増加しました。

　令和７年度から遠隔手話通訳サービスの業務委
託を開始するため、事業の周知を図ります。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　福祉型の実績数は、利用者数・日数ともに前年度実績を上
回っていますが、利用者数は目標に届いていません。区内の
１か所の福祉型事業所に予約が集中し、希望の日数を確保で
きないことも未達成の一因となっています。

　利用を希望する区民が公平にサービスを受けら
れるよう、その方策を事業所と連携を図りながら
検討し適切に支給決定していきます。また、緊急
時に利用を希望した際すぐ利用できるよう、未利
用者に対しても積極的にサービス周知を行ってい
きます。

事業概要
（Ｐ）

　聴覚等の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者・児に、手話通訳者・要約筆記者の派遣を行
い、社会参加の促進を図ります。

130

【福祉型】
延利用日数

日 5,276 4,800 5,347 5,600

4 100% 4

111% 5,200

4

140

事業概要
（Ｐ）

　自宅で介護する人が病気や休養を要する場合に、障害者・児が施設等に短期入所し、入浴・排せつ・食事の
介護、その他必要な支援を受けることで、在宅生活の支援と介護者の負担軽減を図ります。

目標 実績 達成率 達成率

【福祉型】
実利用者数

人 113 120 114 95%

目標 実績 達成率

事業名 短期入所（ショートステイ） ◇ 事業番号 1-1-8
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令和６年度

　実利用者数は微増、延利用時間については前年度を大きく
上回っています。ヘルパー不足や時間帯ニーズの集中によ
り、利用希望者が利用できていない状況は依然としてありま
すが、目標値は上回っています。
　なお、通学支援における車両支援の試行的導入の利用者実
績は1人でした。

　通学支援における車両支援の試行的導入を引き
続き行います。
　また、移動支援従事者養成研修の実施及び受講
料補助を継続していくとともに、訪問系障害福祉
サービス等事業所人材確保対策支援事業の実施に
より、ヘルパー不足の解消に向けた取り組みを進
めていきます。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

時間 50,652 53,700 57,932 108% 54,750 55,800

目標 実績 達成率目標 実績 達成率

358 370 103% 365 372

令和８年度

件 341 252 319 127% 252 252

件 1,688 1,680 1,682 100% 1,680 1,680

実績 達成率 目標 実績 達成率

実施件数

事業概要
（Ｐ）

　屋外での移動が困難な障害者・児に対して、ヘルパーによる外出のための必要な支援を行うことで、自立生
活及び社会参加の促進を図ります。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 移動支援 ◇ 事業番号 1-1-13

実利用者数 人

令和６年度
　令和５年度より利用者数は増加、実施件数は減少している
が、目標値に近い数値となっています。また、ストマ用装具
の利用者も増加しています。

　利用者や事業者への周知を行うとともに、用具
の給付を適切に行い、障害者・児の日常生活の便
宜を図っていきます。

延利用時間

目標 実績 達成率

実利用者数 人 364

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

372 350 375 107% 350 350

令和６年度

　文京シビックセンターと障害者基幹相談支援センターの各
窓口等において、聴覚障害者等に対する手話通訳対応を行
い、実績としては目標値を上回りました。
　また、障害福祉課におけるタブレットによる遠隔手話通訳
の利用要件を緩和し、より利用しやすい体制を整えたため、
日常生活についての相談等による来庁回数が増加したと考え
られます。

　引き続き、文京シビックセンターと障害者基幹
相談支援センターの間で連絡会を実施し、課題の
共有や手話対応のスキルアップを図っていきま
す。

目標 実績 達成率

目標 実績 達成率

通訳者数 人 2 2 2 100% 2 2

対応件数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 日常生活用具給付 ◇ 事業番号 1-1-12

事業概要
（Ｐ）

　重度の障害者・児に日常生活用具の給付及び住宅設備改善費用の助成を行うことにより、日常生活の便宜を
図ります。

目標

事業概要
（Ｐ）

　聴覚障害者等が手話通訳を通じて意思の疎通を円滑に行い社会参加の促進を図るために、文京シビックセン
ター等に手話通訳者を設置します。

目標 実績 達成率目標 実績 達成率

事業名 手話通訳者設置事業 ◇ 事業番号 1-1-11

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度
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令和８年度

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　前年度に比べて、実利用者数は２名減少したものの、延利
用回数は増加しています。保護者が就労している家庭も多
く、1人当たりの利用回数が増えていることが要因として考
えられます。

　引き続き、短期入所事業と併せて、利用者の
ニーズと利用実態の把握に努め、適正なサービス
の支給決定を行っていきます。

延利用回数

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 福祉タクシー 事業番号 1-1-17

令和６年度

　令和６年度に開設した障害者緊急時受入れ支援事業と機能
の整理をし、レスパイト・予定している介護者の不在等の事
由で、介護等の負担軽減を必要とする家族ニーズに対応でき
ました。

事業名

事業概要
（Ｐ）

　常時介護を必要とする心身障害者・児の家族が疾病・事故・冠婚葬祭・出産・休養・学校行事等の理由で介
護を行うことが困難なときに、家族に代わり時間単位で保護を行い、介護等の負担を軽減します。

目標 実績 達成率

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

延利用時間

事業番号 1-1-14事業名 日中短期入所事業 ◇

目標

回 579 1,170 601 51% 1,278 1,386

達成率 目標

3431 36 116%

実績 達成率

人 1,664 1,587 1,725 109% 1,587 1,587

目標 実績 達成率

担当 障害福祉課

延利用者数

　引き続き、障害者・児それぞれの特性や心身の
安定に配慮しながら事業を実施していきます。

75

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度
　利用可能な事業者はほぼ横ばいであるものの、利用対象者
に精神障害者保健福祉手帳1級所持者を加えたため、延利用
者数については、前年度より増加しました。

　利用者のニーズを踏まえ、より使いやすいタク
シー券の在り方を検討し、利用者の利便性の向上
を図っていきます。

心身障害者（児）短期保護事業 事業番号

事業概要
（Ｐ）

　身体障害者等の社会生活の利便性を図るとともに安心して外出ができるようにするため、福祉タクシー券の
交付又は自動車燃料費の一部助成を行います。

時間 4,246 6,310 4,388 70% 6,310

75

1-1-16

6,310

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

人 49 75 56 75%

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率

目標 実績 達成率

37

実績

令和６年度

実利用者数 人 38

実利用者数

達成率

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度

目標

実績

事業概要
（Ｐ）

　自宅で障害者・児を介護する人が病気の場合等に、短期入所施設で、宿泊を伴わずに、日中の見守り・入
浴・排せつ・食事の介護等を行い、在宅生活の支援と介護者の負担軽減を図ります。

目標 実績
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　新規開設に向けた事業者からの相談に応じ、就労継続
支援事業所１か所の開設となりました。また、整備費補
助制度の大幅な拡充を図りました。さらに、旧アカデ
ミー向丘跡地活用において、民間事業者による生活介護
事業所に係る支援を行いました。

　整備費や開所費用等の補助制度の活用を図
るべく周知を行うとともに、引き続き、公有
地、民有地を活用した事業者誘致を進めま
す。また、引き続き、旧アカデミー向丘跡地
活用における生活介護事業所整備を進めま
す。

事業名 地域生活支援拠点の運営 ◇

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

　拠点の五機能のうちの緊急時の対応について、障
害者緊急時受入支援施設を開所し、事業を開始しま
した。専門的人材の確保についても医療的ケア児
コーディネーターが２名増となりました。

　整備した地域生活支援拠点では、引き続き相談
支援と地域づくりを実施して行います。拠点の五
機能のうちの生活体験について、検討を進めま
す。

事業概要（Ｐ）
　障害者の就労支援や創作活動等に係る場をより確保するために、整備費等補助制度の活用の推進を図
るなどして、民間事業者による日中活動系サービスの施設整備を促進します。

担当 障害福祉課

　受診同行や訪問等の支援を行い、望まない形での入院を未
然に防ぐために支援しました。
　また、支援者に事業内容を改めて周知し、事業活用を促す
とともに、効果的な利用を促しました。

　引き続き、治療を継続するための受診同行や服
薬を継続するための定期的な訪問等の支援を行う
とともに、必要な方に事業が活用されるよう、事
業対象者について検討するための会議運営等を
行っていきます。

事業番号
1-1-19

(3-3-8再掲)

担当

整備数（累計） か所 2 0 1 50%

事業名 日中活動系サービス施設の整備

事業番号 1-1-20

事業概要・計画目標（P）

障害福祉課

人 20 22 19 86% 22 22

令和８年度令和７年度

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

令和６年度

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績

令和６年度

担当 予防対策課

　富坂・大塚・本富士・駒込の４地区に地域生活支援拠点を開設しました。
拠点では地域連携調整員を配置し、主に相談支援と地域づくりを担い、関係機関等と連携した障害者の
居住支援体制の充実を図るほか、他の機能（緊急時の対応・生活体験・専門的人材の確保）を区内の支
援機関と連携する面的整備で実施します。

目標 実績 達成率

実利用者数

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度

事業概要
（Ｐ）

　文京地域生活支援センターあかり、エナジーハウス、地域活動支援センターみんなの部屋の３か所におい
て、未治療者や治療中断のおそれがあり、既存の障害福祉サービスでは地域生活を送ることが困難な精神障害
者を対象として、通院同行、服薬見守り及び生活支援を行います。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 地域生活安定化支援事業 事業番号 1-1-18
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事業概要・計画目標（P）
　強度行動障害を有する障害者の支援ニーズの把握、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進め
ます。

担当 障害福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　強度行動障害を有する障害者の支援ニーズの把握
や、地域の関係機関が連携しやすい支援体制の整備
に向け、地域課題を共有・検討する会議の開催準備
を行いました。

　強度行動障害を有する障害者の支援体制の充実
に向け、地域課題を共有・検討する会議を開催し
ます。また、実態・意向調査により、支援ニーズ
の把握を行います。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　新規開設に向けた事業者からの相談に応じましたが、
開設には至りませんでした。一方、整備費補助制度の大
幅な拡充を図るとともに、旧アカデミー向丘跡地活用に
おいて、民間事業者によるグループホーム整備に係る支
援を行いました。

　整備費や開所費用等の補助制度の活用を図
るべく周知を行うことにより、引き続き、公
有地、民有地を活用した事業者誘致を進めま
す。また、引き続き、旧アカデミー向丘跡地
活用におけるグループホーム整備を進めま
す。

か所 3 1

定員数（累計） 人 20 4 0 0%

整備数（累計） 0 0%

目標
(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

強度行動障害を有する障害者の支援体制の充実 事業番号 1-1-22事業名

1-2-2

事業概要・計画目標（P）
　障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、障害者に適切な障害福
祉サービス等が提供されているかを確認し指導等を行うことにより、障害福祉サービス等事業者が提供
するサービスの質を高めます。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業番号 1-3-1

令和６年度

　区内の障害福祉サービス等事業者に対し、運営基
準に沿った事業運営を行っているか、適切な障害福
祉サービス等の提供が行われているかを確認するた
め、実地指導を年18回行いました。
　請求内容チェックシステムにより、審査結果を分
析した結果を活用し、障害福祉サービス等事業所に
対し適正な請求を促しました。（年12回）

　区内の障害福祉サービス等事業者に対し、実地
検査を行います。（年27回）
　前年度に引き続き、請求内容チェックシステム
により、審査結果を分析した結果を活用し、障害
福祉サービス等事業所に対し適正な請求を促しま
す。（年12回）

障害福祉課

事業名 グループホームの拡充

事業概要（Ｐ）

　障害者が地域の中で自立した生活を送れるよう、社会福祉法人等による障害者グループホーム整備費
補助の活用を推進するほか、社会福祉法人等が民間アパート等を借り上げて障害者グループホームを開
所する際の初期費用の補助を行うことにより、施設整備を促進します。
　また、既存事業者が居室を増やす場合も補助を行います。

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位

事業名 障害福祉サービス等の質の向上 ◇ 事業番号
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0% 2 2

令和６年度

　精神障害にも対応した地域ケアシステムの構築を検討する
会議体の協議の中で、地域ビジョン（地域のあるべき姿）に
ついて、他区の状況や事業の取組を紹介する等誘致を進めま
したが、実績がありませんでした。

　区内事業所がないため、誘致していきます。引
き続き、支援が必要な方へのサービス周知及び支
給決定を行っていきます。

実利用者数 人 0 2 0

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

令和６年度

　入退所はありましたが実績人数としては前年度より４名の
減となりました。区内の障害者支援施設は定員に達してお
り、区外の障害者支援施設も空きが少ない状況ですが、最新
の情報収集等に努め、必要な情報の提供や希望者の入所支援
を進めました。

　介護者の高齢化や本人の障害の重度化により自
宅での介護が困難となり、障害者支援施設への入
所を希望する相談は増加傾向です。引き続き、運
営事業所と連携を図りながら、必要な情報を提供
するなどの支援を進めていきます。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

令和６年度

　入退居はありましたが、実績人数としては前年度より６名
の減となりました。入所施設からの地域移行への取組みや空
床情報があった場合には入居希望者に対して速やかに情報提
供を行う等、グループホームと利用者のマッチングを積極的
に行い利用者支援を進めています。

　障害者本人及び家族の高齢化により、グループ
ホーム入居希望者は年々増加しているため、運営
事業者や計画相談支援事業所と連携を図りなが
ら、入居希望者に対して必要な情報を提供するな
どの支援を継続していきます。

担当 障害福祉課、予防対策課

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 自立生活援助 ◇ 事業番号 1-3-4

事業概要
（Ｐ）

　施設入所支援又は共同生活援助を利用していた障害者が居宅で自立した生活を営む上で生じた問題につい
て、定期的な巡回訪問や随時通報により、障害者からの相談に応じ必要な情報提供、助言、援助を行います。

目標 実績 達成率 目標 実績

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
(Ｐ)(Ｄ)

単位
令和

５年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率

事業内容（Ｐ）
　障害者が共同生活を行う住居において、入浴・排せつ・食事の介護や相談など日常生活上の支援を行い、地
域における自立した日常生活を支援する。

実績 達成率目標 実績 達成率 目標

実利用者数

達成率 目標 実績 達成率

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度

実利用者数

令和７年度 令和８年度

人 132 128 128 100% 128 128

担当 障害福祉課、予防対策課

成果・評価（Ｄ)(Ｃ) 次年度における取組等(Ａ)

事業名 施設入所支援 ◇ 事業番号 1-3-3

事業概要
（Ｐ）

　施設に入所する障害者に、主として夜間等における入浴・排せつ・食事の介護等を行い、日常生活支援を図
ります。

人 169 172 163 95% 180 188

事業名 共同生活援助（グループホーム)　 ◇ 事業番号 1-3-2
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次年度における取組等（A）

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　施設から地域への移行者は１人であり、グループホー
ムでの生活を開始しています。これまでと同様、福祉施
設入所者の高齢化と重度化により、地域生活への移行を
進めることが困難となっている実態があります。

　地域生活を希望する施設入所者が自ら選択
した地域で生活できるよう、区内グループ
ホーム等の地域資源の充実を図るとともに、
他区・近隣県も含めた施設等について情報収
集し、家族及び関係機関と連携して移行支援
を行っていきます。

予防対策課

予防対策課

1-4-3

事業概要・計画目標（P）
　保健・医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携による支援体制を構築するための
議論を行います。

担当

成果・評価（D）（C）

事業名 入院中の精神障害者の地域生活への移行 事業番号 1-4-2

事業名 福祉施設入所者の地域生活への移行 ◇

事業概要（Ｐ）

　福祉施設入所の障害者が、自ら選択した地域で自立した日常生活又は社会生活を営めるよう、障害福
祉サービス等の支援を行い、地域生活移行を進めます。
　令和４年度の施設入所者数のうち、令和８年度末までに地域生活へ移行する者の見込み量の設定を行
うため、計画事業量は累計として記載します。

担当 障害福祉課

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

事業番号 1-4-1

令和６年度

　長期入院者の地域生活への移行を促進するため、
退院する際の促進要因や阻害要因等の状況を把握
し、意見交換を実施しました。また、長期入院を防
ぐために行える支援について意見交換を行い、入院
早期の支援を促しました。

　長期入院後に退院した方の実態把握を進めると
ともに、調査で把握された長期入院をしている方
に対して、実現可能な支援の仕組みを検討しま
す。また長期入院者の退院に向け、医療機関との
関係性の構築を図ります。

事業概要・計画目標（P）
　退院可能な入院中の精神障害者が、地域で自立した生活を送ることを可能にするため、地域相談支援
サービスを活用しながら、保健師及び地域活動支援センターが入院中から地域生活への移行を支援しま
す。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ◇ 事業番号

令和６年度

　専門部会（コア会議）において、ピアサポート活
動を進めるための議論を行い、より具体的な取り組
みを進めるためにプロジェクトチームを立ち上げま
した。その結果、ピア活動の報告の場を創出しまし
た。また、「地域基盤の整備」「支援体制の整備」
「個別支援の検討」の３つの軸に沿って議論を深
め、課題の抽出を行い、地域ビジョンの明確化につ
いて検討を実施しました。

　普及啓発を行っていくために、ピアサポート活
動をどのように活かしていけるか、専門部会（コ
ア会議）を中心に議論を深めていきます。

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

移行者数（累計） 人 5 1 1 20%
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担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 7 10 6 60% 10 10

達成率

人 0 3 3 100% 3 3

達成率 目標 実績 達成率

精神障害者の地域定着支援体制の強化 事業番号

事業番号
1-4-5

(2-1-3再掲)

　障害者支援施設等に入所している障害者や、精神科病院に入院している精神障害者等に対して、住居の確保
やその他地域における生活に移行するための活動に関する相談や、その他の必要な支援を行い、地域移行の促
進を図ります。

予防対策課

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業概要
（Ｐ）

令和６年度

　長期入院者の地域生活への移行に向けて、退院者の事例を
共有し、支援者がそれぞれの立場でできることを検討し、必
要な支援を実施できる体制を少しずつ整えています。さら
に、新たな長期入院者が現れないよう、入院後早期から関わ
りをもてるようにするなど効果的な支援を検討しました。

　対象者が長期入院から地域生活に移行できるよ
う、適切な支援を行っていくとともに、入院医療
機関等が求めるニーズの把握や、地域支援者が積
極的に関わることのできる仕組みづくりにも取り
組んでいきます。

令和６年度
　単身者等で地域生活の中で不安定になりやすい障害者に対
し、緊急訪問や相談等の連絡体制を確保し、継続したサポー
ト体制を確保することにより地域定着を図っています。

　引き続き、区の独自事業である地域生活安定化
事業などと組み合わせて、地域定着のためのサ
ポート体制の充実を図っていきます。

令和６年度

　支援体制を整備する上で、各支援機関の理解を深
めるために、薬局や地域生活支援拠点からみた支援
について共有し、意見交換を行いました。また、高
齢分野と障害分野の連携事例を具体的に知り、切れ
目ない支援体制について意見交換を行いました。そ
の上で、今後どのように支援体制を構築していく
か、検討を行い、協議会で報告しています。

　引き続き、関係機関と実務者連絡会を開催し、
地域定着支援体制の強化を図るとともに、精神障
害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にお
ける支援体制の整備の軸として検討を行います。

次年度における取組等（Ａ）

達成率

実利用者数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

事業名 地域定着支援 ◇ 事業番号
1-4-6

(2-1-4再掲)

事業概要
（Ｐ）

　単身者及び同居家族の高齢化等により家族の支援を受けられない地域の障害者に対して、常時連絡等が可能
なサポート体制を整備し、地域定着を図ります。

目標 実績

1-4-4

事業概要・計画目標（P）
　在宅の精神障害者が地域で安定した生活を送るために、区内の福祉施設及び医療機関などの実務者を
構成員とした連絡会を開催し、支援体制の強化を行います。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名 地域移行支援 ◇

目標 実績 達成率 目標 実績

目標 実績

実利用者数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

達成率 目標 実績

事業名
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障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

か所 6 6 6 100% 6 6

目標

158% 19 19

担当 保健サービスセンター

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率 目標 実績 達成率 目標 達成率

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

1-5-1

事業概要
（Ｐ）

　回復途上の精神障害者を対象に、対人関係などの障害を改善し社会復帰を目指すことを目的として、集団生
活指導や生活技能訓練などの各種プログラムを用いた事業を実施します。

事業名 精神障害回復途上者デイケア事業 事業番号

達成率

令和６年度

　退院後支援計画策定数は３件、退院後支援に係る関係者会
議は６回実施しました。支援計画作成の有無に関わらず、退
院後に安定した地域生活を送れるよう、対象者との関係構築
および支援体制の構築に取り組んでいます。対象者の増加に
伴い、密な対応が難しい事例もありましたが、入院後早期か
ら医療機関に連絡を行い、対象者にできるだけ早期に接触
し、信頼関係の構築を図りました。

　措置入院者が退院後に安定した地域生活を送れ
るよう、本人及び家族のニーズを的確に把握し、
その他の支援者の意向も十分に踏まえながら、支
援対象者が円滑に地域生活に移行できるよう過不
足のない支援計画を作成します。

令和６年度
　安全安心にデイケアを運営し、利用者に対し必要なプログ
ラムを実施しました。就労移行支援事業所や地域活動支援セ
ンターへステップアップした利用者もいました。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　引き続き利用者に必要なプログラムを実施し、
新たな利用者獲得のため周知を行います。

実績目標 実績

令和６年度

　リアン文京、文京地域生活支援センターあかり、エナジー
ハウス、東京カリタスの家みんなの部屋、アンビシオン文
京、地域活動支援センターぱれっとの６か所で、障害特性に
応じた創作活動や地域交流等の機会を提供しました。また、
リアン文京における、医療的ケア児の受入れも引き続き実施
しました。

　引き続き、利用者の現状に合わせた地域活動を
行うことができるような支援を行っていきます。
また、登録者が増加している現状を踏まえ、日中
活動系サービス終了後の時間帯に利用できる地域
活動支援センターなどの設置を検討します。

実績 達成率

登録者数 人 342 320 376 118% 324 328

実施箇所数

実績 達成率 目標 実績

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業概要
（Ｐ）

　障害者等の地域生活支援の促進を図るため、区内６か所の地域活動支援センターにおいて、障害の特性等に
応じた創作的活動の提供及び社会との交流の促進等を行います。

達成率 目標

実施回数 回 138 140 140 100% 140

事業名 地域活動支援センター事業 ◇ 事業番号 1-5-2

140

延参加人数 人 77 1,200 689 57% 1,200 1,200

担当

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

対象者数

目標 実績

事業番号 1-4-7

事業概要
（Ｐ）

　保健所設置自治体が中心となって支援を行う必要がある措置入院中の精神障害者について、必要な医療等の
支援を適切に受け社会復帰できるように、退院後支援計画を作成し、関係者会議を開催します。

事業名 退院後支援事業

担当 予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 18 19 30
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72人 86 72

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

木よう体操
教室Ａ

参加人数
人 74 72 75 104% 72

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

93 129% 72

令和６年度
　体操や体を動かすレクリエーションに変化を持たせ、コ
ミュニケーションを図ることにより、継続参加につながって
います。

　安全に実施できる体制を整備し、新規の参加者
を増やしていきます。

事業概要
（Ｐ）

　在宅の難病患者を対象に、体操やレクリエーション、参加者同士の交流の機会を提供し疾病の理解や生活の
質（ＱＯＬ）の維持・向上を目指します。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業名 木よう体操教室（旧 難病リハビリ教室、パーキンソン病体操教室） 事業番号 1-5-4

令和６年度

　機能訓練については、昨年度と比較し、利用者数は減少
し、利用日数は増加したが、ともに目標数値を下回りまし
た。生活訓練については、利用者数および利用日数ともに減
少しており、目標数値を下回りました。
　区内のサービス提供事業所が少ないことや、既存の利用者
がサービスを終了したことも影響していると考えられます。

　引き続き、自立訓練の必要性のある障害者に対
し、事業所での支援内容を情報提供するととも
に、利用の際には事業所と連携を図りながら、相
談から利用終了まで一貫した支援を行っていきま
す。

32 80% 44

72

木よう体操
教室Ｂ

参加人数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

日 3,926 3,260

140 329 193 37659% 329

46

生活訓練
延利用日数

生活訓練
実利用者数

人 36 40

3,124 96% 3,704 3,852

担当 保健サービスセンター

機能訓練
延利用日数

8

目標 実績

事業概要
（Ｐ）

　障害者に対して一定期間、身体機能又は生活能力の維持・向上のために必要な訓練を行い、自立した日常生
活又は社会生活ができるよう支援します。

目標 実績 達成率

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率

機能訓練
実利用者数

人 5 7 3 43% 7

日

目標 実績 達成率

事業名 自立訓練（機能訓練・生活訓練） ◇ 事業番号 1-5-3
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実績

担当 保健サービスセンター

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 4,107 4,300 4,438 103% 4,300 4,300

92% 106 106

訪問指導等
実人数

人 1,587 1,500

事業名 計画相談支援 ◇ 事業番号 2-1-2

令和６年度

　精神的な悩みを抱える区民や家族を対象とした専門医によ
る個別相談や保健師による面接、電話、訪問指導を実施しま
した。また、難病を抱える患者や家族に対する療養相談も行
いました。

　今後も支援が必要な本人や家族等に対する相談
を実施していきます。また、精神科医による専門
相談を活用し、関係機関と連携して継続的重層的
な支援を行っていきます。

事業概要
（Ｐ）

　障害者のニーズに基づくサービス等利用計画(サービス利用支援・継続サービス利用支援）の作成と評価を行
い、課題の解決や適切なサービス利用に向けて、よりきめ細かな支援を行います。
　障害福祉サービス利用者が増えていることから、計画相談支援の利用を希望する障害者が相談支援を受けら
れる体制を目指します。

902 101% 939

計画作成割合

目標 実績達成率 目標 実績 達成率

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

％ 77 77 76 99%

達成率目標

令和６年度

　計画作成者数は、前年度よりわずかに増加となっています
が、計画作成割合については76％となり、目標値を下回り、
前年度実績より減少しました。
　区が委託する計画事業所では、落ち着いたケースを民間事
業所に引き継ぎ、新たな困難ケースやセルフプランケースに
対応していますが、新規や転入での障害福祉サービスの利用
者増に伴う、指定特定相談支援事業所の利用ニーズには対応
できていない結果となりました。

　新規・転入の障害福祉サービスの利用者数の増
加により、計画相談支援の利用希望者数の増加傾
向にある中、計画相談者数が微増しても作成割合
が上がらない状況となります。新規の指定特定相
談支援事業所もしくは相談支援専門員が増える取
組や他区との連携について検討を進めます。

計画作成者数 人

次年度における取組等（Ａ）成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

78 79

877 895

1,680 112% 1,500 1,500

訪問指導等
延人数

担当 障害福祉課、予防対策課

985

目標 実績 達成率

精神保健相談
実施回数

回 48 48 48 100% 48 48

精神保健相談
延人数

人 83 96 88

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業概要
（Ｐ）

　精神科医による専門相談及び保健師による所内相談や家庭訪問を行い、地域の精神障害者及び難病患者等、
家族、区民に対し予防から社会復帰まで総合的に支援します。

1-6-5事業名 精神保健・難病相談 事業番号
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担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

障害福祉課

障害福祉課

令和６年度

　障害者地域自立支援協議会は２回開催し、うち１
回は「全体会」と称した発表会を実施しました。相
談・地域生活支援専門部会、就労支援専門部会、権
利擁護専門部会及び障害当事者部会を各３回、子ど
も支援専門部会を４回開催しました。

　各専門部会において抽出された地域課題やニー
ズを踏まえて、支援体制や令和８年度以降の運営
体制の在り方について引き続き検討を行います。

令和６年度

　重層的支援体制整備事業の研修等を通じ、介護・
児童・生活困窮分野等の関係機関との連携体制の構
築に取り組みました。また、相談支援体制の強化に
かかる相談内容が全体の3割を占め、支援チームに対
する支援が一定割合となり、支援体制の強化という
機能を担えています。

　重層的支援体制整備事業の支援会議等を通じ、
介護・児童・生活困窮分野等の関係機関との連携
体制の構築に一層取り組みます。実践報告会・事
例検討会等支援者のニーズを捉えた研修等を主催
し、支援体制の強化、総合的な相談支援活動の拠
点としての機能を強化します。

2-1-7

事業概要・計画目標（P）

　障害者等が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、人材育成と家族全体の重層的課
題を含んだ高度かつ複雑な内容の相談支援を実施します。
　また、障害者の権利擁護や地域移行・地域定着に関する取組など、支援体制の強化等を推進する総合
的な相談支援活動の拠点として事業運営を行い、障害分野に限らず、介護分野、児童分野、生活困窮分
野等の関係機関との連携体制の構築を推進します。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

事業名 障害者基幹相談支援センターの運営 ◇ 事業番号

事業名 地域自立支援協議会の運営 ◇ 事業番号 2-1-6

事業概要・計画目標（P）

　障害者等が自立した生活を営むことができるよう、関係機関等と連絡を図ることにより障害福祉に関
する課題について協議を行い、地域の障害者等を支援する方策を推進します。
　また、この協議会に設置される、相談・地域生活支援専門部会、就労支援専門部会、権利擁護専門部
会、障害当事者部会、子ども支援専門部会において、支援体制等についての協議を重ねます。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

達成率

事業名 相談支援事業 ◇ 事業番号 2-1-5

事業概要
（Ｐ）

　区の窓口や一般相談支援事業所において、地域生活支援拠点、指定特定相談支援事業所又は指定一般相談支
援事業所等と連携を図りつつ、障害者等の福祉に関する各般の問題について障害者・児やその家族からの相談
に応じ、必要な情報の提供や障害福祉サービス等の利用支援を行うとともに、障害者・児の権利擁護のために
必要な援助を行います。
　また、障害者基幹相談支援センターにおいては、地域の相談支援事業者等への助言・人材育成等により相談
支援の質を向上させる取組を行うとともに、地域の相談支援体制の強化を推進します。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

　区の窓口や一般相談支援事業所において、基幹
相談支援センター、地域生活支援拠点や指定特定
相談支援事業所等との連携を図るとともに、相談
支援を必要とする障害者・児やその家族への適切
な情報提供や障害福祉サービス等の利用支援を行
います。
　また、重層的支援体制整備事業の開始に伴い、
障害分野以外との連携を深め、地域の相談支援体
制の強化を推進します。

次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　区の窓口や一般相談支援事業所において、地域生活支援拠
点、指定特定相談支援事業所又は指定一般相談支援事業所等
と連携を図りつつ、障害者・児やその家族からの相談に応
じ、必要な情報の提供や障害福祉サービス等の利用支援を行
いました。
　また、障害者基幹相談支援センターを中心として、区内指
定一般相談事業所へのヒアリングや事例検討会を通して相談
支援の質の向上に向けた取り組みを行いました。

44

目標 実績 達成率 目標 実績

障害者相談支
援事業実施箇

所数
か所 4 4 4 100%

目標 実績 達成率
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　地域の関係機関等が委員となり、障害を理由とする差別に関する相談等の事例共有等、差別を解消す
るための取組について協議を行います。

担当 障害福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　障害者差別解消支援地域協議会を２回開催し、相
談事例の共有や協議会委員構成の検討、令和７年度
に実施する障害者（児）実態・意向調査の調査項目
についての意見聴取を行いました。
　委員構成では、協議会委員の意見を取り入れ、次
年度以降、障害当事者の委員を1名増員することとな
りました。

　協議会で区内の障害者差別の事例について取り
扱えるよう、増員となった障害当事者委員からの
意見聴取並びに、区内障害者団体への事例の聴取
等の検討を行います。また、次年度実施の実態・
意向調査の結果を踏まえ、区内の障害者差別につ
いての協議を深ていきます。

障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業概要
（Ｐ）

　障害者の社会参加と自立を促進するため、就労に関する相談・支援等について、障害者就労支援センターを
中心に実施します。多様化している障害の特性や働き方へのニーズに応じた専門性の高い支援やコーディネー
ト力の強化、増加する新規登録者・就労者に対する定着支援、生活支援等、地域の拠点としての機能の充実を
図ります。

事業名 障害者就労支援の充実 事業番号 3-1-1

日 35 50 62 124% 70 100

令和６年度
　生活体験事業の利用を支援機関へ依頼したことにより、利
用が増加しました。

　支援機関と連携し、さらに生活体験事業の利用
を増やしていきます。

生活体験日数

2-2-7

事業概要・計画目標（P）

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績

次年度における取組等（Ａ）

担当

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

事業名 障害者差別解消支援地域協議会の運営

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　一定の職種に限り雇用義務が軽減される除外率の引き下げ
が令和７年４月に実施され、また令和８年７月以降に予定さ
れている法定雇用率2.7％への引き上げ、新型コロナウイル
ス感染症後の事業拡大などの様々な背景があり、企業の採用
活動は活発化、61名が新規就労に結びつきました。一方で採
用活動が活発化したことにより、企業と求職者のマッチング
が十分なされないまま就職となるケースでは、早期離職につ
ながる場合もありました。

　法定雇用率引き上げが予定され、今後も企業の
採用活動は一層活発に行われることが見込まれま
す。早期離職を減らすために、相談の場や企業実
習を積極的に活用し、求職者と企業の双方にとっ
てより高いマッチングを図っていきます。より質
の高い職場環境のアセスメントにも取り組み、よ
り充実したマッチングと継続就労の実現を目指し
ていきます。

就労継続者数

目標 達成率実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績

人 334 320 358 112% 336 352

達成率

緊急時相談件
数

短期宿泊
利用日数

事業番号

達成率 目標 実績 達成率目標 実績

件

事業概要
（Ｐ）

　障害者が地域で安心して暮らしていくことができるよう、相談等支援体制の充実を図り、休日・夜間を含め
た緊急対応等を行うとともに、病院から地域生活への移行や定着の支援を進めます。

7,974 9,500 7,849 83% 9,500 9,500

日 133 200 147 74% 250 300

事業名 地域安心生活支援事業 事業番号 2-1-10
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200 210

実績 達成率目標 実績 達成率 目標

企業実習日数
(障害者職業
体験助成)

実績 達成率 目標

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度

令和６年度

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　法定雇用率が段階的に引き挙げられている中、区内企業の
障害者雇用へのニーズは高まりを見せ、職業体験助成につい
ては実績の増加がみられます。中小企業等障害者職業体験受
入れ助成については、雇用ニーズの高まりを踏まえ、助成対
象の拡大を行いましたが、実績の増加にはつながりませんで
した。また、両事業ともに目標値には達しない数値となりま
した。

【障害者職業体験助成事業】
企業等実習：33回・156日・延べ22人
庁内実習（区役所内）：18回・18日・延べ53人

【中小企業等障害者職業体験受入れ助成事業】
職業体験受入れ奨励金：5件・2社・26日
雇用促進奨励金：0社

　この実績を踏まえ、区内企業への事業周知を
行っていき、活用促進を図っていきます。また、
障害者職業体験助成事業についても、さらなる実
績の増加を図るため、障害当事者の方や区内事業
所等及び、庁内実習の受け手となる庁内各所管へ
の周知も行っていきます。

職業体験受入
れ日数(中小企
業等障害者職
業体験受入れ

助成)

日 40 85 26 31% 90 95

事業名 就労促進助成事業 事業番号 3-1-3

事業概要
（Ｐ）

　一般就労を目指す障害者が企業等での実習を行う際に、実習を行う障害者就労支援センター登録者等に体験
手当を支給することで、障害者の就労・雇用を促進していきます。
　また、区内中小企業等に対して職業体験受入れ奨励金を助成し、実習機会の拡大及び障害者への理解を深め
るとともに、区内中小企業等の障害者雇用促進の取組をサポートします。

担当 障害福祉課

令和８年度

日 146 190 174 92%
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企業への
支援件数

件 1,048 1,366 1,441 105% 1,379

　登録者の就業先へは定期的に訪問し、電話などによる相談
にも対応するとともに、障害者雇用を新たに進める区内企業
からの相談にも応じました。就労する登録者は425名に増加
しており、ニーズに応じた定着支援に取り組みました。講演
会では、主に企業担当者を対象に雇用管理や働き方をテーマ
とし開催、59名が参加しました。
　職務や役割、職場においてどのような合理的配慮が必要か
などの準備が不十分なまま採用を進めてしまい相談に至る
ケースも少なくない状態でした。

　採用前、採用直前、採用後のステージごとに企
業側のニーズは異なることを踏まえ、雇用管理の
視点で人材活用や質の高い雇用につながるよう相
談に取り組むとともに、企業と求職者双方がより
質の高いマッチングに結びつくことを目指し支援
に取り組みます。

達成率

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率

1,392

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

令和６年度
　事業利用周知の効果が現われ、昨年度まで実績がなかった
ものの、今年度は目標を上回る利用が見られました。一方
で、利用者の障害種別には偏りが生じている状況です。

　引き続き対象者への周知を行うとともに、障害
のある方々が日常生活および社会生活を安心して
送ることができるよう、支援の充実・強化を図っ
ていきます。

目標 実績

達成率目標 実績 達成率 目標 実績

事業名 就業先企業への支援 事業番号 3-2-1

目標 実績 達成率

実利用者数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

2

事業概要
（Ｐ）

　法定雇用率の引上げやそれに伴う納付金制度の対象企業の範囲拡大等により障害者雇用に取り組む企業が増
えていることを踏まえ、障害者理解のための情報提供や、合理的配慮の提供の下で雇用促進が図られるよう、
企業への相談支援を行うとともに、精神障害者の雇用機会の拡大に対応できる相談体制について充実を図りま
す。
　また、雇用管理やキャリア支援、人材育成の方法、メンタルヘルスなど企業の相談内容の多様化に対応する
ため、企業支援体制の充実を図ります。

達成率 目標 実績

事業名 重度障害者等就労支援事業 事業番号 3-1-4

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 0 1 3 300% 1

事業概要
（Ｐ）

　民間企業が重度障害者等を雇用するに当たり、障害者雇用納付金制度に基づく助成金を活用しても当該重度
障害者等の雇用継続に支障が残る場合や、重度障害者等が自営業者等として働く場合において、重度障害者等
の通勤や職場等における支援を行うことで、重度障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保します。※
令和５年度より事業実施
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　福祉施設から障害者就労支援センターを経由して一般就労
に移行した方は9人であり、対前年度比で2人の減となりまし
たが目標の数値は超える実績となりました。法定雇用率の上
昇に伴い、企業における障害者雇用の意欲は高いものの、生
活習慣や医療面の支援、就労に関するスキルの習得に時間が
かかる方も多く、移行人数の減少につながりました。
　なお、障害者就労支援センターを経由せずに、直接福祉施
設から一般就労に移行した方は、前年度と比べて21人増の72
人でした。

　一般就労への移行人数は目標人数は達成する数
値となっているものの、昨年度実績からは減少し
ています。さらなる実績の増加を図るため、福祉
施設や就労支援センターなど、様々な機関との連
携を深め、一般就労を検討する障害のある方への
支援を進めていきます。

　就労先への定期的な職場訪問の実施や定期的な個別面談を通して、職場の人間関係等の困りごと等の相談に
応じ、就業継続に向けた支援を行います。教育機関（特別支援学校等）や職業訓練校、就労系事業所（就労移
行支援・就労継続支援等）からの就職者に対しても、各機関との連携を図りながら職場定着支援を実施しま
す。
　また、生活の中で生じた課題等については地域の関係機関と連携し、安定した職業生活を送ることができる
ように支援します。

目標 実績 達成率 達成率

職場定着支援
数

件 3,051 3,819

目標 実績 達成率

移行人数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

3,446 90% 3,857

達成率

人 11 8 9 113% 10 12

3,895

目標 実績

事業概要
（Ｐ）

安定した就業継続への支援 事業番号 3-2-2

事業概要
（Ｐ）

　就労移行支援及び就労継続支援等の福祉施設を利用する障害者が、一般就労へ移行し定着することを推進し
ます。
　また、福祉施設との連携を深めるとともに、様々な就労支援に関する情報提供を行うことで、福祉施設利用
者が就労支援の利用につながる環境づくりを進めます。

目標 実績

令和６年度

事業名 福祉施設から一般就労への移行 ◇ 事業番号 3-3-1

担当

　就業継続意欲の向上を目的とした「就労継続を祝う会」で
は、小ホールにて記念行事を実施しました。主に知的障害の
ある方を対象に、金銭管理や生活に関わることを学ぶ「生活
講座」は計６回開催、月１回程度の「たまり場事業」とし
て、東洋大学の学生食堂や地域のコミュニティスペースであ
る「ワークスペースさきちゃんち」を借りて実施しました。
定着支援の内容は業務内容や職場環境を確認しながら、企業
へ伝えている配慮事項の整理、今後の働き方についてキャリ
ア視点も含め相談を重ねました。職場訪問では、職場環境の
アセスメントや人事担当、現場担当者へのアドバイスや相談
を実施しました。就職後の支援は全件数で4,935件となりま
した。

　就労を続ける過程で生活面や医療面の支援を必
要とする方は多く、安定した職業生活を送るうえ
で単独の機関だけでは十分な支援を提供しきれな
いケースがあります。そのため、地域の関係機関
と連携し、地域全体で職業生活を支える取り組み
を進めていきます。
　また、育児や介護といったライフイベントが就
業生活に影響を及ぼすこともあるため、企業とも
協同しながら就労継続に取り組む体制を引き続き
整えていきます。

障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率 目標 実績

事業名

目標 実績 達成率

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度
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【B型】
延利用日数

日 45,972 45,000 44,538 99% 45,450 45,904

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

令和６年度

　A型事業所は、実利用者数・利用日数ともにほぼ横ばいと
なっています。
　B型事業所の実利用者数については3名増加したものの、延
利用日数は減少しました。
　高齢化に伴い、毎日の通所が難しい利用者が増えたこと等
が要因と考えられます。

【A型】
延利用日数

日 1,758 3,450 1,832 53% 3,900 4,500

実績 達成率

【B型】
実利用者数

人 306 299 309 103% 304 310

【A型】
実利用者数

人 13 23 12 52% 26 30

目標 実績 達成率 目標

事業概要
（Ｐ）

　一般企業での就労が困難な障害者に対して、働く場を継続的に提供するとともに、知識や能力の向上を図る
ために必要な支援を行います。

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標

　前年度と比較して実利用者数・延利用日数ともに減少しま
した。特別支援学校卒業後、就労継続支援や生活介護を選択
する利用者が増えていることが要因として考えられます。

　障害者就労支援センターや就労系サービス事業
所・支援機関と連携し、利用希望者に情報提供を
行い、適切な訓練を効果的に受けられるよう支援
していきます。

11,962

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 就労移行支援 ◇ 事業番号 3-3-3

達成率 目標 実績 達成率

13,530 11,330 84% 13,776

目標 実績

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

延利用日数

事業番号 3-3-4

114

　引き続き、利用希望者への説明を丁寧に行い、
利用者のニーズに応えていきます。事業所等の情
報提供を行うとともに、各利用者の心身の状況に
鑑み、適切な支援を受けられるよう、サービス提
供事業所等と連携を図っていきます。

次年度における取組等（Ａ）

目標 実績 達成率

実利用者数 人 107 110 96

14,022

事業名 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） ◇

実績 達成率

112

令和６年度

次年度における取組等（Ａ）成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

87%

日

事業概要
（Ｐ）

　一般企業への就労を希望する障害者に対し、一定期間就労に必要な知識や能力の向上のために訓練等を行
い、障害者の一般就労を促進します。
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成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

担当

　支援を必要とする子どもを多面的な視点でとらえ
総合的に支援するとともに、他機関との連携を強化
し、発達支援の充実を図りました。

　引き続き、支援を必要とする子どもへのより効
果的な支援及び、児童発達支援センターの機能強
化を図っていきます。

令和６年度

保健サービスセンター

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 154 150 140 93% 150 150

実績 達成率達成率 目標 実績 達成率

実利用者数 人 51 49 58 118% 53 57

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　就労移行支援を利用した後、就労定着支援を利用する方が
増加しています。障害のある方が長く職場に定着できるよ
う、就労に伴う生活面の課題等に対して、連絡調整や指導・
助言により、安定した就労継続を支援しています。

　事業所との連携を充実させ、適切な支給ができ
るよう、連絡調整等の支援を行います。

事業概要
（Ｐ）

　就労移行支援等を利用し一般就労した障害者について、一定の期間にわたり、就労に伴う生活面の課題に対
応できるよう、生活リズム・家計・体調管理等の指導・助言や、事業所・家族との連絡調整等支援を行いま
す。

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 就労定着支援 ◇

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

24

目標 実績

24
乳幼児発達健

康
診査実施回数

回 24 24 24 100%

乳幼児発達健
康

診査受診者数

目標

事業名 児童発達支援センターの運営 事業番号 4-2-1

事業概要・計画目標（P）

令和６年度

　小児科医による健康診査を行い、子どもの発達の課題を早
期発見し、対応について保護者に個別指導を行いました。
　また、必要に応じて医療機関の紹介を行い、教育センター
等の関係機関と連携し、適切な療育につなげました。

　今後も引き続き、発達の遅れや発達障害が疑わ
れる子どもを発達健康診査につなげるとともに、
不安を抱える保護者の相談に応じ、早期に適切な
療育等を受けることができるよう関係機関と連携
していきます。

　日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練を行うとともに、各
種事業を実施し、地域の障害児支援に取り組みます。
　また、国の基本指針を踏まえ、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体
制の構築に向け検討等を行います。

教育センター

事業名 発達健康診査 事業番号 4-1-2

事業概要
（Ｐ）

　運動発達の遅れや精神発達の偏りが疑われる乳幼児について、専門医による診察・相談を行い、子どもの発
達の問題を早期発見するとともに、関係機関と連携し適切な療育につなげます。

担当

令和６年度

事業番号
3-3-5

(3-2-4再掲)
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令和６年度
　医療的ケア児支援連絡会を２回開催しました。そ
の他、各課の取り組みや活動報告、東京都医療的ケ
ア児支援センターからの事業説明等を行いました。

　課題の整理、支援体制の構築及び課題解決に向
けた取組について引き続き検討を行います。

障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業番号 4-2-3

担当

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　区内相談支援事業所に所属する職員１人及び区職員1人
が、東京都が実施している医療的ケア児支援コーディネー
ター養成研修を受講し、修了しました（延べ１２人修了）。
また、医療的ケア児支援連絡会等を開催し、情報共有、連携
強化を図りました。

目標 実績 達成率

配置人数 人 10 9 12 133% 10 11 0%

　引き続き、コーディネーター養成研修の受講を
促し、人材確保を図るとともに、研修を修了した
コーディネーターを活用した支援体制の強化を
図っていきます。

事業概要
（Ｐ）

　医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネーターとし
て養成された相談支援専門員等の配置を促進します。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 医療的ケア児支援調整コーディネーターの配置 ◇ 事業番号 4-2-4

0%

事業名 医療的ケア児支援体制の構築 ◇

事業概要・計画目標（P）
　医療的ケア児が、未就学期・学齢期・成人期のライフステージに応じて円滑かつ適切な支援を受けら
れるように、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関による連絡会を開催し、適切な支援体制
の構築に向けた課題・対策等について協議を行います。

担当 事務局：障害福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）
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担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

％ 46 56 44 79% 59 61計画作成割合

目標 実績 達成率

計画作成者数 人 397 489 420 86% 542 574

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業概要
（Ｐ）

　児童福祉法に基づき、障害児通所支援を利用する前に障害児の心身の状況、環境、その保護者の障害児通所
支援利用に関する意向、その他事情を聞き取り、個々の状況に応じた障害児支援利用計画等を作成し、通所支
援事業者と連絡調整を行います。さらに、定期的にモニタリングを行い、利用状況
に応じて計画の見直しを行うなど、ケアマネジメントによるきめ細かい支援を行います。
　障害児通所支援利用者が増えていることから、障害児相談支援の利用を希望する障害児が相談支援を受けら
れる体制を目指します。

目標 実績 達成率

令和６年度

　計画作成者は23人増加したものの、計画作成者数・作成割
合ともに、目標達成には至らず、作成割合に関しては、昨年
度実績より低下しました。
　区が委託する障害児相談支援事業所では、困難ケースやセ
ルフプランケースに対応していますが、新規や転入での障害
児通所支援等の利用児増に伴う、指定特定障害児相談支援事
業所の利用ニーズには対応できていない結果となりました。

　新規・転入の障害児通所支援等の利用児数の増
加に伴う、障害児相談支援の利用希望者数の増加
傾向にある中、障害児計画相談者数が微増しても
作成割合が上がらない状況となります。新規の指
定特定障害児相談支援事業所もしくは相談支援専
門員が増える取組や委託事業者数の拡大について
検討を進めます。

事業名

目標 実績 達成率

障害児相談支援 ◇ 事業番号 4-2-7
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※事業番号４‐３‐２「医療型児童発達支援」は本事業に統合しました。

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

令和６年度

　実利用者数・延利用日数ともに増加しており、延利用日数
は、前年度に引き続き顕著に増加しています。新規事業所の
開設により、一人の児童が、継続的に利用し支援を受ける
ケースや複数事業所の支援を利用するケースが増えているこ
とが考えられます。

　事業所により、提供する訓練内容や特徴が異な
るため、事業内容の把握を行っていきます。その
うえで、利用希望者のニーズに沿った事業所等の
情報提供を行い、より適切な療育を効果的に受け
られるよう支援していきます。

令和６年度

事業名
障害児通所支援事業所における重症心身障害児等の支援充実に向けた検
討 ◇

事業概要・計画目標（P）
　主に重症心身障害児や医療的ケア児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所
の確保・充実に向けて、課題等を整理し対策の検討を行います。

担当 障害福祉課

事業名

342 120% 287 289

延利用日数 日 25,513 25,650 26,624 104% 25,830 26,010

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位

障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

回 199 81 332 410% 81 81

目標 実績 達成率

事業名 医療的ケア児在宅レスパイト事業 事業番号 4-2-8

達成率

事業概要
（Ｐ）

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率

次年度における取組等（Ａ）

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　休止していた医療的ケア児が利用可能な放課後等
デイサービス事業所が、令和７年１月から再開しま
した。
　また、児童発達支援そよかぜにおいて１人、放課
後等デイサービスほっこりにおいて２人、医療的ケ
ア児の受入れを行いました。

　補助制度の周知など、引き続き、重症心身障害
児や医療的ケア児が利用できる児童発達支援や放
課後等デイサービス等を整備するための方策を検
討していきます。
　また、児童発達支援そよかぜ及び放課後等デイ
サービスほっこりにおいて、引き続き、医療的ケ
ア児が安全で専門的な療育を受けられる体制を継
続していきます。

児童発達支援 ◇

　児童福祉法に基づき、主に未就学の障害児を対象に心身の発達を促し、日常生活における基本的な動作等の
習得、社会生活・集団生活などへの適応能力の向上を図るために個々に応じた適切かつ効果的な指導及び訓練
を行います。

事業番号 4-3-1

実利用者数 人 327 285

目標 実績 達成率

実利用申請者
数

人 277 19 31 163% 19 19

実利用回数

担当

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

事業番号 4-2-9

　令和５年度より、年度の利用時間を144時間に引き上げた
ことにより、申請者数・実施利用回数ともに年々増加してい
ます。

　令和７年度より、利用時間数を288時間へ引き
上げます。今後も保健師や関係機関と連携を図
り、事業の周知に取り組んでいきます。

事業概要
（Ｐ）

　保護者等が、休息、就労又は就職活動の理由により在宅介護を行うことができない場合に、看護師又は准看
護師を居宅に派遣し、保護者等に代わって医療的ケア児の医療的ケア等を行います。

目標 実績
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　前年度と比較し、利用者数は微増、利用日数は大幅に目標
を上回りました。サービスの利用希望は増えているため、引
き続き計画相談支援事業所等の関係機関と連携を図りながら
支援を行います。

　来年度も対象児の障害状況を勘案した上で適切
なサービス量を支給し、関係機関との連携を図っ
ていきます。

障害福祉課、予防対策課

令和７年度 令和８年度

人 35 24 57 238% 27 30

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

延利用日数 日 357 230 580 252% 253 276

達成率 目標 実績

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

達成率 目標 実績 達成率

実利用者数 人 9 10 14 140% 11 12

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

人 0 2 - - 3 - - 4 - -

目標 実績 実績 達成率 目標 実績

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

延利用日数

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

日 399 216 609 282% 243 270

実利用者数

事業名 保育所等訪問支援 ◇ 事業番号 4-3-4

事業概要
（Ｐ）

　集団生活の適応のために支援が必要な保育所等に通う障害児について、その施設を訪問し、専門的な支援を
行います。

担当

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度

事業番号 4-3-3事業名 居宅訪問型児童発達支援 ◇

事業概要
（Ｐ）

　重度の障害等の状態にある障害児であって、児童発達支援、医療型児童発達支援又は放課後等デイサービス
を利用するために外出することが著しく困難な障害児について、居宅を訪問し、日常生活における基本的な動
作の指導等を行います。

担当 障害福祉課、予防対策課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績

日 0 132 - - 198 - - 264 - -

達成率

実利用者数

延利用日数

達成率 目標

令和６年度

令和６年度
　利用者の増加により、受入施設の理解が進むとともに、令
和５年度に設置された区内事業所の利用者が増加していま
す。

　関係機関と事業所が共に連携が図れるよう制度
の理解を促すとともに、障害児が集団生活へ適応
していけるよう、引き続き適切なサービス支給決
定を行います。

事業名 医療型児童発達支援 ◇ 事業番号 4-3-2

事業概要
（Ｐ）

　児童福祉法に基づき、肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練や医療的管理下での支援を要する児童に対
し、児童発達支援及び治療を行い、障害児の心身の発達促進を図ります。

　医療型児童発達支援については、令和６年度より、児童発
達支援に一元化しました。

-

令和６年度
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　特別な配慮が必要な児童に対し、非常勤職員等を配置する
など個別指導計画に基づく保育を実施し、児童の健やかな発
達を促進しました。
対象児童合計：69園
【内訳】区立：18園（88人）、私立：51園（100人）

　今後も特別な配慮が必要な児童に対し、引き続
き各園で個別指導計画を作成し、児童の健やかな
発達のための支援の充実を図っていきます。

事業名 幼稚園特別保育

事業概要・計画目標（P）
　区立幼稚園において、特別な支援が必要な幼児が集団の中で生活することを通して、幼稚園教育の機
能や特性を活かしながら、その幼児の発達を促進するため、専門家による指導助言や特別保育を補助す
る支援員の配置等を行います。

担当 教育指導課、教育センター

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

・区立幼稚園における特別保育のため、会計年度任
用職員（特別保育支援員）の配置を行いました。
・特別保育児の認定を行い、個に応じた支援を図り
ました（継続42人、新規23人）。
・幼小中の連携を意識するとともに保護者、専門機
関との連携を深めるため、個別指導計画に加え、個
別の教育支援計画を作成しました。
・特別保育支援員の研修を教育指導課と教育セン
ターで連携して実施し、資質・能力の向上を図りま
した。
・バリアフリーパートナー制度を活用し、サポート
体制の充実を図りました。

・区立幼稚園及び幼稚園型認定こども園におい
て、特別保育支援員の配置を適切に行い、個に応
じた支援の充実を図ります。
・個別の教育支援計画及び個別指導計画の作成に
より、関係機関や保護者と連携し、成果を確認し
ます。
・引き続き、特別保育支援員の研修の中で資質・
能力の向上を図っていくために、研修内容の精選
を行います。
・バリアフリーパートナー制度を適切に運用し、
きめ細かいサポートを行います。

事業番号
4-3-7

(4-4-2再掲)

令和６年度

実績 達成率 目標 実績 達成率

要配慮児数 人 161 176 188 107% 176 0% 176 0%

達成率

事業番号
4-3-6

(4-4-1再掲)
事業名 保育園要配慮児保育

事業概要
（Ｐ）

　区立・私立保育園において、心身の発達に関し特別な配慮が必要な児童に対し、個別指導計画に基づく集団
保育を実施します。

担当 幼児保育課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 目標
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教育指導課担当

　専門の委員からなる特別支援教育相談委員会を設置し、就学において特別な支援を必要とする児童・
生徒の個々の特性に応じて、可能な限り保護者の意向を尊重したうえで、適切な支援を受けられるよう
にします。

就学前相談体制の充実 事業番号 4-3-8

事業概要・計画目標（P）

・相談件数は増加傾向にあり、前年度比で大幅増
となりました。適切で円滑な就学相談を実施でき
るよう、相談体制の整備、充実を推進していきま
す。
・在籍園、教育センター等の関係機関と連携しな
がら、児童・生徒・保護者が安心して就学できる
ように、引き続き情報提供等の支援の充実を図っ
ていきます。

令和６年度

・特別支援教育相談委員会において、特別な支援を
要する児童・生徒の保護者からの相談を受け、就
学、転学、通級に関する相談を行いました。
　就学相談：小学校211件、中学校49件
　転学相談：小学校37件、中学校7件
　通級相談：小学校16件（在校生）
　学びの教室相談：小学校88件（在校生）
　アドバンスルーム相談：中学校13件（在校生）
・各学校における特別支援学級説明会について設置
校全校にて実施しました。また、教育委員会主催の
保護者向けの就学相談説明会を開催し、就学相談に
関する情報提供の充実を図りました。
・就学相談を円滑に進められるよう、行動観察の進
め方等について改善を図りました。

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業名
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事業概要・計画目標（P）

　国のインクルーシブ教育の施策を踏まえ、区立小・中学校の通常の学級及び特別支援学級における特
別な支援を必要とする児童・生徒が、個々のニーズに応じた教育を受けることができるように、指導員
等を配置し充実を図ります。
・特別支援教育担当指導員：通常の学級に在籍する発達障害等の特別な支援が必要な児童・生徒の支援
として、一斉指導の中での個別指導や特別支援教室等での専門的指導・支援を行います。
・交流及び共同学習支援員：特別支援学級設置校において、障害のある子どもたちと障害のない子ども
たちとの交流及び共同学習を円滑に行います。
・バリアフリーパートナー：大学生や地域人材等ボランティアの協力を得て、子どもたちのサポートを
行います。

担当 教育指導課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

・「特別支援教育担当指導員」及び「交流及び共同
学習支援員」の配置を行い、特別支援教育の充実を
図りました。
・「特別支援教育担当指導員」の資格要件の一部見
直しを行い、より広い人材確保に努めました。
・バリアフリーパートナー制度を活用し、サポート
体制の充実を図りました。
・インクルーシブ教育システム構築事業による教職
員等への研修について、新たな講師の協力も得て実
施し、指導力向上を図りました。
・学校における特別支援教育にかかわる事案につい
て、指導主事の学校訪問を行う中で学校の支援方法
を整理し、助言を行いました。

・引き続き、各学校や保護者のニーズに適切に応
じ、指導員の配置等を図っていくとともに、バリ
アフリーパートナー制度を適切に運用し、きめ細
かいサポートを行います。
・より質の高い特別支援教育を目指し、指導員等
を対象とした研修等を行います。
・各学校の特別支援教育の理解を深めるために、
研修だけではなく、積極的な学校訪問を行ってい
きます。

整備数（累計） か所 4 9 4 100%

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　主に重症心身障害児又は医療的ケア児以外の障害児が
通所する「児童発達支援事業所」や「放課後等デイサー
ビス事業所」が４か所開設しました。
　また、区立放課後等デイサービス事業所ロードを令和
６年９月に開設しました。

　整備費や開所費用等の補助制度の活用を図
るべく周知等を行うとともに、引き続き、公
有地、民有地を活用した事業者誘致を進めま
す。

事業名 特別支援教育の充実 事業番号 4-3-12

事業名 障害児通所支援事業所の整備 事業番号 4-3-11

事業概要（Ｐ）
　重症心身障害児や医療的ケア児を含め障害児が地域の中で児童発達支援や放課後等デイサービス等の
必要な支援が受けられるよう、整備費等補助制度の活用の推進を図るなどして、民間事業者による障害
児通所支援事業所の施設整備を促進します。

担当 障害福祉課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率
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施設訪問回数 回 208 230 194 84% 240 250

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　子育てフェスティバルにおいて、来場した親子向けに子育
て講座を実施し、事業の周知を図りました。児童館プログラ
ムでは８館において児童館職員とプログラムを作成し、実施
しました。
　また、約９割の利用園から実施に対して「満足」とのアン
ケート結果が得られたほか、次年度の継続利用希望率につい
ては95％と非常に高くなりました。

　引き続き、事業を利用する園を増やすととも
に、プログラムの質を向上させるほか、各園の
ニーズに合った多様なプログラムを提供します。

事業名 文京版スターティング・ストロング・プロジェクト 事業番号
4-4-9

(4-3-5再掲)

事業概要
（Ｐ）

　集団参加や対人コミュニケーションなどの社会的スキル等の成長が乳幼児期から促されるよう、心理士等の
専門家チームが区内の幼稚園・保育園・児童館等を訪問し専門的発達支援を行い、より質の高い育児環境を整
え、子どもたちの健やかな育ちを支えます。

担当 教育センター

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

延利用日数 日 35,553 37,369 42,792 115% 38,839 40,309

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　実利用者数は前年度よりも79名増加しており、目標達成率
も116％に達しています。延利用日数においても前年度に比
べて増加し、目標値に達しています。区内の事業所数の不足
により利用希望日に予約が取りにくくなっている現状や、近
隣区の事業所と契約をしている利用者が増加している状況は
継続した課題となっています。

　利用者数（利用希望者数）が増加し続けている
サービスであるため、次年度以降も利用者のニー
ズや事業所の運営状況について丁寧に把握してい
く必要があります。その上で、事業所との連携を
図り、相談支援事業への情報共有を行うなど、利
用者が希望する支援を受けられるよう引き続き提
案をしていきます。

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

実利用者数 人 485 486 564 116% 496 506

事業名 放課後等デイサービス  ◇ 事業番号 4-3-15

事業概要
（Ｐ）

　就学している障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活能力向上のための訓練や社会
との交流の促進等の支援を行うことで、障害児の健全な育成を図ります。

担当 障害福祉課、予防対策課
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事業名 障害及び障害者・児に対する理解の促進(理解促進研修・啓発事業)◇ 事業番号 5-2-1

事業概要・計画目標（P）

　障害者・児が住み慣れた地域社会において、差別や偏見なく地域の一員として育ち暮らし続けていけ
るよう、様々な機会を捉えて障害の特性や障害のある人に対する理解を深めることや、共生社会の実現
を図ることを目的として、地域支援フォーラムにおいて講演会等の事業を行うとともに、心のバリアフ
リーハンドブックを作成し、教育機関及び区内イベント等での配布を通じて周知啓発を行います。

担当 障害福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　第20回地域支援フォーラムでは、「しょうがいの
ある方のいろいろな働きかた」をテーマに、講演
会、区内企業パネル展、区内事業所スライドショー
を実施し、理解を深めることができました。
　心のバリアフリーハンドブックについては、令和
６年３月に作成した第４改訂版を区内小中学校や各
種イベントにおいて配付することができました。
　また、令和６年４月に「文京区手話言語条例」・
「文京区障害者による情報の取得及び利用並びに意
思疎通の促進に関する条例」を施行しました。

　第21回地域支援フォーラムでは、優生保護法を
テーマとして差別のない社会について理解を深め
るための講演会を開催します。
　心のバリアフリーハンドブックについては、次
年度においても、区内小中学校や各種イベントに
て配付します。
　また、２つの条例のパンフレットを作成し区民
等に周知啓発を行います。

高齢者等住宅
修築資金助成

件 12 12 8 67% 12 12

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　段差の解消、手すりの設置等についての申請があり、助成
を行いました。前年度と比較して、相談状況にあまり変化は
見られなかったが、実績件数は減少しており、これは、物価
上昇による工事費の高騰等の外的要因も一因であると考えら
れます。

　対象工事及び申請要件について変更を行い、類
似制度との整合性を図ります。

事業名 高齢者等住宅修築資金助成事業 事業番号 5-1-8

事業概要
（Ｐ）

　①高齢者（65歳以上）の方又は心身障害者世帯に属する方であること／②工事着工前の住宅であること／③
区内の自己又は親族（六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族）が所有する住宅に居住し、住民登録をして
いること／④住民税を滞納していないこと／⑤この助成金の交付を受けたことがな
い住宅であること／⑥文京区高齢者等住宅修築資金融資あっせん・利子補給を受けたことがない住宅であるこ
と／⑦その他の助成金の交付を受けたことがない住宅であること
 上記の要件を全て満たす場合で、住宅におけるバリアフリー化を含む修築工事等を実施する方に対し、修築工
事等に係る費用の一部を助成します。

担当 住環境課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率
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事業名 自発的活動支援事業 ◇ 事業番号 5-6-7

事業概要・計画目標（P）
　障害者等が自立した生活を営むことができるよう、障害者が互いに助け合うピアサポートや災害対
策、孤立防止活動、ボランティア活動など、障害者やその家族、地域住民等による区民の自発的な活動
を支援します。

担当 障害福祉課

事業名 手話奉仕員養成研修事業 ◇ 事業番号 5-6-2

事業概要
（Ｐ）

　聴覚障害により意思疎通を図ることに支障がある障害者等が自立した生活を営むことができるよう、社会参
加・交流活動等を促進するための支援者として期待される手話奉仕員を養成するための研修を行います。
【区と社会福祉協議会による共催事業】

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　ピアサポートグループ活動（カウンセリング）に
ついては、新型コロナウイルス感染症が５類感染症
移行となったものの開催に至っていませんが、カウ
ンセリングにつながるよう、ピア活動を知るための
会「ピアサポートを知ってつながろう」を区との協
働により実施しました。

　ピアカウンセリングにつながるようなピア活動
を知るための活動を引き続き検討・実施する。

修了者数 人 115 75 130 173% 75 75

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　講習会は初級、中級、上級、通訳者養成クラスの４クラ
ス、各昼、夜コースの計８クラスで実施しました。今後と
も、修了者の増加が実際の活動者につながるような養成を
行っていきます。

　初級、中級、上級、通訳者養成クラスの４クラ
ス、各昼、夜コースの計８クラスの開講を継続し
ていきます。

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

入場者数 人 2,584 2,364 2,489 105% 2,387 2,410

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

　体験型のイベントを行うとともに、区内特別支援学級のあ
る小・中学校、区内の子どもたちが通う区外の学校、障害者
施設、団体及び個人の作品を展示しました。全体の来場者数
はやや減少したものの、作品数は100点ほど増加し、活気の
ある展示となりました。障害者への理解や認識を深める良い
機会となっています。

　障害者への理解と認識が深まるよう、障害者週
間で多くの方への発信を継続して行っていきま
す。

事業概要
（Ｐ）

　「障害者週間(12月３日から９日まで)」を記念して、障害のある人もない人もともに集い、障害福祉につい
ての関心や理解を促進するための催しを開催します。

担当 障害福祉課

数値目標名
（Ｐ）（Ｄ）

単位
令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

事業名 障害者週間記念行事「ふれあいの集い」の充実 事業番号
5-2-2

(5-5-3再掲)
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【保健医療計画】 

（進捗状況） 
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保健医療計画(進行管理対象事業)の進捗状況について 

 

１ 健康づくりの推進 

○ 健康的な生活習慣の確立 

⑴ 健康診査・保健指導 

健診の案内冊子で分かりやすい説明を行った結果、特定健康診査の受診率は例年並みを維 

持しました。 

令和７年度は、健康診査の重要性等について情報提供と周知を工夫して行うとともに、特 

定保健指導は、引き続き対面とＩＣＴを活用した遠隔面談も含め、効果的な支援を行ってい

きます。 

（実績報告 P.112 事業番号 1-1-3、1-8-2） 

 

 〇 歯と口腔の健康づくりの推進 

⑴ 歯周疾患検診 

20 歳代から 40 歳代への受診勧奨で歯周病と全身の健康との関わりをより分かりやすく周

知したところ、20歳・25 歳・35 歳の受診率は向上したものの、他の世代の受診率は概ね減少

となりました。 

令和７年度は、若い世代からの口腔ケアの大切さについて受診勧奨の機会をとらえて引き

続き周知するとともに、定期的な歯科受診の重要性を周知していきます。 

（実績報告 P.112 事業番号 1-5-3） 

 

○ がん対策 

⑴ 各種がん検診 

令和６年度は、40歳以上の区民に受診可能な検診を個別に通知したところ、受診券送付の

ないがん検診も含め、すべてのがん検診において受診率が増加しました。 

令和７年度は、引き続き効果的な受診勧奨・再勧奨を行って検診受診につなげるとともに、

精密検査の受診を促し、主体的な検診受診の習慣化につなげていきます。 

（実績報告 P.113 事業番号 1-6-3、1-4-5） 
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○ 親と子どもの健康づくり 

⑴ 妊婦全数面接（ネウボラ面接） 

妊娠届出の際に案内している出産・子育て応援交付金の効果もあり、保健師等の専門職と

の面接が目標値に達することができました。 

保健師等の専門職が行う妊婦との面接は、妊娠中の不安を解消する手助けとなっており、

また、面接で把握した要支援家庭に対しては、関係機関と連携し着実な支援につなげていき

ます。 

（実績報告 P.113 事業番号 1-7-3） 

⑵ 乳児家庭全戸訪問事業 

出産・子育て応援交付金の効果により、訪問希望者が増加し目標値を超えることができま

した。里帰り先での訪問も増加しており、滞在自治体への訪問依頼など連携して対応しまし

た。 

母子の心身の状況や養育状況をよく把握し、支援が必要な家庭に対しては関係機関と連

携して対応していきます。 

（実績報告 P.114 事業番号 1-7-9） 

⑶ 乳幼児健康診査 

令和６年度においても、高い受診率を維持することができました。引き続き疾病の早期発

見と適切な治療・療育につなげていくため、受診勧奨を徹底していきます。 

     （実績報告 P.114 事業番号 1-7-10） 
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２ 地域医療の連携と療養支援 

○ 地域医療の推進 

⑴ 地域医療連携推進協議会・検討部会の開催 

地区三師会、区内大学病院、その他関係医療機関からなる協議会、検討部会を６回開催し、

地域医療連携について検討しました。 

引き続き、区民に切れ目のない適切な医療の確保に努めるとともに、子どもの救急・急病

ガイドブックの改訂に向けた準備を進めていきます。 

（実績報告 P.115 事業番号 2-1-1） 

○ 災害時医療の確保 

⑴ 災害用医療資材・医薬品の更新 

医薬品の流通不足による一部滞りはあったが、年次計画に基づき災害用医療資材・医薬品

の更新を行いました。 

今後も、医療従事者等で構成された関係団体と連携し、災害用医療資材・医薬品の品目の

見直しを行い、適正に整備していきます。 

（実績報告 P.115 事業番号 2-2-1） 

⑵ 在宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画の作成支援 

10 月に開催した連絡会は、区内だけでなく区外の訪問看護ステーションにも周知し開催

しました。在宅避難継続に向けた電源確保についての研修を行い、グループワークでは各機

関との情報共有ができました。また、災害時個別支援計画は、地区担当保健師と協力し、計

画的に作成・更新を行い作成率が向上しました。日頃の備えの重要性を対象者や訪問看護師、

地区担当保健師とも共有し、計画作成率とバッテリーの持続時間の向上を目指します。 

（実績報告 P.115 事業番号 2-2-5） 
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３ 健康安全の確保 

○ 健康危機管理体制の強化 

⑴ 感染症有事対応研修・訓練 

感染症予防計画に基づく研修として、区内外の関係者・機関を対象に講演を実施し、地域

全体で発疹を呈する疾患への対応と新興感染症発生への備えを強化しました。 

引き続き、予防計画に基づき、感染症有事の際に、早期の体制確立に資する研修・訓練を

適切に実施していきます。 

（実績報告 P.116 事業番号 3-1-3） 

 

○ 感染症対策 

⑴ 定期予防接種の勧奨 

令和６年度の麻しん・風しんの予防接種率は、第１期は 97％で目標を達成しましたが、

第２期については、目標を下回りました。 

区報・ホームページ・SNS での周知や、予診票の個別発送、保育園や幼稚園を通したチラ

シの配布、未接種者への勧奨はがきの送付等に加え、区内指定医療機関にも協力依頼を行い、

積極的な接種勧奨を行っていきます。 

（実績報告 P.116 事業番号 3-2-8） 

 



 

 

 

【保健医療計画】 

（実績報告） 

 

 



※例年11月に実績が確定するため、暫定値の報告となります（令和５年度実績は確報値）

成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

令和６年度

％ 19.2

％ 13.0 10.5 10.4 80%

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

実績 進捗率

担当 健康推進課、国保年金課

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R11年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成率

担当 健康推進課

特定保健指導実施率
（終了率）

事業名 歯周疾患検診 事業番号

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

達成率実績

受診率

令和６年度

　20歳代から40歳代へ送付する受診勧奨はがきの内容を
見直し、歯周病と全身の健康との関わりについて分かり
やすく周知する内容に変更したところ、20歳・25歳・35
歳の受診率が向上しましたが、他の世代の受診率は概ね
減少となりました。

　若い世代からの口腔ケアの重要性につい
て、受診再勧奨により効果的な周知を行い、
検診受診につなげます。また、かかりつけ歯
科医をもち、定期的な歯科受診を行うことの
重要性を周知します。

次年度における取組等（Ａ）

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R11年度)
実績

％ 47.8 44.3 44.2 92%

10.8 4.0 21%

1-5-3

事業名 健康診査・保健指導 事業番号
1-1-3

(1-8-2再掲)

事業内容（Ｐ）
　40歳以上の国民健康保険の被保険者及び後期高齢者医療制度に加入する区民等を対象として、健康診
査等を継続実施し、生活習慣病の発症や重症化を予防します。

　健診の案内冊子で分かりやすい説明を行った結果、特
定健康診査は例年並みの実績を維持しました。

　引き続き、健康診査の重要性等について情
報提供と周知を工夫して行い、受診につなげ
ていきます。
　特定保健指導については、令和６年度受診
者分よりプロポーザル方式により事業者選定
を行いました。引き続きICTを活用した遠隔
面談も含め、効果的な支援を行っていきま
す。

特定健康診査受診率

実績 進捗率 実績 進捗率 実績

事業内容（Ｐ）
　全身の健康に大きく関係のある歯周疾患を予防し、生涯における口腔機能の維持・向上へつなげるた
めに、20歳から81歳までの基本的に５歳刻みの方を対象に歯周疾患検診を実施し、かかりつけ歯科医を
持つ機会を提供します。

進捗率
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　令和６年度から、40歳以上の区民にがん検診案内はが
きを送付し、受診可能な検診を個別に通知するととも
に、受診券紛失及び前年度未受診者に向けて受診券発行
申請フォームへの二次元コードを示したところ、受診券
送付のない胃がん・大腸がん・肺がん検診も含め、すべ
てのがん検診において受診率が増加しました。

　がん検診案内はがきの内容及び区ホーム
ページの内容をよりわかりやすく更新し、区
民に定期的な検診受診の呼びかけを行うとと
もに、精密検査未受診者へは検査受診を促
し、主体的な受診の習慣化によるがんの早期
発見・早期治療につなげていきます。

保健サービスセンター

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R11年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業内容（Ｐ）
　保健師等専門職が、全ての妊婦に対し面接を行い、妊娠中の不安の軽減、出産に向けた準備を案内す
るとともに、支援を要する家庭を把握し、関係機関と連携して適切な支援を実施します。

事業名 妊婦全数面接（ネウボラ面接） 事業番号 1-7-3

担当

令和６年度

％ 60.0 38.6 40.4 67%

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

受診率

令和６年度

　ネウボラ面接は、前年度と比較し2ポイント下がった
ものの目標値に達することができました。高い面接率を
維持できている背景には「出産・子育て応援交付金」
（令和７年度より妊婦等包括相談支援事業・妊婦のため
の支援給付へ移行）の運用が影響していると考えられま
す。面接をとおして把握できた支援が必要な家庭には、
定期に開催しているカンファレンスにて支援方針を検討
し適切な対応を行っています。

　保健師等の専門職が行うネウボラ面接は、
妊娠中の不安解消の手助けとなるほか、支援
が必要な家庭の把握が可能となります。今後
も面接勧奨に取組んでいきます。また、要支
援家庭への対応は引き続き関係機関と連携し
て支援につなげていきます。

次年度における取組等（Ａ）

進捗率 実績 進捗率 実績 達成率実績

％ 91.0 100.0 98 108%

大腸がん（男女）検
診

肺がん（男女）検診
受診率

子宮がん（女）検診
受診率

％ 60.0 26.4 27.1 45%

％ 60.0 40.0 41.0 68%

％ 60.0 28.5 30.0 50%

実績 達成率

胃がん（男女）検診
受診率

％ 60.0 14.9 16.4

進捗率 実績

27%

実績 進捗率
数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位

目標
(R11年度)

令和
5年度
実績

1-6-3
(1-4-5再掲)

担当 健康推進課

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業内容（Ｐ）
　胃がん（男女）、大腸がん（男女）、肺がん（男女）、子宮がん（女）及び乳がん（女）検診を実施
します。

事業名 各種がん検診 事業番号

乳がん（女）検診
受診率
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達成率実績 進捗率 実績 進捗率 実績

次年度における取組等（Ａ）

１歳６か月健診受診
率

％ 96.0 97.0 97

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

３歳児健診受診率

令和６年度

　未健診者は里帰り・渡航・入院等やむを得ない事情が
ありますが、未来所者には電話・訪問等で速やかに状況
を把握するように努めています。引き続き健診受診者に
は、疾病の早期発見を行い、適切な治療・療育につなげ
ています。また子育てに悩みを持つ家庭に対して、専門
職員による助言と関係機関と連携した継続支援を行って
います。

　乳幼児健診では、子の健康状態をしっかり
と把握し、疾病の早期発見、早期治療につな
げていきます。健診未来所者に対しては、確
実に受診勧奨を行い、引き続き受診率の向上
に努めます。把握した要支援家庭に対しては
関係機関と連携しながら継続支援、見守りを
行っていきます。

％ 98.0 97.0 97 99%

101%

４か月児健診受診率 ％ 98.0 93.0 95 97%

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R11年度)

令和
5年度
実績

事業概要（Ｐ）
　４か月から３歳までの乳幼児を対象に、発育・発達の状態を確認するとともに、疾病を早期に発見
し、適切な治療や療育につなげます。子育てのストレスや育児不安をもつなど子育てが困難な家庭を把
握し、関係機関と連携して支援します。

事業名 乳幼児健康診査 事業番号 1-7-10

担当 保健サービスセンター

令和６年度 令和７年度 令和８年度

成果・評価（Ｄ）（Ｃ）

訪問率

令和６年度

　出産・子育て応援交付金の開始に伴い、訪問希望者が
増加しました。また、出生通知票を母子手帳の中に組み
込むことでも訪問の周知につながりました。転出者も交
付金の関係で里帰り先での訪問も増加したので、滞在自
治体に訪問依頼し連携し対応しました。ネウボラ面接、
両親学級、母親学級でも周知しており、切れ目ない支援
につながっています。

　ネウボラ事業の各機会を介し、出生通知票
の提出を周知していきます。訪問において
は、訪問家庭の安心と理解を得て行っていき
ます。ネウボラ時の様子をふまえたアセスメ
ントを行い、切れ目ない支援を行います。訪
問時には母子の心身の状況や養育状況等を把
握し、支援が必要な家庭は関係機関と連携し
て対応していきます。

次年度における取組等（Ａ）

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

％ 90.0 91.0 91 101%

担当 保健サービスセンター

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R11年度)

令和
5年度
実績

事業番号 1-7-9

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 乳児家庭全戸訪問事業

　生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を対象に、保健師・助産師が訪問し、母子の健康管理や子
育てに関する情報提供を行います。支援が必要な家庭に対しては、保健師による相談を継続し、関係機
関と連携して適切な支援を行います。

事業概要（Ｐ）
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災害用医療資材・医薬品の更新 事業番号 2-2-1

令和６年度

担当

事業概要・計画目標（P）

担当 予防対策課

令和６年度

 年次計画及び関連団体からの意見に基づき、災害用
医療資材・医薬品の品目見直し及び更新を行いまし
た。出荷制限が行われ、調達ができなかった一部医
薬品を除き、滞りなく更新を行うことができまし
た。

　医療従事者等で構成された関係団体と連携し、
災害用医療資材・医薬品の品目の見直しを行い適
正に整備していきます。

　在宅人工呼吸器使用者に対し、災害時に備え、対象者の状況に応じた具体的な支援方法を盛り込んだ
個別支援計画の作成を進めます。

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　在宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画の関係
機関連絡会については、区内だけでなく区外の訪問
看護ステーションにも周知し開催しました。自宅避
難継続に向けた電源確保についての研修を行い、グ
ループワークでは各機関との情報共有ができまし
た。
　災害時個別支援計画は、地区担当保健師と協力
し、計画的に作成・更新を行い作成率が向上しまし
た。引き続き、対象者には計画作成の必要性を伝え
ていきます。
　バッテリー持続時間は10時間未満の方が半数を下
回ることができましたが、準備が不十分な対象者も
いるため、引き続き電源確保の必要性を伝えていく
必要があります。

　関係機関連絡会のグループワークでは、発災時
の情報共有についての課題があがっていたため、
次年度は、発災時の情報共有をテーマとした連絡
会を行っていきたいです。
　日頃の備えの重要性を対象者や訪問看護師、地
区担当保健師とも共有し、計画作成率とバッテ
リーの持続時間の向上を目指します。
　各関係機関の役割を周知し、連携を深めること
で、対象者に対してより良い計画ができるように
アプローチしていきます。

事業概要・計画目標（P）
　区内大学病院、都立病院、地区医師会・歯科医師会・薬剤師会等で構成する協議会及び検討部会を通
じて、地域医療の現状把握、課題の整理を行って、対応策の協議・検討を行います。

事業名 地域医療連携推進協議会・検討部会の運営 事業番号

事業名 在宅人工呼吸器使用者災害時個別支援計画の作成支援 事業番号 2-2-5

担当 健康推進課、高齢福祉課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

  地区三師会、区内大学病院、その他関係医療機関
からなる協議会、検討部会を６回開催し、地域医療
連携について検討しました。

　引き続き、協議会及び検討部会を開催して、区
民に切れ目のない適切な医療を確保するために必
要な連携の課題や問題点の検討を行います。
　また、子どもの救急・急病ガイドブックの改訂
に向けた準備を進めていきます。

生活衛生課

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

事業概要・計画目標（P） 　災害用に備蓄している医療資材・医薬品の更新等を関係団体と連携して行います。

事業名

2-1-1
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成果・評価（Ｄ）（Ｃ） 次年度における取組等（Ａ）

　ＭＲ（麻しん・風しん混合）ワクチン第１期は接種率
97％を達成しましたが、ＭＲワクチン第２期について
は、目標を下回りました。

　引き続き、区報・ホームページ・SNSでの
周知、予診票の個別発送、保育園や幼稚園を
通したチラシの配布、未接種者への勧奨はが
きの送付等に加え区内指定医療機関にも協力
依頼を行い、積極的な接種勧奨を行っていき
ます。

MRワクチン第２期 ％ 95 93 93 98%

％ 95 97 97 102%

実績 進捗率 実績 進捗率 実績 達成率

事業概要・計画目標（P） 　感染症予防計画等に基づき、感染症有事の際に、早期の体制確立に資する研修・訓練を実施します。

担当 予防対策課

事業概要（Ｐ）
　予防接種法によって対象疾病、対象者及び接種期間などが定められた予防接種の接種率の向上に努め
ます。特に麻しん・風しんについては、国の予防指針に基づきＭＲ（麻しん・風しん混合）ワクチン第
１期及び第２期の接種率95％以上を目指します。

担当

成果・評価（D）（C） 次年度における取組等（A）

令和６年度

　予防計画に基づく研修として、区内外の関係者・
機関を対象に講演を実施し、地域全体で発疹を呈す
る疾患への対応と新興感染症発生への備えを強化し
ました。

　次年度以降も感染症予防計画に基づき、感染症
有事の際に、早期の体制確立に資する研修・訓練
を適切に実施していきます。

数値目標名（Ｐ）（Ｄ） 単位
目標

(R８年度)

令和
5年度
実績

令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業名 感染症有事対応研修・訓練 事業番号 3-1-3

事業名 定期予防接種の勧奨 事業番号 3-2-8

予防対策課

MRワクチン第１期

令和６年度
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